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UPS「UPS7400WX-T3U」

特集　  電力の安定供給と最適化に貢献する
エネルギーソリューション

富士電機は，エネルギー需給環境の変化および社会インフラや産業シ
ステムの高度化に貢献するために，確かな技術で電力インフラを支え，
電力の安定供給，最適化に取り組んでいます。また，エネルギー・環境
技術の革新を追及し，付加価値の高い，環境にやさしい，国内外で使わ
れる製品・システムづくりにも取り組んでいます。
本特集では，電力の安定供給と最適化に貢献する変圧器，配電盤，無

停電電源装置（UPS）などの強いコンポーネントを支える最新技術を
はじめ，電源設備のワンストップソリューションやエネルギーマネジメ
ントシステム（EMS）などのエネルギーシステムソリューションを紹
介します。
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中西　要祐  NAKANISHI, Yosuke 

特集に際して，これまでの日本の電力システムの歩みを
概観し，将来の電力の安定供給と最適化を目指した電力シ
ステムについて考えてみたい。
日本の電力システムの黎明（れいめい）期では，電力シ

ステムは小規模で単純なシステムであり，需要の変動に応
じて手動で発電出力の調整を実施していた。その後，電力
系統の巨大化・複雑化に伴い，手動による系統全体の掌握
と効率的な運用が困難となり，1950 年代中頃には，アナ
ログのテレメータを活用した通信技術が導入され，1960
年代には，デジタル計算機を用いた自動給電システムのオ
ンライン実運用が始まっている。その頃までには，民営
10 電力会社体制の中，それぞれの電力会社において，中
央給電指令所と各地域給電連絡指令所による階層的な垂直
統合型のシステムが確立してきた。さらに 1970 年代後半
には，計算機技術や情報通信技術の進展に伴い，複数の変
電所をまとめて一つの制御所から監視制御する遠方監視制
御装置（テレコン）や，6.6 kV 電圧階級の配電系統にも
配電自動化システムが導入され，計算機による遠隔操作方
式やその後の自動制御方式が確立され，経済成長を支える
べく，高い信頼性のある電力システムが運用されてきた。
これらの電力システムがたどった道として，大規模電源の
開発，大規模需要地への電力輸送とそのための大規模送電
網の構築などを主軸に，信頼性のある電力の安定供給を達
成してきたといえる。また，それらの信頼性のある電力シ
ステムが確立したのは，システム運用者の下，電力設備に
関する適切なシステム仕様を介して，それを提供するメー
カからの設計・製造で成立されるシステムとコンポーネン
トとの両者の相互の協力関係によるものである。また，そ
のシステムの機能確立には，両者および学術のたゆまぬ研
究開発が後押しをしてきた。
次に，近年の電力システムの動向について述べる。

2005 年の「京都議定書」発効以前からも幾度となく地球
温暖化防止会議で環境問題が議論されてきたが，日本では，
2011 年の東日本大震災よる電力設備の被害や福島原発事
故を契機に，災害を踏まえた電力レジリエンスの強化や脱
炭素社会に向けて，電源のあり方や，さらには電力システ
ム改革の加速を受けて，複数の事業者間にまたがる電力シ
ステムの運用のあり方が大きく変化してきている。つまり，

再生可能エネルギーを含む分散型電源や，揚水発電を含む
さまざまな電力貯蔵装置の運用やそのための供給事業・ア
グリゲート事業などの新たな事業出現により，電力システ
ムにおける電源の役割分担や不確定性を考慮したシステム
運用などの新たなソリューションが望まれ，そのシステム
の実現が必要となってきている。具体的には，風力発電や
太陽光発電の変動電源の不確定性もさることながら，その
ための蓄電池や変動電源などで採用されるパワエレ機器は
高速な制御となるが故に，他の電源の協調分担や不確定な
ダイナミクスを考慮した運用制御が求められる。
さらに，複数の事業者の出現により，電源・送電線を含

む設備計画，運用計画，市場取引などの多くの不確定性を
考慮した最適計画・運用が求められる。これらの不確定性
の扱いにおいて，統計データなどを用いて不確定性を表す
ことができる Knownな課題，集合や幅でしか表現できな
い Unknownな課題，相反するシナリオや予見不可能な
事象に対する Unknowableな課題など，不確定性の異な
る構造分類に応じて効率的な最適性のある運用制御とその
コンポーネントとしての設備・機能の提供が必要となる。
このような課題や不確定性の解決に向けて，将来の電力

の安定供給と最適化について考えてみたい。元来，電力シ
ステムは，理想的な計画に従った運用は難しく，需要の挙
動やさまざまな偶発事故などの不確定性を多く含んでいる。
このため，当初の電力システムへの計算機導入時点でも，
電力システム運用に関して次のような三つの状態とその遷
移を前提としてシステム設計がなされてきた。つまり，予
防制御を含む安定した定常運用状態，事故などの発生とそ
の対応制御による緊急状態，緊急制御や輻輳（ふくそう）
した事象の結果として形成されつつ定常制御へ向かうため
の復旧状態の三つの状態を定義し，それに伴う機能をシス
テムに具備させてきた。このような統合的なシステムの設
計は，需要家を含む複数にまたがる事業者で構成される新
たな電力システムにおいても，システム全体および個別の
クラスターレベルで求められるものである。これからの新
たな制度設計下においても，三つの状態とその遷移に基づ
くシステム設計上の合意形成の下，その電力設備の設計と
機能開発が推進されることで，電力システムの信頼性が維
持され，電力の安定供給が達成されることを期待したい。

特集に寄せて

将来の電力の安定供給と最適化を目指して
In Pursuit of Stable and Optimal Power Supply in the Future
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Energy Solutions Contributing to Stable and Optimal Power Supply

1　まえがき

エネルギー需給環境の変化および社会インフラや産
業システムの高度化に伴い，電力の安定供給や工場・
施設における設備の安定稼動と省エネルギー（省エネ）
のニーズが高まっている。また，設備管理の人材不足
を背景として，設備メンテナンスなどのアフターサー
ビスに IoT（Internet of Things）を活用した見える
化や最適化が求められている。経済成長が著しい東南
アジアでは，社会インフラや工場への投資が増大する
中，電力供給の安定化と高効率化が課題となっている。
富士電機は，変圧器，配電盤，無停電電源装置

（UPS：Uninterruptible Power System）などの強
いコンポーネントとエネルギーマネジメントなどのシ
ステムを組み合わせ，据え付け工事，保守サービスな
どを含め，一括で提案する電気設備まるごとソリュー
ションを提供している。
図 1に，富士電機のパワーエレクトロニクス（パワ

エレ）システム エネルギー事業の概要を示す。変圧器，
配電盤，UPSなどのコンポーネントに，計測機器や制
御機器，受配電・開閉・制御機器，パワエレ機器を用
いた制御システムを組み合わせ，システム事業の強化

を推進している。本稿では，電力の安定供給と最適化
に貢献するエネルギーソリューションの現状と展望に
ついて述べる。

2　強いコンポーネントを支える技術

2 . 1 　変電技術
変圧器や開閉装置などの変電機器は，電力系統にお

いて中核となる機器である。世界的には，今後も東南
アジア，中東，アフリカ諸国において，新規の電力系
統整備が進められることによる旺盛な新設需要が期待
される。国内においては，東日本大震災以降，企業や
個人の節電への取組みにより，電力需要の伸びは鈍化
傾向にある。一方，変圧器は経年 40 年以上，開閉装
置では経年 30 年以上の機器が約半数を占めるまでに
なっているため，更新需要が見込まれている。
図 2に変電技術を適用した製品を示す。富士電機は，

枯渇の恐れがある石油由来の鉱油の代わりに，植物由
来のパームヤシ脂肪酸エステルを絶縁・冷却媒体とし
て使用したパームヤシ脂肪酸エステル変圧器や，万が
一漏れた場合に，地球温暖化の要因となる SF6ガスの
代わりに乾燥空気を絶縁媒体に使ったキュービクル形

森本　正博  MORIMOTO, Masahiro 松本　　康  MATSUMOTO, Yasushi

電力の安定供給と最適化に貢献する
エネルギーソリューションの現状と展望
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図 1　富士電機のパワエレシステム エネルギー事業の概要
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空気絶縁開閉装置（C-GIS）などの環境対応製品を開
発し，おのおの 10 年以上の納入実績がある。また， 
従来の磁器ブッシングに比べて耐震性能を大幅に向
上した変圧器用の 275 kVポリマーブッシングや，現
地組立工期を削減した変圧器用 275kVケーブルのス
リップオン接続などの新技術を積極的に採用している。
国内外では，機器の信頼性向上，小型化などのニー
ズが高く，それに対応するために解析技術の向上に取
り組んでいる。

2 . 2 　施設電源技術
金融における仮想通貨やスマートペイメント，自動
車の自動運転・電装化，あらゆるものがインターネッ
トにつながる IoT，人工知能（AI）を活用したビッグ
データ解析などデジタルデータは膨大に膨れ上がって
いる。これに合わせ，メガクラウドベンダをはじめと
したデータセンター（DC

（＊ 1）

）事業者の投資が盛んである。
DCの新規建設では，設備の超大型化が世界的に急激

に進んでいる。
DCの可用性を支える重要な設備の一つとして UPS
がある。DCの大型化に伴い，消費する電力量が膨大
となっている。そのため，UPSは，高効率であるこ
とが求められる。富士電機は，UPSの高効率化を実
現するために，“低損失 SiC（炭化けい素）デバイス

（＊ 2）

”，
“A-NPC（Advanced Neutral-Point-Clamped）3
レベル変換回路

（＊ 3）

”，“常時商用給電方式
（＊ 4）

”を適用してき
た。さらに，複数台から成る UPSが最適な効率で運
転できるように，自動運転制御を行う台数制御機能を
最新の UPSに搭載した（147ページ“ハイパースケー
ルデータセンター向け UPS”参照）。
設備の大容量化，可用性への対応としてモジュール
型UPS「UPS7400WXシリーズ」を製品化した（図
3）。従来の最大単機容量 500kVAに対し，単機容量
1,000 kVAに大容量化した。モジュール構造なので，
一部のモジュールが故障しても継続運転ができ，可用
性を高めた。
UPSのバックアップ電源には，従来の鉛蓄電池より
も小型化できるリチウムイオン電池の採用も進めてい
る。電気設備を省スペース化し，サーバ設置スペース
を確保したい DCユーザに導入されている。
DC 分野では，今後もサーバの高密度化，設備
の大型化に対し，さらなる大容量化に対応する製
品を投入する計画である（151ページ“常時商用
給電方式と台数制御機能を付加した高効率 UPS
「UPS7000HX-T4」”参照）。
配電盤の国内市場は成熟しているものの，年率 1.5%

（＊1）データセンター（DC）
インターネット用のサーバやデータ通信，固定・携帯・
IP 電話などの装置を設置・運用することに特化した
建物の総称である。

（＊2）SiC デバイス
SiCデバイスは，Si（けい素）と炭素の化合物からな

るワイドバンドギャップ半導体である。絶縁破壊電圧
や熱伝導率が高いなどパワーデバイスとして優れた特
性を持つため，高耐圧，低損失，高温動作が実現できる。

（＊3）3レベル変換回路
電源やインバータをはじめとする電力変換装置の電力
損失を大幅に低減する，マルチレベル変換回路の一つ

である。

（＊4）常時商用給電方式
商用電源が正常な通常時は，商用電源を接続している
機器へそのまま給電し，停電時は，バッテリ電力をイ
ンバータで直流から交流に変換し，接続している機器
へ給電する方式である。

（a）パームヤシ脂肪酸
エステル変圧器初号機

（c）275 kVスリップオン
ケーブル採用変圧器

（b）ドライエアC-GIS 初号機

（d）275 kVポリマー
ブッシング
採用変圧器

図 2　変電技術を適用した製品

図 3　「UPS7400WXシリーズ」



特
集　

電
力
の
安
定
供
給
と
最
適
化
に
貢
献
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

富士電機技報　2019 vol.92 no.3

現状と展望 電力の安定供給と最適化に貢献するエネルギーソリューション

128（6）

で確実に成長している
⑴

。CO2 排出量を削減するため，
風力発電や太陽光発電などの再生可能エネルギーに移
行しており，この分野では低圧盤の需要が多い。さら
に，IoTのインフラの一つである DCの市場が依然と
して成長すると予測されており，高圧盤の需要も増加
している。
配電盤は，東南アジアでは 4.7%と高い成長率を維

持している
⑴

。配電盤では，以前から保守する人の安全
が重要視され，正面扉を閉じた状態で扉外部から真空
遮断器（VCB：Vacuum Circuit-Breaker）の運転位
置への移動を可能とする外部操作機能を具備するメタ
ルクラッド型スイッチギヤの採用などの要求がある。
最近では，さらに設備運転や人の安全に対する要求

が高くなってきており，断路部の充電部保護に金属製
シャッタの採用の要求や設備の運転継続性に関する
クラス分けの指定などがある。また，盤内部短絡時の
アークによって発生するホットガスは，従来の技術で
はダクトにて外部に放出することが一般的であった。
しかし，最近ではホットガスを安全な温度まで冷却し
てから排出する要求がある。このような要求に対して，
図 4⒜に示すような IEC 規格を認証取得した製品の提
供を開始している。
DCなどでは，スペース確保が困難な都市部への設
置が一般的であるため，トータルで設置面積の縮小化
が要求される。このような要求に対して，図 4⒝に示
すような前面保守型で小型化した高圧盤を開発し，据
付面積を従来比で約 70%に縮小した（143ページ
“データセンター向け高圧盤の小型化”参照）。
今後も，国内外向けの高圧盤の縮小化だけでなく溶
接レス化やメッキレス化を進め，3R（リデュース，リ
ユース，リサイクル）を追求した環境負荷が低い配電
盤を提供していく。

2 . 3 　設備保全技術
IoTの進展により，これまで収集できなかったデー

タが収集できるようになってきている。さらに，収集
したデータのアナリティクス・AIによる新たな分析
を使ったスマートメンテナンスが始まりつつある

⑵

。
富士電機は，メーカーとして納入した製品のメンテ

ナンスを，フィールドサービスとして顧客から委託を
受けてきた。以前のような機器のメンテナンスやトラ
ブル対応だけでなく，設備管理全般に対する支援サー
ビスが重要になっている。
設備管理業務は，保全戦略・計画の立案から始まり，
保全の実行，保全データ管理，設備管理，さらには，
保全要員の教育・訓練など多岐にわたる。このような
設備管理業務に関わるサービスを「設備管理まるごと
サービス」として提供している。
設備管理まるごとサービスは，図 5に示す O&M

（Operation & Maintenance）サービスプラット
フォーム上に構築している。O&Mサービスプラット
フォームは，ISO 18435（O&M統合モデル）で定義
された運転管理業務，保全管理業務，分析管理業務を
支援する機能がある。運転管理で収集した稼動情報と，
保全管理で収集した保全情報を統合し，分析する。そ
の結果を運転計画や保全計画に反映することで，設備
の安定稼動や設備保全費の低減に貢献する（161ペー
ジ“設備保全の最適化を支援する「設備管理まるごと
サービス」”参照）。
また，遠隔監視システムを導入することにより，導

入前と比較して異常を検知してから復旧完了までに要
する時間を短縮できる。

3　エネルギーシステムソリューション

3 . 1 　電源設備のワンストップソリューション
富士電機は，表 1に示す電源機器を取り巻くメガト

レンドを捉え，顧客に最適なソリューションを提案し
ている。この中で重要なのは電力供給を安定的に行う

（a）IEC対応 24 kV
配電盤

（b）7.2 kV金属閉鎖型
配電盤

図 4　IEC対応配電盤と小型化した配電盤

＊1：クラウド遠隔監視システム
＊2：AI エンジン・BI（Business Intelligence）ツール
＊3：設備管理支援システム

運転管理 *1 分析管理 *2 保全管理 *3

運転計画 アナリティクス・AI

AI

保全計画

運転監視 データ分析
保守点検・異常修復

稼動情報 保全情報

図 5　O&Mサービスプラットフォームの機能構成
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ための冗長化はもちろんのこと，世界的な経済の加速
により，全産業で隆盛・後退のビジネスサイクルが短
くなり，景気動向に合わせた柔軟でタイムリーな設備
拡張性が求められていることである。また，予算管理，
設計調整，施工調整，納期管理などの建設マネジメン
トの省人化と保守点検までをワンストップ化し，設備
投資から運用までを効率化するために，一括設備発注
が行われるようになってきている。
大型化が進む DCでは，高品質・高信頼性に加え

て，竣工（しゅんこう）当初は装置を全て実装せず，
需要増に応じて装置を増設している。半導体工場で
は，運用中に拡張やメンテナンスが可能なことが求め
られ，高品質と安全性が重要である。また，組立工場
においては，経済性と事業継続計画（BCP：Business 
Continuity Plan

（＊ 5）

）の両立が課題となっている。
とりまとめ技術者の不足などもあり，顧客は従来の
ように設備ごとに細分化して発注せず，受電設備から
低圧設備までを一括設備発注するケースが増えている。
このような中，富士電機は電源設備のワンストップソ
リューションで対応している（166ページ“大規模施
設向け電源設備のワンストップソリューション”参照）。

3 . 2 　エネルギーマネジメントシステム
日本のエネルギー政策の基本となる“3E+S

（＊ 6）

”の下，
2030 年を想定したエネルギー基本計画が示された。
また，“電力システム改革”が 2015 年から進められ
ている。この変革の中，さまざまな課題が AIや IoT
などの技術革新によって，解決されることが期待され
ている

⑶

。
⑴　電力業界の変化
国が示したエネルギーミックスと電力システム改革
のロードマップを整理したものを，図 6に示す

⑶,⑷,⑸

。この
二つの動きによる具体的な変化は次に示すとおりであ
る。
⒜　再生可能エネルギーの導入拡大による系統運用
の変化
再生可能エネルギーの最大限の活用と安定供給を
両立するためには，系統制約への対応や電力品質，

（＊5）事業継続計画（BCP）
企業が自然災害，大火災，テロ攻撃などの緊急事態に
遭遇した場合において，事業資産の損害を最小限にと
どめつつ，中核となる事業の継続あるいは早期復旧を
可能とするために，平常時に行うべき活動や緊急時に

おける事業継続のための方法，手段などを取り決めて
おく計画のことである。

（＊6）3E+S
日本のエネルギー政策を検討する上で基本となる視点

である。エネルギーの安定供給（Energy Security），
経済効率性（Economic Effi ciency），環境への適合
（Environment），安全性（Safety）から成る。

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2030
エネルギーミックス

電力システム
制度改革

電力取引市場 ★ネガワット市場取引開始
★グロスビディング開始

★間接オークション開始
★ベースロード市場取引開始

★需給調整市場取引開始
★容量市場取引開始

再生可能
エネルギー
15 %

再生可能
エネルギー
22～24 %

広域機関
小売全面自由化

発送電分離

電力流通分野 スマートメータ設置
新電力の増加 新電力の集約
調整力公募 VPP*・アンシラリーサー

ビス事業者出現・拡大電力取引，ネガワット取引活性化

＊VPP：バーチャルパワープラント

図 6　エネルギーミックスと電力システム改革のロードマップ

表 1　受配電機器を取り巻くメガトレンドとニーズ

市場背景 メガトレンド 受配電機器のニーズ

グローバル化
の加速

○東南アジアの経済発展
○貿易摩擦
○eコマースの普及
○M&Aによる事業拡大

○タイムリーな設備投資
○柔軟な設備拡張性

国内労働人口
の減少

○少子高齢化
○労働時間の短縮
○技術者不足

○一括設備発注
○自動点検
○効率化
○メンテナンスフリー
○長寿命製品

生産技術の革
新

○スマートファクトリー
○ロボットの活用
○フレキシブル生産

○柔軟な設備拡張性
○見える化
○自動化

IoTの普及
通信速度の高
速化

○故障予知
○学習機能
○AI
○ビッグデータの活用
○スマートデバイス普及

○自動診断
○寿命診断
○故障解析
○最適化制御

環境性能 ○高効率
○環境負荷低減 ○耐環境性製品

安心・安全性
能の向上

○異常気象
○BCP
○レジリエンス

○冗長化
○コージェネレーション
○非常用発電設備
○瞬低対策
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調整力を確保する次世代電力ネットワークの構築が
必須である。系統制約に関しては，新しい系統利用
ルールが検討されている。電力品質に関しては，配
電系の電圧問題を解決するための設備増強が進めら
れている。環境問題から CO2の排出を増やせない
ので火力発電所の新設が困難な中，蓄電システムな
どの他の調整力への期待が高まっており，さまざま
な実証事業が行われている。また，需要家設備（発
電機，蓄電池，EVなど）の活用も検討されている。
⒝　新規事業者の参入拡大
2016 年 4 月から電力小売りが全面的に自由化さ
れた。2019 年 2 月時点で，全販売電力量に占める
新電力（PPS

（＊ 7）

）のシェアは約 14.6%まで拡大して
きている

⑷

。ただし，全ての事業者が順調に業績を伸
ばしているわけではなく，撤退する事業者も出始め
ている。
①　電力取引市場
競争によって効率化・電力料金を抑制するため，

電力取引市場の変革も始まっている。卸電力取引
所の取引量は 2016 年の約 2%から大きく進展し，
現在，約 30%の水準に達している

⑷

。電力広域的
運営推進機関によって容量メカニズムや需給調整
市場の整備が進められている。
②　発送電分離
送配電部門の中立性を高めて，さまざまな事業

者が送配電網を公平に利用できるようにするため，

2020 年以降に法的分離や料金規制完全撤廃が進
められている。送配電部門では，経営の効率化
が強く求められており，不安定な再生可能エネル
ギー電源が増加する中，安定供給を確保できるシ
ステムを導入・維持しながら運用コストの低減に
取り組んでいる。

⑵　富士電機の取組み
近年の状況から，今後の電力流通分野の変化（電力
系統運用・設備構成など）を次に示すように想定した。
⒜　電力安定化設備の整備
電力品質（周波数・電圧）を維持するための設備

として，蓄電システムの導入や需要家設備の活用が
拡大する。
⒝　新規サービスの出現・拡大
新しく創出される新市場をターゲットに，バー

チャルパワープラント（VPP
（＊ 8）

）やアンシラリーサー
ビス
（＊ 9）

などの新しいサービスを展開する事業者が出現
する。
⒞　既存システムの高度化
電力の安定供給とコスト低減を両立するため，既
存の運用システムや現場設備の高度化に応える電圧
管理機能が必要になる。
富士電機は，このような想定に基づいた電力安定化

のニーズに応えるため，図 7に示すエネルギーマネジ
メントシステムにおける商材を準備している。蓄電シ
ステムや需給管理や VPPシステム，高度な電圧管理

（＊7）新電力（PPS）
家庭に届けるための電線の設備を保有していないた
め，地域の電力会社（一般電気事業者）に使用料を
支払い，契約者に電気を届ける特定規模電気事業者
（PPS：Power Producer and Supplier）のことである。

（＊8）バーチャルパワープラント（VPP）
Virtual Power Plantの略である。多数の小規模な発
電所や，電力の需要抑制システムを一つの発電所のよ
うにまとめて制御することである。負荷平準化や再生
可能エネルギーの供給過剰の吸収，電力不足時の供給
などが期待されている。

（＊9）アンシラリーサービス
供給される電力の品質を維持するために行う運用サー
ビスをいう。需給バランスの監視，系統運用，電圧・
周波数の調整などがある。発電と送電などの電力事業
が別々の会社に分離されると，ビジネスとしてアンシ
ラリーサービスを行う事業者が現れる。

需給管理

需給管理

アンシラリーサービス

水　力

火　力

風　力

太陽光
電力小売事業者

発電管理システム

VPP

VPP*1

SVC配電自動化システム

系統解析シミュレータ

保護リレー

DR*2

クラウドサービス

発電事業者 需要家

工　場

: 新規商材 : 増強される既存商材

蓄電池

連携
集約

新規サービス事業者

送配電事業者

蓄電システム

蓄電システム

蓄電システム
IoT

大口需要家

蓄電システム
IoT

小口需要家

＊1  VPP：バーチャルパワープラント　　＊2  DR：デマンドレスポンス

図 7　エネルギーマネジメントシステムの商材
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機能を持つ配電自動化システムを開発している。さら
に，変電所をデジタル化する製品，分散型電源や蓄電
池の導入を想定した系統を模擬して系統の信頼度や運
用の安全性を確認するための系統解析シミュレータな
どを開発し，整備してきた。
⑶　EMSを支える商材の概要
⒜　電力安定化用蓄電システム・VPP
電力系統の周波数安定化や需給バランスの確保，
需要家の負荷平準化や BCPなどの課題を解決する
ため，蓄電池を活用した制御システムを開発してき
た。経済産業省の“需要家側エネルギーリソースを
活用したバーチャルパワープラント構築実証事業”
に参画し，点在する需要家蓄電池を統括管理する蓄
電サーバや，蓄電サーバと需要家の蓄電池のインタ
フェース，蓄電池を有効活用する蓄電 IoTを開発し，
効果を検証している（182ページ“需給管理システ
ムと VPPソリューション”参照）。
⒝　需給管理システム
2016 年 4 月の電力小売り全面自由化と同時に新
電力の運用を支援するクラウドサービスを開始した。
AIなどを駆使して電力需要を予測し，電気の調達，
計画作成，需給監視までの全てをクラウドサービス
で提供している。また，オンプレミス

（＊ 10）

での提供や発
電事業者向けの機能を追加し，展開を図っている。
図 8に，需給管理システムと VPPソリューション

事例を示す（182ページ“需給管理システムと
VPPソリューション”参照）。
⒞　他励式配電系統用 SVCと配電自動化システム
再生可能エネルギーの拡大により，配電系統内の
電圧が上昇する問題が顕在化している。この問題に
対応するためには，再生可能エネルギーの拡大に対
応した配電系統の電圧を管理するシステムが必要で
ある。そこで，富士電機は東北電力株式会社と共同
研究を行い，新型の他励式配電系統用の SVC（Static 
Var Compensator）を開発した。さらに，配電系
統の電圧調整機器の最適制御・整定や，系統計画支
援の機能開発を行った。今後，配電系統を監視制御
する配電自動化システムへの展開を図る。そのほか，
BCP 対応として，災害時も安定供給を継続するた
め，サーバの分散配置による広域バックアップシス
テムを開発し，納入を開始した。図 9に，広域バッ
クアップ型配電自動化システムの構成を示す（176
ページ“配電分野における再生可能エネルギー大量
導入の対策と BCPへの対応”参照）。
⒟　変電所のデジタル化
変電所の設備更新の効率化やコストダウン，さら
には変電所情報に容易にアクセスできるようにする
ため，変電所のデジタル化を検討している。例えば，
開閉器などの現場機器と保護制御装置の間を接続す
る大量の制御ケーブルの代わりに，プロセスバスを

（＊10）オンプレミス（on-premises）
サーバやソフトウェアなどの情報システムを使用者

（通常は企業）が管理する設備内に設置・導入し，運
用することである。

（a）需要抑制時の業務フロー
（b）需給管理システムと大型蓄電池 RAシステムを活用した

需要抑制

: 需要増大箇所

計画見直し前 電力小売

①調達量不足
の算出

④抑制依頼量，
対象期間確認

⑥抑制可能量，
期間算出

③需要
抑制
検討
依頼

⑦需要
抑制
可能量
報告

⑪需要
抑制
発動

⑮需要
抑制
結果
報告

②需要抑制量，
対象期間を算出

⑤リソース状態確認
○充放電計画
○現在状態
○将来状態

⑧抑制可能量
確認

⑩需要抑制発動

⑨需要計画
見直し

A需要抑制依頼・発動

需要家エネマネサービス 新電力拠点

電力小売
需給管理システム
（計画値同時同量）

新電力の需要家群

③需要抑制検討依頼
⑪需要抑制発動

⑦需要抑制可能量報告
⑮需要抑制結果報告

⑬蓄電池制御

A． 需要抑制
依頼・発動

D． 需要抑制
結果確認

需要家エネマネサービス
大型蓄電池 RAシステム

○BGインバランス抑制の調整力
(電力コスト低減 )

B. リソース側
抑制可能量
算出

C. 需要抑制
制御

B需要家（リソース）側
抑制可能量算出

⑫抑制量を各リソース
に配分

⑭結果確認

⑬蓄電池制御

C需要抑制制御

⑯需要抑制結果
確認

⑰インバランス
確認

D需要抑制結果確認

需要
計画

需要計画

需要実績

調達計画

調達計画

調達計画

時　刻

kW
h

計画見直し

時　刻

kW
h

インバランス確認

時　刻

kW
h

需要家 需要家（リソース）

VPP対応蓄電池システム

○蓄電池状態・出力
○連系点瞬時値
○需要抑制制御応動

図 8　需給管理システムとVPPソリューション
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採用して変電所情報のデジタル化した変電所監視制
御システムの研究を進めている（170ページ“高度
な保守・運用を実現するデジタル変電所技術”参照）。
⒠　電力システムシミュレータ
再生可能エネルギー発電など分散型電源や蓄電池

を含んだ系統を電力機器モデルとケーブルで構成し，
縮約した電流を流すことで模擬し，さまざまな系統
構成や負荷・発電状況で電力系統の現象を模擬する
アナログシミュレータを開発した。デジタルシミュ
レータでは解析できない現象が再現できる。再生可
能エネルギーの大量導入に対する設備強化や運用見
直しの効果の検証，系統事故の解析などが可能であ
る。各変電機器などの情報は国際標準に準拠したデ
ジタルネットワークで通信しているので，電力系統
制御システムの模擬も可能である。この技術は，上
述の変電所デジタル化の研究に生かされている。

4　あとがき

富士電機が取り組んでいるエネルギーソリューショ
ンから代表的なものを取り上げ，現状と展望を述べた。
富士電機はこれからも，電力の安定供給と最適化を

推進することで社会に貢献していく所存である。

参考文献
⑴　Asia-Pacifi c Switchgear Market, Forecast to 2025 

PA08-14Frost & Sullivan March 2019.

⑵　山田隆雄，福住光記. 富士電機IoTプラットフォームの

全体像. 富士電機技報. 2018, vol.91, no.3, p.157-160.
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月26日）. https://www.enecho.meti.go.jp/committee/
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2019-07-10） .

⑷　資源エネルギー庁.“電力・ガス小売全面自由化の進

捗状況について. 2019年5月28日資源エネルギー庁”. 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_

gas/denryoku_gas/pdf/018_03_00.pdf,（参照 2019-

07-10）.

⑸　國松亮一.“我が国における電力卸取引の現状と今

後の役割”. 一般社団法人 日本卸電力取引所. http://
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図 9　広域バックアップ型配電自動化システム
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1　まえがき

変圧器や開閉装置などの変電機器は，電力インフラ整備
の中核を成す変電所を構成する主要な機器である。故障が
生じると社会的影響度が大きいため，その品質・信頼性に
は高い水準が要求される。一方，特に都市部の変電所用地
は取得が難しく，狭くなる傾向にある。そのため，変電機
器の小型化のニーズが高まっている。
富士電機は，半世紀以上の実績を持つ変圧器および開閉

装置とともに，グローバルに展開している。今までの実績
に立脚した装置の信頼性を維持しつつ，従来の変電機器よ
りも 30%以上の小型化が実現できる設計・解析技術を確
立した。本稿では，この最新の設計・解析技術について述
べる。

2　変圧器の最新の設計・解析技術

変圧器は，顧客の仕様要求に合わせて，一品ごとに設
計・製作している。
高電圧化，小型化，低損失化を図るため，開発時には，

現象と原理の解明，諸元変化による現象の変化，解析と実
績の整合などを重視して時間をかけて大規模な解析を行っ
てきた。一方，設計時には，納期と品質の両立が重要であ
るため，大規模な解析を行うためには時間的な制約があっ
た。そこで，以前は開発時に用いた解析技術を基に作成し
た簡易計算プログラムや，二次元解析などにより計算時間
を短縮する工夫で対応してきた。
近年の三次元CADとコンピュータのハードウェアやソ

フトウェアの発達により，設計時に精度の高い三次元解析
を行うことができるようになってきた。このことから，富
士電機でも三次元解析を積極的に設計に適用して，電力用

変圧器の小型化や信頼性向上を図っている。その中から，
最新の三次元解析技術として，電界解析技術，磁界解析技
術，熱流体解析技術を紹介し，その技術成果の製品への適
用結果について述べる。

2 . 1 　電界解析技術
変圧器の巻線とブッシングを接続するリードは，三次元
的な配置となる。そのため，リードとタンク間の絶縁距離
を決める上で，三次元電界解析が有効である。
そこで，図1に示すリード絶縁検証モデルを作成した。
絶縁距離，リード導体の直径と絶縁紙の厚さをパラメータ
として，正弦波電圧印加条件とインパルス電圧印加条件に
対する絶縁破壊電圧を測定した。さらに，その測定値から，
図2に示すような三次元電界解析によって，絶縁破壊電界
が求められることを確認した。次に，従来，二次元電界解
析結果と実測結果を照合して決定していたリードとタンク
間の絶縁距離の設計基準の妥当性を検証した。その結果，
リードとタンク間の絶縁距離を従来比で約 15%縮小でき

変電機器を小型化する最新の設計・解析技術

彦坂　知行  HIKOSAKA, Tomoyuki 林田　広和  HAYASHIDA, Hirokazu 榎並　義晶  ENAMI, Yoshiaki

Latest Design & Analysis Technologies for Miniaturizing Substation Equipment

変圧器や開閉装置などの変電機器の小型化のニーズに応えるため，従来の変電機器に対して 30%以上の小型化を実現で
きる設計・解析技術を確立した。変圧器では，三次元の電界解析技術，磁界解析技術，熱流体解析技術を確立し，各検証
モデルでの実測結果との照合により，容積を 30%低減した海外向け 50MVA変圧器を開発した。開閉装置では，電気回
路・電磁場・熱流体の連成解析技術，電界・熱流体の連成解析技術などを駆使し，品質改善を図った。これにより，据付
面積を 30%，質量を 35%低減した 145 kV 新型GISを開発した。

To meet the need of miniaturization for substation equipment, including transformers and switchgear, Fuji Electric has de-
veloped design and analysis technologies capable of miniaturizing conventional substation equipment by 30% or more.  We have 
developed a 50-MVA transformer for overseas markets that achieves a 30% reduction in volume.  This downsizing was achieved by 
collating the measurement results from verifi cation models created with three-dimensional electric fi eld analysis, magnetic fi eld 
analysis, and thermal fl uid analysis technologies that we have established.  We have also developed a new 145-kV GIS that achieves 
installation space savings of 30% and mass reduction of 35% by utilizing coupled analysis technologies for electric circuits, electro-
magnetic fi elds and thermal fl uids, as well as coupled analysis technologies for electric fi elds and thermal fl uids. 

電極
（タンク模擬）

電圧印加

絶縁距離

クレープ紙絶縁電極
（リード模擬）

図 1　リード絶縁検証モデル
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ることが明らかになった。

2 . 2 　磁界解析技術
変圧器のタンクやフレームに使用される普通鋼や高張力

鋼などの構造材の磁気特性を正しく把握することは，変圧
器内の磁束による漂遊負荷損

〈注 1〉

を評価する上で重要である。
一般構造用圧延鋼材 SS400の渦電流による漂遊負荷損
を把握するため，外径φ60mm，内径φ48mmのリン
グ状に切り取ったサンプルを作成し，磁束が構造材の板
面内を流れる場合の損失を測定した。さらに，図3に示す
30mm角の測定モデルを作成し，磁束が板面の垂直方向
（積方向）に流れる場合の損失を測定した。図4に，図3
の板面垂直磁束測定モデルの三次元磁界解析結果例を示す。
図5に，従来法の解析結果，新規に等価導電率

〈注 2〉

を導入した
解析結果と実測値との比較を示す。等価導電率の導入により，
特に磁束密度が大きい領域での計算精度が向上している

⑴

。

2 . 3 　熱流体解析技術
以前は，熱流体の三次元解析は，計算規模が大きくなる

ため長時間を要することが課題であった。しかし近年は計
算技術の発達により，図6に示すような計算規模の大きい
全体系のモデルの計算も可能になってきた。
巻線内の冷却効率の向上を図るため，内部構造の異なる
次に示す 3 種類の巻線を実寸大で製作し，巻線内部の温
度上昇を測定した。
™  ケース 1：ダクトフロー巻線
™  ケース 2：ジグザグフロー巻線（改良型）
™  ケース 3：ジグザグフロー巻線（従来型）
図7に，三次元熱流体解析により計算した巻線内の温度
分布と絶縁油の速度分布を示す。また，図8に示すように，
巻線内の 5か所で実測した温度と図7の解析値はほぼ一致
することが分かった。
この三次元熱流体解析を活用して，巻線構造の最適化を
図り，変圧器の小型化を進めた。

〈注 1〉  漂遊負荷損：巻線からの漏れ磁束が構造材に鎖交して渦電流

が発生し，その渦電流によって発生する損失

〈注 2〉  等価導電率：漂游負荷損を正確に評価するために導入した表

皮効果を考慮した導電率

鉱　油アース電極（平板）

モデルコイル

電　界
高

低

（a）解析モデル （b）解析結果（断面）

図 2　リード絶縁検証モデルの電界解析結果例

サンプル ヨーク

コイル

積方向

図 3　板面垂直磁束測定モデル

コイル

ヨーク

サンプル

磁束密度
高

低

図 4　三次元磁界解析例
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0 0.20.1
磁束密度（T）

0.3 0.4

（b）板面垂直方向磁束

15

10

5

0

損
失
（
W
）

0 0.2
磁束密度（T）

0.4 0.6

（a）板面方向磁束

15

10

5

0

単
位
重
量
当
た
り
の
損
失

（
W
/k
g）

図 5　従来法と等価導電率を考慮した新規手法の比較
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2 . 4 　成果の適用
このようにして確立した三次元電界，磁界，熱流体の各

解析技術を，図9に示す海外向け 50MVAクラスの変圧
器の開発に適用し，従来に比べ容積比で 30%小型化した。

3　開閉装置の最新の設計・解析技術

3 . 1 　連成解析技術
富士電機では，ガス絶縁開閉装置（GIS）の小型・軽

量化を進めるため，図10に示す連成解析フローに従って，
ガス遮断器（GCB）の電流遮断性能を評価している。
電気回路解析部は，GCBの接点間アーク電流の計算結
果を電磁界・熱流体解析部に引き渡す。一方，アーク電圧
の計算結果を，流体解析ソフトウェアのユーザコードに自
作の電磁場解析プログラムを組み込んだ電磁場・熱流体解
析部から受け取る。電磁界・熱流体解析部は，アークの温
度や導電率を計算する。

3 . 2 　電流遮断解析技術
電流遮断後の絶縁性能を求めるためには，図11に示す

手順で解析を実施している。電流遮断時に発生した高温で
膨張したホットガスは，消弧室から三相導体の相間および
タンク側へ流出する。熱流体解析を使って求めたホットガ
スの密度分布の時間変化を電界解析へ引き渡す。電界解析
では，ホットガスによる電界強度への影響を求め絶縁回復
性能を評価する

⑵

。
電流遮断解析では，消弧室が軸対称であるため，可動接

図 6　全体系（巻線・鉄心・冷却器）熱流体解析モデル

ケース 1 ケース 1 ケース 2 ケース 3ケース 2 ケース 3

温度分布 速度分布

温度/
流速
高

低

図 7　巻線温度分布と絶縁油速度分布の解析結果
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温度（℃）
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線
内
位
置
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温度（℃）

巻
線
内
位
置

ケース 3

温度（℃）

巻
線
内
位
置

実測値 解析値

図 8　巻線温度分布の実測と解析結果の比較

図 9　縮小型変圧器

電　圧

導電率
（温度） 電流密度

電　流

電気回路

電磁界熱流体

電　位

磁束密度
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図 10 　連成解析フロー
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触子の移動，ノズルからのアブレーションによるガス発生，
放射伝熱を考慮した二次元軸対称解析モデルとし，解析時
間の短縮を図っている。また，計算速度と精度を両立させ
るため，メッシュサイズや計算時間を自動的に調整し，遮
断の直前では時間刻みを短くするとともに，アークが存在
する部分のメッシュ分割を細かくしてアーク形状の変化を
捉える工夫をしている。
定格電圧 145kVの GISにおいて，電流 36kA，周波

数 50Hz，90%SLF（Short Line Fault：近距離線路故障）
の条件で，アーク発生後 12.0msと 19.4ms 経過時点の
電流零点時（電流遮断時にアークが発生してから電流零点
になるまでの時間）の温度分布の解析結果を図12に示す。

3 . 3 　絶縁回復解析技術
一般に，SF6ガスの絶縁破壊電界Esは，密度のべき乗
に比例することから，熱流体解析で求めたガス密度を利用
することにより絶縁破壊電界を算出している。
最初に，図13⒜に示す形状にて電界解析を行い，各部の

電界強度E を求める。次に，熱流体解析で計算した各相
の消弧室から流出するホットガスの流量と温度を図13⒝
のホットガス流出面に与え，絶縁性能を評価する導体表面
でのガス密度分布の時間変化を求めて，絶縁破壊電界強度
Esと電流遮断時に時間変化するガス密度による電界強度
E とを比較する。図11に示すように，実際の評価指標と
しては全ての時刻と場所で両者の比であるE/Esを使う。
この手法を適用して，E/Esの時間変化を計算した結果

を図14に示す。地絡が発生した構造では，E/Esが 100%
を超えているのに対して，改良した構造では 80%以下に
低減され，地絡の発生を防ぐことができることを確認した

⑶

。

3 . 4 　成果の適用
以上の連成解析技術などを駆使して，品質改善を図り，
据付面積を 30%，質量を 35% 低減した図15に示す縮小
型GISを開発した。

熱流体解析
（三次元，非定常）

温度 T，圧力 P

密度ρ

基準電界 Es=aρb

指標 E/Es

電界解析
（三次元，定常）

過渡回復電圧

電界強度 E

E/Es>1 となる場所，時刻で絶縁破壊の危険があるとみなす

図 11 　絶縁回復解析フロー
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温　度
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低

図 12 　消弧室の温度分布解析例

支持碍子

ホットガス
流出面

R相

U相
V相
W相

S相
T相

（a）電界解析モデル （b）熱流体解析モデル

図 13 　絶縁性能解析モデル
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図 14 　形状改良による絶縁性能向上例

図 15 　145kV縮小型GIS 外観
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4　あとがき

変電機器を小型化する最新の設計・解析技術について述
べた。
今後も世界的に見て，電力インフラ整備の旺盛な需要が

見込まれている。変電機器の小型化ニーズも引き続き高ま
り続けるものと予想される。
富士電機は，今後も変電機器のリーディングメーカーと
して，環境面にも配慮しつつ，変圧器および開閉装置の小
型化，品質の向上に努めていく。今後とも，顧客ニーズに
合致した変電機器を供給できるよう，着実に設計・解析技
術を向上させていく所存である。

参考文献
⑴　今盛聡ほか. 変圧器用構造材の渦電流損特性. 平成31年電

気学会全国大会. 2019, no.5-154, p.266-267.

⑵　榎並義晶ほか. ガス遮断器の回路-電磁場-熱流体連成解

析. 平成30年電気学会全国大会. 2018, no.6-048, p.61-62.

⑶　榎並義晶ほか. ガス絶縁開閉装置の電流遮断時の絶縁性能解

析. 平成31年電気学会全国大会. 2019, no.6-010, p.12-13.
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1　まえがき

第 21 回気候変動枠組条約締約国会議（COP21）で採
択された「パリ協定」を踏まえたエネルギー政策や，環境
配慮の取組みが進んでいる。モルトラ

〈注〉

を含む高圧配電用変
圧器においては，トップランナー変圧器の第二次判断基準
（トップランナー変圧器 2014）を満たす変圧器よりも高
い省エネルギー（省エネ）性能を持つ製品の需要が高まっ
ている。また，図1に示すように各国で省エネ化に向けた
効率規格の整備が進められてきている。GB規格のように，
JISで制定されたトップランナー変圧器 2014より厳しい
規格もある。
また，2011 年に発生した東日本大震災以降，BCP

（Business Continuity Plan：事業継続計画）の観点から
も耐震性が重要視されてきている。

富士電機は，トップランナー変圧器 2014より省エネ性
能の高い製品として，2015 年にアモルファス合金を採用
した「アモルファスモルトラ」，2017 年の「トップラン
ナーモルトラ 2014」と比べて，設置スペースを同等のま
ま全負荷率で効率が向上した「スーパーエコモルトラⅡ」
（図2）を発売し，いずれもトップランナー変圧器 2014
のエネルギー消費効率に対して，130%を達成している。
各シリーズは設計用標準震度 1.0に対応しており，設置環
境に合わせて設計用標準震度 1.5および 2.0でのオプショ
ン対応も行っている。
本稿では，省エネルギー性・耐震性が向上した新世代モ

ルトラ（「アモルファスモルトラ」「スーパーエコモルトラ
Ⅱ」）について述べる。

省エネルギー性・耐震性が向上した新世代モルトラ

宮田　智一  MIYATA, Tomokazu

New Generation MOLTRA with Improved Energy Savings and Earthquake Resistance

近年，環境配慮の取組みが進む中，モルトラを含む高圧配電用変圧器においては，省エネルギー（省エネ）性能の高い
製品の需要が高まっている。また，東日本大震災を経て，変圧器にはより高い耐震性能が求められている。富士電機は省
エネ技術を用いることにより，基準エネルギー消費効率に対して 130%の省エネ性能を実現した「アモルファスモルトラ」
「スーパーエコモルトラⅡ」をラインアップした。さらに，盤内収納変圧器に対して変圧器単体での耐震性能の向上に加え
て，盤と一体での最適な耐震設計を実施し，さらなる耐震性能の向上を図った。

In recent years， initiatives to protect the environment have created greater demand for enhanced energy-saving performance 
in transformers used in high-voltage distribution applications including MOLTRA.  Moreover， those transformers have also been 
required to have higher earthquake resistance since the Great East Japan Earthquake.  Fuji Electric has utilized its energy-saving 
technologies in the development of its “Amorphous MOLTRA” and “Super-Eco MOLTRA II，” a line-up that achieves an energy-saving 
performance of 130% relative to standard energy consumption effi ciency.  Furthermore， in addition to improving the transformer 
body itself， we have optimally designed it being integrated into the panel to further enhance earthquake resistance.

〈注〉  モルトラ：富士モールド変圧器（富士電機株式会社の登録商標）

10 100 1,000 10,000
容量（kVA）

100.0

99.5

99.0

98.5

98.0

97.5

効
率
（
%
）

中国 GB 20052-2013
 1 級非晶合金

欧州 IEC 60076-20：
2017 PEI Level1

欧州 IEC 60076-20：
2017 PEI Level2

中国 GB 20052-2013 
1 級電磁鋼板

日本 JIS C 4306：
2013

図 1　各国におけるモールド変圧器の最高効率比較

図 2　「スーパーエコモルトラⅡ」
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2　製品ラインアップ

モルトラの製品ラインアップを図3に示す。トップラン
ナー変圧器 2014に対応したモルトラは，トップランナー
モルトラ 2014，アモルファスモルトラ，スーパーエコモ
ルトラⅡであり，省エネ基準達成率が高いほど省エネ性能
に優れている。

3　省エネルギー性能の向上

3 . 1 　変圧器の損失特性
JISでは，エネルギー消費効率を，定められた基準負荷

率における全損失としている。全損失は，負荷率に関わら
ず発生する無負荷損と，負荷率によって変化する負荷損に
負荷率の二乗をかけた値の和で表される（式⑴）。

エネルギー消費効率（W）=

無負荷損（W）＋  m 100
2

× 負荷損（W） ………………⑴

　m：基準負荷率（%）
　容量 500kVA以下の変圧器：40%
　容量 500kVA超の変圧器　：50%

式⑴から分かるように，低負荷率域では，全損失に占め
る無負荷損の割合が大きい。そのため，無負荷損を低減し
て低負荷率域で効率を向上する必要がある。一方，高負荷
率域では，全損失は無負荷損と負荷損の両方に依存する。
そのため，無負荷損と負荷損の両方を低減して高負荷率域
で効率を向上する必要がある。

3 . 2 　「アモルファスモルトラ」
鉄心材料にアモルファス合金を採用することで，無負

荷損を構成するヒステリシス損と渦電流損を小さく抑え，

トップランナーモルトラ 2014に対し無負荷損を 1/3に低
減している。これにより，図4に示すように低負荷率域で
の効率に優れている。夜間に電気の使用量が減るため，一
日当たりの平均負荷率が低いビルや病院などにおいて，高
い省エネ性能を発揮する。

3 . 3 　「スーパーエコモルトラⅡ」
鉄心材料に薄板でかつ磁区制御を施した高磁束密度鋼板

を採用し，設計磁束密度の最適化により無負荷損の低減と
鉄心の小型化を実現した。加えて，巻線の導体に従来使用
していたアルミニウムに替わり銅を採用した。これにより，
トップランナーモルトラ 2014に比べて負荷損は低減し，
さらに巻線を小型化することで設置スペースを同等にした。
図4に示すように，全負荷率域においてスーパーエコモ
ルトラⅡはトップランナーモルトラ 2014よりも高い効率
を示し，特に高負荷率域での効率に優れている。一日当た
りの平均負荷率が高いデータセンターや水処理施設などに
おいて，高い省エネ性能を発揮する。
図5に，各製品の三相 300kVAの代表特性をレーダー
チャートで比較した結果を示す。寸法，質量と各特性は，
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図 3　製品ラインアップ
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図 4　三相 300kVA効率曲線
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図 5　三相 300kVA代表特性
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トップランナーモルトラ 2014を 100とし，数値が小さ
いほど優れている。アモルファスモルトラは，無負荷損
を大幅に低減し，エネルギー消費効率を向上させている。
スーパーエコモルトラⅡは，無負荷損，負荷損ともに低減
し，設置スペースを同等としつつエネルギー消費効率を向
上させている。

4　既設のリプレース

JEMA（一般社団法人 日本電機工業会）の調査
⑴

を基にし
て，日本国内で更新推奨時期である 20 年を超過して稼動
している高圧配電用変圧器は，約 120 万台と推計できる。
老朽化した変圧器をトップランナー変圧器 2014に対応し
た最新のモルトラにリプレースすることで，省エネ性能を
向上させるだけでなく，耐震性能を含めた運転時の信頼性
も向上させることが可能となる。特に，省エネ性能の高い
アモルファスモルトラやスーパーエコモルトラⅡを適用す
ると，発生する損失を抑えることにより年間の電力料金を
低減し，10 年程度で初期導入費用を上回ることが可能と
なる（図6）。また，地球温暖化対策の環境問題に取り組
む上でも，発生する損失を抑えることで CO2 排出量の削
減が可能となる。図6⒜は，負荷率 20%時の運転期間に

対する発生コストを示している。単位電力料金を 16 円/
kWhとし，トップランナーモルトラ 2014を適用した場
合に対して，アモルファスモルトラは 9.5 年，スーパーエ
コモルトラⅡは 14 年で初期導入費用を回収できる。それ
以降は，電力料金を削減することが可能となる。
同様に，図6⒝は負荷率 60%時の発生コストを示して

いる。トップランナーモルトラ 2014に対して，スーパー
エコモルトラⅡは，11.5 年でメリットの創出が可能とな
る。一方，アモルファスモルトラは，図4に示すように負
荷率 60%時の効率がトップランナーモルトラ 2014より
劣るため，リプレースによるコストメリットがない。この
ように負荷率によっては効率が低下し，期待した省エネ効
果を得られない可能性がある。このため，負荷の実態に合
わせた変圧器の選定が重要となる。

5　耐震性能の向上

5 . 1 　耐震設計指針
2011 年の東日本大震災での変圧器の被害状況から，変
圧器，配電盤，工事の施工管理の要因が認められ，以降変
圧器の耐震仕様を明確にすることで，盤設計と工事に配慮
を促している。据付け時の主な留意点を次に示す。
⒜　接続する配線の余長の確保
⒝　配線の可撓（かとう）性の確保
⒞　耐震ストッパの隙間管理
⒟　低圧導体の絶縁性確保
⒠　防振ゴムの不使用（防振架台の設置時）
防振架台に防振ゴム付きの変圧器を設置すると，変圧器
単体より剛性が低くなり，耐震性が低下するため注意が必
要である。また，これらの内容に加えて，地震時における
変圧器の変位量（図7⒜）と盤の筐体（きょうたい）との
相対変位量の指針として，耐震区分ごとの変圧器に求めら
れる変位量や変位量の評価方法，抑制手法（例：図7⒝）
について JEM-TR252（配電用変圧器の変位量抑制指針

⑵

）
が制定された。通常の変圧器では，端子部が最も大きく変
位すると考えられるため，端子部の変位量を変圧器の変位
量としている。

5 . 2 　変圧器の変位量
変圧器の設計用標準震度は，設置される建物の耐震安全
性，設備機器の重要度で分類される耐震クラスと設置階
を考慮して，建築主や建築・構造・設備設計者が設定す
る（表1）。トップランナー変圧器 2014に対応したモルト
ラは，構造部材の板厚や形状を見直すことで設計用標準震
度 1.0に対応しており，1,000 kVA以下の仕様については，
防振ゴムが付属した状態でも JEM-TR252に規定された
変圧器の変位量 50mm以下を満足している（表2）。なお，
1,000 kVA 超過の仕様，防振架台を設ける場合または耐
震強化で防振ゴム付きの場合の変位量は，顧客との合議に
より決定する。

更新推奨期単位電力料金：16円 /kWh

（b）負荷率 60％時の発生コスト

0 5 10 15 20 25
運転期間（年）

発
生
コ
ス
ト

更新推奨期

スーパーエコモルトラⅡ
14年で初期費用を回収
（対トップランナー）

アモルファスモルトラ
9.5 年で初期費用を回収
（対トップランナー）

スーパーエコモルトラⅡ
11.5 年で初期費用を回収
（対トップランナー）

単位電力料金：16円 /kWh

（a）負荷率 20％時の発生コスト

0 5 10 15 20 25
運転期間（年）

発
生
コ
ス
ト

トップランナーモルトラ 2014
アモルファスモルトラ
スーパーエコモルトラⅡ

図 6　既設のリプレースによるメリット
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5 . 3 　盤筐体との相対変位量の抑制手法
防振架台の場合または耐震強化で防振ゴム付きの場合，
変圧器上部の振れ幅が増大する恐れがある。そこで，盤筐
体との相対的な変位量を抑制する手段として，図7に示す
ように変圧器上部に固定座を取り付け，ワイヤ，アングル
などで盤筐体と固定する方法や変圧器に取り付けたストッ
パゴムを盤筐体で受ける方法などがある。
このように，変圧器と盤筐体が同じ方向に揺れるように

同期を取ることで，相対変位量が抑制できる。ただし，盤

筐体の強度不足により事故に至る恐れもあるため，変圧器
と盤と一体で最適な耐震設計を行う必要がある。
図8に，盤への据付けモデルを示す。モルトラに標準装
備されている防振ゴムの替わりに耐震ストッパ付き防振架
台（図8⒝）を設置し，建物への振動伝達をさらに抑えた。
地震時には変圧器本体の揺れを抑える耐震ストッパと，変
圧器上部に固定座を取り付け，盤筐体と固定し耐震性を向
上させている（図8⒞）。上部の固定座は図9⒟のような
ストッパゴムに置き換えることも可能で，据付け時に盤筐
体と隙間を設けることで，運転時の振動を伝えず，地震時
に揺れを抑えることができる。

6　あとがき

環境配慮への取組みと東日本大震災以降の不具合事例を
踏まえ，省エネルギー性・耐震性が向上した新世代モルト
ラについて述べた。
今後もお客さまのニーズを捉え，使用環境に応じた最適

なモルトラの製品開発に努めていく所存である。

変圧器の変位量端　子

固定座 ワイヤ，アングルなど

正　面 側　面

正　面 平　面

変圧器の変位量

端　子

（a）変圧器の変位量

（b）相対変位量の抑制手法

図 7　変圧器の変位量と相対変位量の抑制手法

表 1　局部震度法による建築設備機器の設計用標準震度

適用階
耐震クラス

S A B

上層階， 屋上および塔屋 2.0 1.5 1.0

中間階 1.5 1.0 0.6

地階および1階 1.0 0.6 0.4

（建築設備耐震設計・施工指針
⑶
より）

表 2　変圧器の変位量

設計用標準震度 耐震区分
変圧器の変位量＊（mm）

防振ゴム無し 防振ゴム付き

0.4，0.6，1.0 耐震標準 50以下 50以下

1.5，2.0 耐震強化 50以下 JEM-TR252
規定外

＊  変位量（1,000kVA以下）

（a）盤内収納状態

（b）防振架台

（c）盤との固定方法 （d）ストッパゴム

図 8（c）

図 8（b）

耐震ストッパ

図 8　盤への据付けモデル
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1　まえがき

2005 年頃から急激に増加してきたデータセンターは，
“障害時でも迅速に復旧対応が可能であること”“インター
ネットエクスチェンジに近く，高速通信が可能であるこ
と”が理由で，都心近郊で建設が盛んに進められてきた。
しかしながら，十分な設置面積が確保できない状況が続い
ている。
そのため，データセンター内に設置される電気機器は小

型化や据付面積の省スペース化が求められている。
この中で，配電盤はコンパクトに配置が可能な前面保守

型が主流となってきている。
富士電機は，このような背景からデータセンター向けに
小型かつ前面保守型の高圧盤を開発し，製品化した。

2　システム構成と製品概要

データセンターの高圧受配電システムにはさまざまな
方式がある。例えば，図1に真空遮断器（VCB：Vacuum 
Circuit-Breaker）のみで構成した方式（ここではシス
テム Aと呼ぶ）と，電源切替え部分のみを断路器（DS：
Disconnect Switch）にし，それ以外を VCBの構成とし
た方式（ここではシステム Bと呼ぶ）の二つを示す。シ
ステム Aでは，DSの代わりに，開閉操作が容易で，配電
盤から引出しが可能な VCBを用いる。VCBは盤から引き
出して点検できるので，保守性や事故時の復旧が容易であ
る。
図2に示す構成例では，高圧系統回路，無停電電源切替
系統回路，低圧系統回路からなる。その中で，高圧系統回
路はシステム Aを採用し，一般的には高圧受電盤，高圧
フィーダ盤，入力変圧器盤の構成となる。

データセンター向けに製品化した高圧フィーダ盤の外観
を図3に，内部正面図を図4に，主な仕様を表1に示す。
図3および図4に示している高圧フィーダ盤は VCBを
2 段積みしている。また，制御回路に必要な機器は扉に集
約して配置している。 

データセンター向け高圧盤の小型化

岩本　　啓  IWAMOTO, Satoshi 藤本　義雄  FUJIMOTO, Yoshio 大田　　博  OTA, Hiroshi

Compact Medium-Voltage Switchgear for Data Centers

2005 年頃から増加してきたデータセンターは，都心近郊に建設されることが多いため，設置する電気機器の小型化や
省スペース化が求められている。このような背景から，データセンター向けに，幅 900mm，奥行 900mmに小型化しつ
つ，前面保守型で背面側の保守スペースが不要な高圧盤を製品化した。小型化に当たり，真空遮断器（VCB）固定枠（ク
レードル）の機能を，盤側に組み込んで一体化した。また，最適な仕様の変流器（CT）を採用し，CTの小型化を実施した。
これにより，UPSなどを含めた設備全体の据付面積を従来比で約 70%に縮小した。

Data centers that have been flourishing since around 2005 are often built near urban areas, there is therefore a need to be 
compact and space saving of electrical equipment installed.  From above background, we have released a compact medium-voltage 
Switchgear for data centers that is 900 mm wide and 900 mm deep while maintaining the front maintenance type and does not 
require maintenance space on the back side.  For downsizing, the function of the vacuum circuit-breaker (VCB) fi xed frame (Cradle) 
was integrated into the Switchgear side.  In addition, a current transformer (CT) with optimal specifications was adopted and 
performed down size of the CT.  As a result, the installation area of total equipment including UPS has been reduced to about 70% 
compared to the previous model.

経済性 : ○
保守性 : ◎
事故時 : ◎

経済性 : ◎
保守性 : ○
事故時 : ○

VCB ON

（a）システムA （b）システムB

VCB OFF DS ON DS OFF

図 1　データセンター受配電システム比較
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3　小型化

高圧盤を小型化することで，設備全体の据付け面積を省
スペース化した。前面保守型構造を採用し，列盤となる無
停電電源装置（UPS：Uninterruptible Power System）
と同一の奥行寸法に収めるため，次の対策を行った。
⒜　VCB固定枠（クレードル）の機能を盤側に組み込
んで一体化したことによる内部構成部材（VCB 収納
部）の小型化

⒝　データセンター向けに最適な仕様の変流器（CT：
Current Transformer）を製品化し，採用したことに
よる小型化

3 . 1 　設備全体の据付け面積の省スペース化
製品化した高圧盤は，前面で保守作業ができる構造を採
用している。従来は，高圧盤の背面側にも作業スペースが

高圧
フィーダ盤 2

入力
変圧器盤

入出力盤

高圧入力

入力
変圧器盤

受電盤

高圧系統回路

低圧系統回路

無停電電源
切替系統回路

高圧
フィーダ盤 1

高圧
フィーダ盤 2

入力
変圧器盤

高圧入力

UPS 出力UPS 出力

入力
変圧器盤

受電盤

高圧
フィーダ盤 1

UPS
入力

BAT*

UPS
本体

3 入出力盤

UPS
入力

BAT

UPS
本体

2 入出力盤

保守バイパス盤
母線
連絡盤

母線盤

UPS
入力

BAT

UPS
本体

1 入出力盤

UPS
入力

BAT

123

UPS
本体

＊BAT：バッテリ

図 2　データセンター向けシステムの一例

ディジタル形保護リレー

試験用端子（CTT形）

試験用端子（VTT形）

図 3　高圧フィーダ盤の外観

真空遮断器（VCB）

変流器（CT）

外線ケーブル
接続スペース

図 4　高圧フィーダ盤の内部正面図

表 1　高圧フィーダ盤定格仕様

項　目 仕　様

適用規格 JEM 1425-CW

設置環境 屋　内

定格電圧 3.6/7.2 kV

定格周波数 50/60Hz

定格母線電流 600A

定格短時間耐電流 20kA/1秒

定格耐電圧値
商用周波 22kV

雷インパルス 60kV

保護等級     IP2X＊

外形寸法  W×D×H（mm） 900×900×2,300

真空遮断器（VCB） 電動バネ操作方式

変流器（CT）
変流比 100-150-300/1A

（3タップ）

定格負担 5VA

＊  IP2X：“防じん等級2，防水等級なし”を示す。“フィンガープロテクション”と
も呼ばれ，人の指が入らない程度の保護等級である。
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必要で，電気室内での据付面積を多く必要としていた。開
発した高圧盤は，従来のような背面側の作業スペースを不
要とし，壁面に配置できるようにした。また，UPSと列
盤になる入力変圧器盤も幅 900mm，奥行 900mmと小
型化した。UPSと同じ奥行寸法にしたことで，並べて配
置できるようにした。また，背面からの作業を不要とした
ことで，背中合わせに配置することができる。これにより，
配電盤を集約して配置できるなど，レイアウトの制約が少
なくなり，配電盤に接続する外部からのケーブルを集約で
きるようになった。なお，データセンター向けでは，電源
供給を停止することなく，配電盤を更新するためのスペー
スも考慮する必要がある。このような考慮を行った上で，
従来との据付け面積を比較すると，図5の電気室の盤据付
例に示すように，UPSを含む設備全体の据付面積は当社
従来比で約 70%に縮小する。

3 . 2 　高圧盤の小型化
⑴　VCB収納部の小型化
一般的に引出しタイプの VCBは本体とクレードルを組

み合わせている。
図6に示すようにクレードルが持つ VCBを引き出す
機能と断路する機能を盤側に組み込んで一体化したこと
により，盤寸法を幅 1,100mm× 奥行 1,500mmから幅
900mm×奥行 900mmに小型化した。
⑵　変流器（CT）の小型化
今までは，分野を限定せず大規模な設備容量にも対応出

来る CTが使用できるようにしていた。そのため，さまざ
まな変流比に対応するため，一次電流が 2,000Aの CTが

作業スペース

：更新スペース ：更新スペース

作業スペース

高圧盤 高圧盤-B*1 高圧盤-A*1 作業スペース
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No.1 UPS 周辺盤 No.2 UPS 周辺盤*2 No.1 UPS 周辺盤*2 No.4 UPS 周辺盤

No.4 UPS 周辺盤*2
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＊1：高圧盤とは下記を示す

入力変圧器盤
（VCB+TR） 無停電電源装置 入出力盤

＊2：UPS 周辺盤とは下記を示す

低圧盤-B

図 5　電気室の盤据付例

：VCB本体 ：クレードル部 ：盤側部材で構成

背面側 正面側

クレードルあり

クレードル機能を
盤側に組み込んで一体化

背面側 正面側

従　来

今　回

図 6　真空遮断器収納部構造の比較（側面図）
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設置できるように外形寸法を確保していた。そのため，小
型化ができなかった。
そこで，納入実績を整理するとデータセンターの受配電

システムでは，550 kVA，1,000 kVA，2,000 kVAのトラ
ンスが多いことが分かり，一次電流を UPSの容量に適し
た 100A，150A，300Aの 3 種類とした。また，CTの
二次側に接続される機器の性能が飛躍的に向上したこと
で CTへの負担が減っている。このことから，二次電流を
1Aで定格負担を 5VAの仕様にすることで CTを小型化
した。また，図7に示すように複数の一次電流定格に対応
できるようにタップ切替え構造とした。
CTのオプション仕様として二次電流が 5A，かつ定格

負担 10VAで一次電流は仕様に合わせた電流値が選択可
能な CTも準備することで，顧客の仕様に柔軟に対応でき
るようにした。
⑶　外部ケーブル接続の容易性対応
小型化すると，盤内における外線ケーブルの接続作業が
しにくくなる。
ケーブルを接続するためのスペースと VCBの搭載ス

ペースは，盤幅方向の中央に設けられた支柱により分割さ
れている。支柱の配置を変更し，腕を入れて作業ができる
ようにしたことで，外線ケーブルの接続作業を容易に行う
ことができるようにした。

3 . 3 　耐震性能
2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震以降，電気品
に高い耐震性能が要求されるようになってきている。
一方で，小型化，特に奥行寸法を縮小すると，水平地震

力に対する剛性が弱くなる恐れがあった。
そこで，図8に示すような筐体（きょうたい）の構成と
することで，強度および盤内スペースの確保を両立した。
従来型構造では，フレームに板状のカバーを水平方向から
ボルト固定していたためボルトに応力が集中していた。今
回の構造ではカバーを箱状にして剛性を高くした。さらに，
カバーと梁が面接触するように固定することで，応力集中

を避けるようにした。
配電盤・制御盤の耐震設計指針（JEM-TR144：2017）
に準じた正弦 3波加振試験を，実機を使って行った。さ
らには，過去に発生した地震“エルセントロ地震波：最大
0.3G，3 軸同時”“兵庫県南部地震波：最大 0.6G，3 軸
同時”“東北地方太平洋沖地震波：最大 1.5G，3 軸同時”
を再現した振動試験も行った。その結果，設計用標準震度
2.0を満たした耐震性能，および過去に発生した地震に対
して十分な性能を持つことを確認した。

4　あとがき

データセンター向け高圧盤の小型化について述べた。
今後も顧客の要望に応え，信頼性・安全性をよりいっそ
う高めた製品開発を進めていく所存である。

岩本　　啓
配電盤の開発企画に従事。現在，富士電機株式会
社パワエレシステム エネルギー事業本部エンジニ
アリング統括部プラントシステムセンター盤シス
テム技術部。

藤本　義雄
配電盤の設計に従事。現在，富士電機株式会社パ
ワエレシステム エネルギー事業本部神戸工場電気
電源装置部課長補佐。

大田　　博
配電盤の設計に従事。現在，富士電機株式会社パ
ワエレシステム エネルギー事業本部神戸工場電気
電源装置部課長補佐。

二次接続

k1- l

k2- l

k3- l

一次電流

300 A

150 A

100 A

k1

K L

k2 k3 l

図 7　変流器

カバー
（今回）

カバー
（従来）

フレーム

（a）従来の枠構成 （b）今回の枠構成

図 8　枠体構造比較
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1　まえがき

内閣府の科学技術基本計画では，クロステック
（X-Tech）と呼ばれる仮想空間と現実空間を融合させた
システムにより経済発展と社会的課題の解決を両立する人
間中心の社会“Society（ソサエティ）5.0”を提唱して
いる。
Society 5.0を実現する上で，IoT（Internet of Things）

によってインターネットに接続された膨大な数の多種多様
なセンサからのデータを送受信する通信インフラ，データ
を集積する高い可用性（Availability）を持ったデータセ
ンター（DC）が必要である。
DCの可用性を支える重要機器の一つとして，万が一
電源に障害が生じても安定した電力を供給する無停電電
源装置（UPS：Uninterruptible Power System）があ
る。また，近年その数を増やしているハイパースケール
（超大型）DCの電力使用量は膨大である。そこで使われ
る UPSにも大容量化と高効率化による省エネルギーが求
められている。本稿では，超大型DCの大容量電力イン
フラを支えるためのハイパースケールデータセンター向け
UPSについて述べる。

2　DC市場の状況

DC事業者にとって DC運用における電力料金は大きな
負担となっている。DCの電力使用効率（PUE：Power 
Usage Effectiveness）は，式⑴で示すことができる。

PUE=DC全体の消費電力/IT 機器の消費電力 ………⑴

この指標の改善には，IT 機器以外の消費電力の削減が
必要不可欠である。

また DCの運用に当たって重視されるものの一つに，シ
ステムが使用できる状態をどの程度継続できるかを意味す
る可用性（稼動率）があり，式⑵で表すことができる。

A=        MTBF             MTBF＋MTTR  ………………………………………⑵

 A ：稼動率
 MTBF ：  平 均 故 障 間 隔（Mean Time Between 

Failure）
 MTTR ：  平均復旧時間（Mean Time To Recovery）

Uptime Instituteは，DCのクオリティを Tier Ⅰ～
Tier Ⅳ（最高レベル）に分類している。Tier Ⅳの場合，
稼動率 Aは 99.99%にもなる

⑴

。これは 4 時間の停止が 5
年に 1 回だけ起こりうるシステムに相当する。機器自体
の信頼性の向上に加え，システムの冗長化，保守の改善な
ど可用性の向上は DC事業者にとって重要な課題である。
サーバなどの IT 機器以外の設備スペースが狭小である

ほど，より多くの IT 機器が設置できる。設備スペースの
狭小化は，可用性を保つための設備の冗長化とトレードオ
フの関係にある。DC事業者は可用性を維持しつつ設備ス
ペースを狭小化できるように，システム構成を検討してい
る。

3　UPS の高効率化

3 . 1 　非絶縁型UPS
受電から負荷までの給電経路の各所に電圧変更や絶縁の

ために変圧器を設置する必要がある。しかし，変圧器が多
くなると損失が増加してしまうので，近年は，UPS 内部
の変圧器を取り除いた非絶縁方式の UPSが多く採用され

ハイパースケールデータセンター向けUPS

佐藤　篤司  SATO, Atsushi 山方　義彦  YAMAGATA, Yoshihiko 濵田　一平  HAMADA, Ippei

UPSs for Hyper Scale Data Centers

膨大なデータを集積するデータセンター（DC）は年々大規模化している。DCの安定運用に必要不可欠な UPSに対して
は，大容量化とともに高効率化が求められる。富士電機は，DC向け UPSに新たな方式として，システム効率が最大に近
づくように運転台数を制御する機能や，商用給電の安定時に電力損失を少なくできる常時商用給電方式を搭載した。さらに，
複数の盤を組み合わせて 1 台の UPSを構成するモジュール型UPSや，リチウムイオン電池を採用した小型・軽量のバッ
テリ盤により，DCの効率的な運用を可能にした。

Data centers (DCs) for storing big data are increasing in size year by year.  Uninterruptible power systems (UPSs) are indis-
pensable in stabilizing the operation of DCs and are required to have a large capacity and high effi ciency.  Fuji Electric has added 
new functions to UPSs for DCs, including control of the number of operating units to pursue the maximum system effi ciency and a 
continuous commercial power feeding to reduce power loss during stable commercial power supply.  We have also developed a mod-
ule UPS, one unit of which consists of several panels, and a compact, lightweight battery panel equipped with lithium-ion batteries, 
allowing DCs to improve operational effi ciency.
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ている。この非絶縁型UPSを採用することで，給電経路
における変圧器の数の最適化を図ることができる。

3 . 2 　三相 4線 400V給電方式
⑵

UPSの三相 4線 400V 給電の場合，出力の中性相に対
して各相の電圧は約 230Vとなる。この電圧は，一般的
な 200Vの負荷機器の動作可能な範囲にあるので，400V
から 200Vに降圧する必要がなくなり，変圧器による損
失分を削減できる。
一方で，負荷側での 1 線地絡（相間短絡）が発生した
場合，地絡電流が絶縁されずに UPSの出力側まで到達す
るため，この状態が継続すると UPSが停止する恐れがあ
る。これを防止するため，適切な負荷分岐ブレーカを設置
し，1か所での地絡が他系統の給電に影響しないように給
電回路を設計する必要がある。

3 . 3 　低損失デバイスの採用
UPS の AC/DC 変 換 を 行 う PWM（Pulse Width 
Modulation）コンバータや，DC/AC 変換を行うイン
バータを，3レベル変換回路とし，富士電機独自の RB-

IGBT（Reverse Blocking-Insulated Gate Bipolar 
Transistor）および 3レベル変換専用パワーモジュールを
採用した。これにより，デバイスがオンとオフに切り替わ
る際に発生するスイッチング損失を低減し，さらにリプル
電流を低減してフィルタ回路の損失も低減した。また富
士電機は，PWMコンバータの還流ダイオード（FWD：
Free Wheeling Diode）に SiC（炭化けい素）デバイス
を採用した。SiCデバイスは，従来の Si（シリコン）デ
バイスに比べて，スイッチング損失や導通損失が少ないた
め，UPSの損失を低減できる。

3 . 4 　台数制御
一般的に UPSの効率は，軽負荷領域では低く，特定の

重負荷領域において最大となる。UPSを複数台並列接続
するシステムでは，負荷電流は各UPSに均等に流れる。
そのため，負荷が小さい場合には 1 台当たりの負荷がさ
らに小さくなり，システム全体の効率が著しく低下してし
まう。
そこで，全ての UPSを常に運転するのではなく，シス

テム全体の負荷を監視しながら，運転する UPS1 台の負
荷が最大効率に近づくように運転台数を変更することで，
システム全体の効率が向上できる。

3 . 5 　常時商用給電方式
一般的に大型の DCで採用される大容量UPSは，高信

頼な常時インバータ給電方式が採用されている。この方式
が高信頼とされる理由は，定電圧，定周波数の出力電圧を
常に供給することに加え，停電が発生した瞬間もインバー
タの連続動作により無瞬断で給電が継続するところにある。
DCにおける UPSの給電対象には，IT 機器のほかにも

空調設備などがあり，負荷によっては電圧変動や瞬断が許

容される場合もある。富士電機の UPSには，バイパス給
電回路を利用して，電力損失が少ない常時商用給電方式が
可能な機種を用意している。
常時商用給電方式は，給電の効率を重視した方式である。
商用電源が正常な時は商用電源から直接負荷に給電し，停
電の時は蓄電池に蓄えた電力をインバータで交流に変換し
て給電する。この機能を富士電機ではHEモード（High 
Effi ciency Mode）と呼び，最新の機種に搭載している。
図1に，常時インバータ給電方式と常時商用給電方式の比
較を示す

⑶

。
この方式では，通常運転時は交流電源の変動が直接負荷
に影響し，停電発生時は検出遅れ時間のため出力電圧波形
に 1/4サイクル程度の瞬断が生じる。変換器を介さずに
負荷に給電するため，常時インバータ給電方式と比べると
電力損失が少ないという利点がある。

4　UPS システム構成の最適化

DCにおける UPSシステムに要求されることは，3章
で述べた高効率のほか，設備保守が容易であること，なら
びに故障時の早期復旧につながるメンテナンス性が良いこ
とや，段階的な設備投資が可能な拡張性があること，設置
スペースを節約して建物コストを抑制するため小型である
こと，ランニングコストを低減するための部品が長寿命で
あることなどがある。

4 . 1 　モジュール型UPS
機能ごとに盤を分割し，複数の盤を組み合わせて 1
台の UPSを構成したものを，モジュール型 UPSと呼
ぶ。例として，富士電機のモジュール型 UPSである
「UPS7400WX-T3U」を図2に示す。当該UPSは図2の

バイパス

インバータ給電交流

交流

直流

バッテリ

バッテリ充電

インバータ整流器

（a）常時インバータ給電方式

（b）常時商用給電方式

AC
スイッチ

バイパス

バイパス給電

交流

直流

交流

バッテリ

バッテリ充電

インバータ整流器

AC
スイッチ

図 1　常時インバータ給電方式と常時商用給電方式
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ように，左から入出力盤，制御盤，UPSモジュール盤が
3～ 4 面で構成される。
モジュール型UPSでは次のような特徴がある。
⑴　高信頼性
変換器が冗長化されるので，一部のモジュールが故障し
てもインバータ給電が継続可能である。
⑵　高保守性
インバータ給電のままで，点検や故障復旧をモジュール
単位で実施可能である。
⑶　高拡張性
モジュールを追加して容量アップが可能である。
富士電機では上述のようなモジュール型UPSである

「UPS7400WXシリーズ」を製品化している。

4 . 2 　リチウムイオン電池（LIB）の使用
これまでの UPSの蓄電池は鉛蓄電池が採用されてきた
が，主にコストの観点から，重くて大きいという欠点が
ある。これに対してリチウムイオン電池（LIB：Lithium 
Ion Battery）は，小型，軽量である。近年，電気自動車
や電力貯蔵装置などの用途が急速に拡大しているが，大容
量UPSシステムでの使用はあまり進んでいない。その理
由は，UPSが電気室に設置されることに対し，LIBは石
油類と同等の引火性のある電解液が使用されてため，「消
防法」に従って一定の対策が求められるからである。
富士電機では，このような課題を解決し，大容量UPS

「UPS7000HXシリーズ」と「UPS6000DXシリーズ」に，
サムスン SDI 製 LIBを採用した

⑷

。
LIBを使用するメリットを次に示す。

⑴　期待寿命が 15 年で UPS 使用期間（15 年）中の交換
が不要である（鉛蓄電池は 7～ 9 年）。

⑵　鉛蓄電池と比較して接地面積は約半分，質量は約
20%に軽量化する。
⑶　鉛蓄電池に比べて，温度が上がってもバックアップ時
間が長い。

4 . 3 　システム構成の最適化
近年では，DCに採用されるサーバラックの大容量化

に伴い，UPSの容量も大容量化している。また，DC 向
け UPSシステムでは並列冗長方式の採用が一般的であり，
必要となる周辺設備も大容量化する。その結果，周辺盤を
含めた UPSシステム全体が大容量化しても，コストの増
加を抑制したいという要望が強い。
この要望に対する富士電機の取組みを次に述べる。

⑴　UPS単体容量の大容量化
UPS 単体容量を増大させることで，次の効果が期待で

きる。
⒜　バッテリ盤，周辺盤などの設備点数が減り，コスト
ダウンを図ることができる。
⒝　設備点数の削減により，故障率の低減にも結び付き，
可用性も向上する。

⑵　UPSの給電システム
UPSシステムの信頼性を高めるため並列冗長システム

が採用されている。この場合，各UPSの出力電流は出力
母線に集約されるため，大きな出力電流に耐えられる母線
や開閉器が必要となる。開閉器などの容量にも限界がある
ため，UPSの大型化にも限界がある。
一方で，Uptime Instituteが定める Tier Ⅳクラスの外

国の DCでは STS（Static Transfer Switch）による切り
替えを利用した 2Nシステムが多く採用されている。図3
に並列冗長システムと 2Nシステムの構成例を示す。
このシステムも並列冗長システムと同様に，高い可用

性が実現できる。さらに，DCの負荷設備ごとに UPSを
割り当てることができれば，出力母線容量を削減できる。
よって，DC事業者と密に連携し，富士電機が納入する設
備の最適化だけでなく，DC全体を見据えた UPSシステ

図 2　モジュール型UPS「UPS7400WX-T3U」

顧客負荷設備へ

顧客負荷設備へ

STS

（a）並列冗長システム

（b）2Nシステム

図 3　並列冗長システムと 2Nシステムの構成例
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ムの構築が，今後はより一層重要となる。
なお，2Nシステムにおいて二つの UPSの出力を同期

するように制御できる機能を富士電機は提供している。

5　あとがき

ハイパースケールデータセンター向け UPSについて述
べた。
データセンターにおける電力の効率的な運用，システム

全体として可用性を高めるための技術は，データセンター
の運用を支える必須事項である。UPSはデータセンター
に欠かせない装置ではあるが，装置単体の最適化にとどま
らず，電力インフラ全体の可用性と総所有コストの観点か
ら，周辺設備全体を含めた運用を見据えた製品開発とソ
リューションの提案が必要である。
クロステックによってもたらされる新たな価値を人間が
享受する Society 5.0，その要となるデータセンターに貢
献するものとして，さらなる技術研鑽（さん）を積む所存
である。
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1　まえがき

近年，データセンターの無停電電源装置（UPS）シス
テムの効率向上が求められている。これまでデータセン
ター用UPSのスイッチング電圧を 2レベルから 3レベル
にしてスイッチング損失や LCフィルタの損失を抑制し，
高効率を達成してきた

⑴

。また，整流器の逆並列ダイオード
をシリコン（Si）から炭化けい素（SiC）にした機種もラ
インアップしている

⑵

。さらに，UPSからサーバに直接電
源供給可能な三相 4線式の「UPS7000HX-T4

⑶

」を活用
した高効率な電源システムを構築してきた。
さらに効率向上するためには，運転モードを常時イン

バータから常時商用給電方式にする方法がある。しかし，
常時商用給電方式UPSの採用はあまり進んでいない。こ
れまで，常時インバータ給電方式により安定した電源供給
を実現しており，常時商用電源供給だけの方式では電源品
質の低下が懸念される。
常時インバータ給電方式に常時商用給電方式の機能を併

せ持った UPSであれば，安定した電源供給と高効率な運
用が両立できると考えられる。富士電機は，給電システム
として高効率な三相 4線式UPS7000HX-T4に常時イン
バータ給電機能に加え常時商用給電機能を追加した。さら
には，常時インバータ給電時でも高効率運用ができる台数
制御機能も付加した。
これらの機能により，常時商用給電時と常時インバータ
給電時の両方の運転方式において，これまで以上に高効率
な運用ができる。商用電源の需要や負荷への配電の電力品
質に合わせて運転方法を選択することができる。この機種
で，三相 4線式，三相 3線式，サーバ用，空調用負荷に
対応できるため，企画設計から納品までが短納期になる。
また，保守も容易となるだけでなく，UPS 盤と入出力盤

を盤間にて導体接続することで，現地での据付・配線工事
を簡易化した。本稿では，常時商用給電方式と台数制御機
能を付加した高効率UPS「UPS7000HX-T4」について
述べる。

2　装置の特徴

常時商用給電などを付加した UPS7000HX-T4と入出
力盤の外観を図1に，装置仕様を表1に示す。また，常時
インバータ給電のダブルコンバージョン方式を採用した
「UPS7000HXシリーズ」の主回路に，常時商用給電機能
を付加した回路を図2に示す。バイパス回路は，サイリ
スタスイッチと電磁接触器（MC）が並列接続されている。
バイパス切換時は，サイリスタスイッチ，MCの順に投入
し，その後サイリスタスイッチがオフする。そのため，定
格出力 800%で 1サイクルという短時間定格仕様として
いた。今回は，連続してサイリスタスイッチから給電する

常時商用給電方式と台数制御機能を付加した
高効率UPS「UPS7000HX-T4」

安本　浩二  YASUMOTO, Koji 濵田　一平  HAMADA, Ippei 反町　直弘  SORIMACHI, Naohiro

“UPS7000HX-T4” High-Effi ciency UPS with Continuous Commercial Power Feeding and Quantity 
Control Function

近年，データセンターの無停電電源装置（UPS）システムの効率向上が求められている。これに対応するため，常時イ
ンバータ給電方式の三相 4線式「UPS7000HX-T4」に，常時商用給電機能を付加した。バイパス回路のサイリスタを連
続点弧して商用電源から負荷に給電し，インバータを介してバッテリを充電する。装置最大効率は，整流器を停止させる
ことで 99%を達成した。また，常時インバータ給電時に高効率運用できる台数制御機能を付加した。待機UPSの整流器
とインバータを停止させることで，軽負荷時の効率を向上させた。

In recent years, there has been increasing demand for uninterruptible power systems (UPSs) with increased effi ciency used in 
data centers.  To meet the demand, Fuji Electric has added the continuous commercial power feeding function to its “UPS7000HX-T4” 
three-phase four-wire UPS with normal inverter feeding. Continuously turning on the thyristors of the bypass circuit, the UPS 
receives power from commercial power source and feeds it to loads and charge the battery through the inverter.  The maximum ef-
fi ciency of the equipment reached 99% when turning off the rectifi er.  Furthermore, the quantity control function has been provided 
to operate with high effi ciency during normal inverter feeding.  Turning off the rectifi er and inverter of the standby UPS increases the 
effi ciency during light load operation.

図 1　UPS 盤と入出力盤外観（左 UPS 盤，右 入出力盤）
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ため連続定格とした。入出力盤には，サイリスタスイッチ
と交流入力，交流出力，バッテリの配線用遮断器（MCCB）
を配置している。
常時商用給電時はサイリスタスイッチを連続点弧して商
用電源を負荷に送る。その間，整流器を停止させて，イン

バータはバッテリを充電するとともに入力力率を改善する
ようにアクティブ動作

〈注 1〉

する。
これまで UPS 盤と入出力盤とは外線ケーブルで接続し
ていたが，盤間導体接続を採用した。UPS 盤と入出力盤
を一体化することで現地施工が簡略化できる。さらに，外
線ケーブルの接続がないため，景観的にも優れている。

3　常時商用給電方式

常時商用給電では，商用電源から直接負荷に給電し，イ
ンバータはバッテリ充電と入力力率を改善するためにだけ
動作している。そのため，常時商用給電におけるインバー
タは常時インバータ給電に比べ負荷率は非常に低い。さら
に，整流器は完全に停止しているため，常時商用給電時の
効率は，定格容量において 99%を超える。

3 . 1 　切換制御
常時商用給電中の停電，重故障，過電流発生時には安定

した電源品質が維持できるインバータ給電に切り換える。
常時商用給電状態からの切換制御を図3に示す。
⑴　停電切換
停電時はバッテリ運転に切り換わるが，復電時はバッテ

表 1　「UPS7000HX-T4」の仕様

項　目 仕　様

交流入力

相　数 三相4線

電　圧 400V±10%

周波数 50/60Hz

力　率 0.99（遅れ）以上

バイパス
入力

相　数 三相4線

電　圧 400V±10%

周波数 50/60Hz

バイパス過負荷耐量 800%
1サイクル（サイリスタ短時間）

交流出力

定格容量 500kVA

相　数 三相4線

電　圧 400V

電圧精度 <±1%

周波数 50/60Hz

周波数精度 ±0.01Hz（自己発振時）

負荷力率 定格1.0（遅れ0.7 ～ 1.0）

過渡電圧変動 <±5%

電圧波形ひずみ率 2%以下（線形負荷），
5%以下（非線形負荷）

過負荷耐量 125%×10分　150%×1分

バッテリ
定格電圧 480～ 528V

浮動充電電圧 540～ 594V

その他
外形寸法 W1,600×D1,000×H1,950（mm）

通信インタフェース MODBUS＊

＊  MODBUS：Schneider Automation,Inc.の商標または登録商標

MC1

MCCB3

整流器

チョッパ

MC4

連続定格
サイリスタ

インバータ

UPS 入出力盤

バッテリ
入力

交流
出力

交流
入力

図 2　「UPS7000HX-T4」の主回路構成

給　電

【通常】 【停電】 【復電】

：ACスイッチ 充　電

（a）停電切換

【通常】 【過電流】 【過電流解除】

（c）過電流切換

【通常】 【故障】
健全号機＞負荷容量

【故障】
健全号機の容量＜負荷容量

（b）故障切換

解列

図 3　常時商用給電状態からの切換制御

〈注 1〉  アクティブ動作：負荷電流のうち無効電流および高調波電流

に対して逆相の電流を供給することでサイリスタには有効電

流を流す
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リ運転から自動的に常時インバータ給電状態に切り換わる。
常時商用給電に自動で戻らない。したがって，停電後の常
時商用給電は，手動で切り換える。停電の発生は，継続し
て発生することを考慮して頻繁な切換えとならないように
常時インバータ給電に戻すことを原則としている。常時イ
ンバータ給電では停電による切換えはなく，安定した電源
を供給できる。
⑵　故障切換
重故障した UPSは，解列して残った健全な UPSで常

時商用給電を継続する。このとき過負荷となる場合はバイ
パス給電に移行する。
⑶　過電流切換
過電流時はバイパス給電に移行し，その後，過電流が解
消されると常時インバータ給電となる。再度，常時商用給
電する場合は，手動で切り換える。
常時商用給電中に停電が発生した時の切換波形を，図

4⒜に示す。インバータがアクティブ動作しているため，
無瞬断切換となる。通常は，各UPSのインバータは単独

でアクティブ動作している。停電後は，バッテリ電源によ
るインバータの並列運転に移行する。
常時商用給電中に重故障が発生した時の切換波形を，図

4⒝に示す。インバータに重故障が発生すると，インバー
タはオフしバイパスのMC4がオンした後，サイリスタを
オフさせる。商用電源をサイリスタとMCに分流させた後，
サイリスタをオフさせるため波形の乱れはない。 

3 . 2 　常時商用給電時の周辺機器の設計
並列システムの常時商用給電時は，各UPSのインピー

ダンスに応じて負荷分担される。並列システムの UPSへ
の入力を，個別変圧器または共通変圧器から行う 2 種類
がある。
共通変圧器とした場合，並列点まではケーブルの長さ

でインピーダンスが決定される。すべてのケーブルを同
じ長さにそろえて施工することは困難で，一般的には 6
～ 20mの長さの違いがあり，ケーブル長に応じた負荷分
担となってしまう。そのため，負荷分担をそろえるため，
UPSのバイパス回路にバランスリアクトルが必要となる。
また，個別変圧器の場合，変圧器とケーブルのインピーダ
ンスの合成インピーダンスによる負荷分担となる。
富士電機製モールド変圧器の %インピーダンスのばら

つきは，平均値に対して +1.5%～-1.0%と小さい。また，
ケーブルの変圧器に対するインピーダンスの割合は，一桁
程度小さくなる。
最悪のケースとして，変圧器とケーブルのインピーダ

ンスを低い順に組み合わせて接続したときの負荷分担は
±5%となった。これに対応するため，変圧器，ケーブル，
遮断機などの機器の定格は，5%程度の裕度をみている。

4　常時インバータ給電方式の台数制御

4 . 1 　待機UPS の損失低減と台数制御の効率特性
通常運転時の無負荷損失に比べて，台数制御時の待機運

転している UPSの無負荷損失が小さくできれば，効率の
高い運転が可能である。また，UPSは，待機運転中は継
続してバッテリを充電する必要がある。常時インバータ給
電では，整流器は力率 1.0になるように制御している。一
方，バッテリは通常，満充電状態であり充電電流は非常に
小さいので，待機運転中の UPSの力率を 1.0に制御する
必要はない。また，PWM制御に比べてダイオードによる
三相全波整流の損失は非常に小さいので，整流器の主回路
素子である IGBT（Insulated Gate Bipolar Transistor）
のスイッチングは停止させて，IGBTに逆並列接続してい
る帰還ダイオードを使って三相全波整流する。
チョッパ回路を使ってバッテリを充電する。インバータ

の IGBTはオフの状態で，並列運転に備えてパルス制御回
路を運転しておく。これにより，整流器とチョッパ，イン
バータの主回路スタックにある冷却ファンをすべて停止す
ることができる。この結果，待機している UPSの損失は，
200W程度に低減できる。図5に示すように 8 台並列運

3 並列UPS
常時商用給電

停電 停電後，全台バッテリ
によるインバータ
給電運転に切替

（a）停電切換波形

出力電圧三相

入力電流U相

入力電圧U相

No.1INV電流U相
No.2INV電流U相
No.3INV電流U相
No.1 バイパス電流

U相
No.2 バイパス電流

U相
No.3 バイパス電流

U相
バッテリ電圧

出力電圧三相

入力電流U相

入力電圧U相

No.1INV電流U相
No.2INV電流U相
No.3INV電流U相
No.1 バイパス電流

U相
No.2 バイパス電流

U相
No.3 バイパス電流

U相

重故障判定フラグ

3並列UPS
常時商用給電

重故障 1台が重故障して解列，
健全な 2台で

常時商用給電を継続

（b）重故障切換波形

図 4　常時商用給電時の切換波形（3台並列時）
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転では，軽負荷において台数制御による効率向上が発揮で
きる。

4 . 2 　台数制御方法
負荷が急激に上昇しても UPSが過負荷耐量を超えてバ
イパス給電に移行しないように運転台数を設定できるよ
うにする必要がある。UPSの過負荷耐量は 125%10 分，
150%1 分であり，負荷急上昇時に各 UPSの負荷率を
150%以下にする必要がある。システム容量 3,500 kWと
して 8 台 ×500 kVAの並列冗長システムの場合，3,500/
（1.5×500）=4.7であり最低限必要な運転台数は 5 台とな
る。
最低限必要な運転台数を基準に，台数変更の前後の効率

が高くなる負荷率を決定する。具体的には，負荷上昇時に
負荷率 70%，負荷減少時に負荷率 45%程度になるよう
にした。
各UPSの運転積算時間を平準化する機能を備えており，
運転積算時間の最も短い UPSを次回の運転対象とし，最
も長い UPSは次回の停止対象とする。

4 . 3 　台数制御中の切換制御
入力電源の停電，過負荷，重故障時には基本的に台数制

御から全台運転に自動で切り換わる。健全性を確認した後，
オペレータの判断で台数制御に手動で切り換える。
例えば，5 台で運転中に停電が発生すると，5 台は瞬時
にバッテリ運転に切り換わる。待機運転の 3 台は約 3秒
後に並列運転に投入される。また，5 台で運転中に 1 台に
重故障が発生して 4 台の運転になった場合は，約 13秒後
には待機していた全ての UPSが並列運転に投入される。

5　常時インバータと常時商用給電方式の信頼性

⑴　単機運転時の FIT（Failure In Time）の比較
常時インバータ給電方式と常時商用給電方式の FIT

〈注 2〉

（常
時インバータ給電方式を 100とする）と切換制御の比較
を表2に示す。
整流器の部品点数は多く，常時商用給電時は，部品点数

の多い整流器は動作しないので常時インバータ給電時に比
べ FIT 数は小さくなり，信頼性の高い運転となる。
⑵　故障時の信頼性の比較
故障時，常時インバータ給電方式は，インバータ停止，
サイリスタスイッチ点弧，MC投入，サイリスタスイッ
チ消弧と 4ステップにて切換制御を行う。それに対して，
常時商用給電方式は，インバータ停止，サイリスタスイッ
チ消弧，MC投入で 3ステップの切換となり，常時イン
バータ給電方式よりも切換回数が少なく切換失敗のリスク
は低い。
⑶　停電時の切換制御の信頼性の比較
停電時，常時インバータ給電方式は，整流器を停止させ
るだけで，インバータ給電に変化はない。一方，常時商用
給電方式はサイリスタスイッチを停止させて，インバータ
をアクティブ動作から通常のインバータ給電に切り換える
必要がある。したがって，インバータ運転の切換とサイリ
スタスイッチの切換失敗のリスクがある。また，停電の発
生頻度は，年に数回あり，常時商用給電では切換失敗のリ
スクが高いことを認識しておく必要がある。
故障と停電頻度を比較すると，圧倒的に停電の頻度の方
が高く，停電における切換失敗のリスクが高い常時商用給
電方式で運用する場合は，二重化などの信頼性の高い冗長
化システムとすることを推奨する。

6　あとがき

常時商用給電方式と台数制御機能を付加した高効率
UPS「UPS7000HX-T4」について述べた。データセン
ター向けに高効率の電源システムが実現できる三相 4線
式 UPS7000HX-T4に，常時商用給電機能と常時イン
バータ給電の台数制御機能を追加し，さらに高効率運転を
実現した。今後も，高効率，省スペースにより社会に貢献
していく所存である。

2 台運転
3台運転
4台運転
5台運転
6台運転
7台運転
8台運転

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500
負荷（kW）

97

96

95

94

93

92

91

90

効
率
（
%
）

図 5　運転台数に対する効率特性（2～ 8台）

表 2　常時インバータと常時商用の給電方式の比較

項　目 常時インバータ給電方式 常時商用給電方式

単機運転の
FIT＊の
比較

○  100%
整流器運転，インバータ運転，
サイリスタスイッチ停止

◎  90%
整流器停止，インバータ運転，
サイリスタスイッチ運転

故障時の
切換制御

○  4ステップ
インバータ停止⇒サイリス
タスイッチ点弧⇒MC投入⇒
サイリスタスイッチ消弧

◎  3ステップ
インバータ停止⇒サイリス
タスイッチ消弧⇒MC投入

停電時の
切換制御

◎  1制御
整流器運転→停止
（インバータ運転継続）

○  2制御
サイリスタスイッチ運転→
停止
インバータアクティブ動作
→インバータ給電

＊  冷却ファンは冗長化されているため除外

〈注 2〉  FIT（Failure In Time）：製品の故障率を表す指標の一つで，

稼動 10 億（109）時間当たりの平均故障回数である。1/109

（故障件数/時間）は 1FITを示す。
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1　まえがき

データセンターや半導体製造工場など，一瞬の停電も許
容しない高い電源品質が要求される施設では，無停電電源
装置（UPS：Uninterruptible Power System）などの電
力変換装置が活用されている。また，メガソーラーシス
テムなどの再生可能エネルギーを安定した電力として電
力系統に接続する際にも，パワーコンディショナ（PCS：
Power Conditioning System）などの電力変換装置が活
用されている。これらの電力変換装置は，データセンター
サーバや太陽光発電の大容量化などに伴い，1MW級の装
置容量が要求される。
このような大容量の電力変換装置の実用化を進める上で，

国内外の無停電電源システム規格などの電源品質に準拠し
た適合試験を行う必要がある。そこで，大容量のパワーエ
レクトロニクス（パワエレ）機器の規格適合試験に対応し
た試験装置を開発した

⑴，⑵

。これにより，1MW級の製品でも，
さまざまな条件（交流入力，蓄電池入力，負荷）での試験
が可能となり，製品の品質向上に大きく貢献する。
本稿では，試験対象に UPSを例にとり，大容量パワエ
レ試験装置について述べる。

2　試験装置の特徴

規格に準拠した試験条件（交流入力，蓄電池入力，負
荷）で大容量の電力変換装置を効率的に試験するためには，
被試験装置ごとに異なるさまざまな試験項目や電気仕様
（電圧レベル，三相結線，周波数）に対応する必要がある。
また，電気特性試験時には，一般家庭 400 軒分に相当す
るおよそ 1.5MWの電力が必要である。地球温暖化対策
および「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」（省

エネ法）に対応するため，試験時の消費電力を削減できる
ようにした。さらに，試験時に大電力が急変しても，受電
系統へ影響を与えて他の電気設備の電源を擾乱（じょうら
ん）しない試験装置とする必要がある。

2 . 1 　全体構成
図1に大容量パワエレ試験装置の外観を，図2に全体構
成を示す。交流の受電系統から，交流直流変換装置（系統
連系盤）にて直流電圧に変換し，その直流電圧を次に示す
三つの模擬機能を持った盤に供給する。
⒜　系統電圧を模擬した電圧を発生する模擬系統盤
⒝　電力を制御して負荷特性を模擬する模擬負荷盤
⒞　蓄電池特性を模擬する模擬蓄電池盤
また，試験装置にはさまざまな試験モードの設定や，具
体的な各試験状態を実現するために，電力変換装置に指令
を出すなどの処理を行う統括制御盤がある。タッチパネ
ルにて試験モードを選択し，その試験で必要な電圧，電

大容量パワーエレクトロニクス機器の品質向上と
環境負荷軽減に寄与する試験装置

梅沢　一喜  UMEZAWA, Kazuyoshi 山田　歳也  YAMADA, Toshiya 千田　幸弘  CHIDA, Yukihiro

Testing Equipment Contributing to Quality Improvement and Environmental Impact Reduction of 
High-Capacity Power Electronics Equipment

昨今の電力変換装置の大容量化に伴い，要求性能や国内外の規格などの電源品質に準拠した適合試験を行う必要がある。
さまざまな条件で効率的に試験するためには，1.5MWの電力が必要になる場合もあるため，消費電力の低減が重要である。
また，電力変動が発生する試験による電気設備への影響をなくす必要もある。これらの課題を解決するため，電力回生機
能を持つ試験装置を開発し，導入した。これにより，適合試験の効率化と，試験時の消費電力低減を両立し，製品試験の
期間短縮，品質向上および環境負荷軽減に寄与する。

The recent increase in capacity of power conversion systems has made it necessary to conduct conformity tests to meet the 
power supply quality stipulated by international and Japanese standards or required by customers.  Effi ciently performing testing 
under a variety of conditions can require a power as high as 1.5 MW, and power saving is needed.  It is also necessary to completely 
protect electrical equipment from the impact of power fl uctuations.  To overcome these challenges, we have developed and deployed 
testing equipment capable of power regeneration to effi ciently perform conformity testing and reduce power consumption during 
testing.  The testing equipment helps shorten product testing periods, improve quality, and reduce environmental load.

図 1　大容量パワエレ試験装置
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流，電力，周波数などの変動レベルや変動時間の設定を詳
細に行うことができる。この統括制御盤に搭載したプロ

グラマブルコントローラ（PLC：Programmable Logic 
Controller）は，その他の系統連系盤，模擬系統盤，模擬
負荷盤，模擬蓄電池盤と連携した操作を行うことができる。

2 . 2 　電気仕様
本試験装置の仕様を表1に示す。最大 1.5MWの容量に

対応でき，電圧は交流 200～ 480V，50/60Hzを三相
3線，三相 4線の電源結線および負荷結線が構成できる。
模擬蓄電池は，直流 270～ 780Vで最大容量 1.5MWま
で対応できる。交流電圧のレベル変更，三相 3線，三相 4
線の結線変更は統括制御盤で行う。また，被試験装置の電
気仕様に合わせてトランスのタップ選択切替えと，三相結
線であるデルタ結線，スター結線の選択切替えもタッチパ
ネルにおける操作だけで完了する。
 
2 . 3 　小容量受電での大容量試験実現
一般に，1MWの UPSを試験するためには過負荷試験

を含めると，1.5MWの受電電力が必要となってしまう。
しかし，本試験装置では，図3に示す電力変換装置を駆使

系統連系盤
AC/DC

模擬系統盤
DC/AC

計測器

バッテリ

出力直流入力

UPS 入力

出力

試験情報
データ取得

計測器制御

DC750 V

DC270
～780 V

AC200
～480 V

AC200
～480 V

V, A

V, A

V, A

信号（自働制御）

電　力 大容量パワエレ試験装置 大容量電力変換装置
（試験対象）

模擬蓄電池盤
DC/DC

模擬負荷盤
DC/AC

POD

PLC

PC

統括制御盤

図 2　全体構成

表 1　大容量パワエレ試験装置の仕様

盤名称 仕　様

模擬系統盤/
模擬負荷盤

容　量 750kVA×2並列

電圧範囲 AC200～ 480V

結線方式 三相3線/三相4線，デルタ/スター

電圧精度 ±0.1%以内

電圧歪み率 1%以内

周波数範囲 50Hz/60Hz±10%

負荷調整単位 0.5 kW/0.5 kVar

負荷機能 遅れ負荷，進み負荷，能動負荷，
整流器負荷，不平衡負荷

模擬蓄電池盤

容　量 500kW×3並列

電圧範囲 DC270～ 780V

電圧リプル 1%以内

電流応答時間 20ms以下

蓄電池機能 蓄電池の充放電

交流出力 エネルギーフロー

直流出力

交流入力

光通信

蓄電池電圧指令

模擬蓄電池盤

被試験装置（UPS）

模擬負荷盤

統括制御盤

模擬系統盤

光通信 光通信

通　信
直流リンク

PLC

PLC

光通信

受　電

系統電圧指令 負荷電力指令

系統連系盤

電圧タップ
デルタ/
スター結線

電圧タップ
デルタ/
スター結線

図 3　大容量パワエレ試験装置の構成
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した電力変換フローにより，負荷消費の 1/6に削減した
0.25MWの受電電力に抑制して試験ができるようにした。
この電力変換フローは，受電した交流電圧を系統連系盤
にて直流に変換し，その直流電源に試験機能を搭載した模
擬系統盤，模擬蓄電池盤，模擬負荷盤を直流リンクするこ
とで直流電力を循環するようにして，大幅な省エネルギー
化を実現した。なお，各盤は次のような動作をする。
⒜　模擬系統盤では，直流リンクから DC/AC変換装置
によって交流に変換し，被試験装置の電気仕様に適合
する電圧になるようにトランスの電圧タップを切り替
える。

⒝　模擬蓄電池盤では，直流リンクから DC/AC変換装
置によって交流に変換し，トランスで変圧した後に
AC/DC変換装置で蓄電池を模擬した直流電圧を発生
する。

⒞　模擬負荷盤では，直流リンクから DC/AC変換装置
にて，被試験装置の出力電圧に追従し連結するため交
流電圧を発生する。
⒟　統括制御盤では，⒜から⒞の各変換装置を統括し
て各種試験モードに制御し，負荷電力指令によって
UPSから出力される電力を設定する。

2 . 4 　大電力変動時の系統安定化
1MW級の大電力試験において，電力変動が発生する負

荷急変試験や停電復電試験などでは，電力回生装置がない
と受電電力の変動により系統電圧が変動し，同じ受電側に
接続されている他の電気設備や試験ラインに影響を与える
という問題がある。一方，交流配電での電力回生装置があ
ると，受電電力の変動は誘発しないが，交流電流の位相が
変動する影響で回生ルートを構成している交流配電系統で
電圧変動が発生し，その回路系統にある電気設備に影響を
与えるという問題がある。
そこで，電力回生ルートを本試験装置内の直流リンク回

路にて循環させることにより他設備に影響を与える系統を
電力が通過しないようにし，これらの問題を解決した。こ
れにより，負荷急変や停電復電などの過渡特性試験を行っ
ても受電および周辺電気設備への影響が出ないようにした。

2 . 5 　フレキシブルな試験構成
試験モードを制御する統括制御盤には 2 台の PLCを搭
載し，電力変換装置（0.75MW）の単独動作で 0.75MW
の試験システムや，PLCの連携動作によって 2 台の電力
変換装置 0.75MWを並列運転させて 1.5MWでの試験シ
ステムが構成できる。なお，0.75MWの試験システムで
は，個別の 2 種類の被試験装置を対象にした試験を同時
に行うことができ，効率化を図ることができる。

3　大容量電源シミュレータ技術

3 . 1 　模擬系統シミュレータ機能
模擬系統盤は，DC/AC 変換装置にて系統を模擬する電

圧を生成するため，単相インバータと単相トランスからな
る組合せを 3 組持っている。電磁接触器を使ってトラン
ス出力の二次側の接続方式を三相 3線によるデルタ結線，
または三相 4線によるスター結線に切替えることができ
る。また，タップ切替えで，200～ 480Vまでの各種電
圧が出力できる。これにより国内外のさまざまな電圧や結
線に適合した試験を行うことができる。
大容量パワエレ試験装置は，規格試験だけでなく，現
地で発生した地絡や短絡のトラブルの再現試験において
も，再現性の高い試験が可能である。例えば，雷害による
1 線地絡や 2 線短絡などの瞬時電圧低下を再現するために
は，電圧急変動作時に不要な電流を発生させないことが必
要である。このため，励磁突入電流が流れないトランスを
採用し，試験特性に影響が出ない設計とした。再現する波
形の電圧レベル，位相を試験設定パラメータとする。模擬
系統盤の制御装置内のソフトウェアにて，系統回路モデル
を用いて線路インピーダンス，各相の電圧低下特性を計算
する。そこで決められた系統電圧指令によって，模擬系統
盤の電力変換装置が電圧制御を行うことで，瞬時電圧低下
の波形を再現することができる。

3 . 2 　模擬負荷シミュレータ機能
模擬負荷盤の回路構成は模擬系統盤と全く同じであるが，

制御対象が模擬系統盤は電圧であったのに対して，制御対
象が模擬負荷盤は電力である点が異なる。
負荷特性には，受動負荷モードと能動負荷モードの 2
種類がある。受動負荷モードは，抵抗，リアクトル，コン
デンサなどの受動負荷を再現する。受動負荷は電圧に比例
した電力動作なので，被試験装置である UPSの出力電圧
に比例した電流とする。能動負荷モードは，昨今のサーバ
電源に採用されている高力率コンバータのスイッチング
電源などの能動負荷を再現する。能動負荷は電力が一定と
なる電力動作なので，被試験装置である UPSの出力電圧
が低下すると電力を一定に保つため，電流を増加させる。
IEC 規格にある両負荷の混在モードも試験が可能である。
試験設定パラメータとして，負荷特性のモード，変動レ
ベル，変動時間を設定することで，模擬負荷盤の制御装置
内のソフトウェアにて，負荷回路モデルを用いて負荷特性
を計算する。そこで決められた負荷電力指令によって，模
擬負荷盤の電力変換装置が電力制御を行うことで，任意の
負荷波形を再現する。

3 . 3 　模擬蓄電池シミュレータ機能
模擬蓄電池盤は，DC/AC 変換装置にて交流電圧を生成
する。トランスによって電圧を変換したのち，AC/DC 変
換装置にて蓄電池を模擬した直流電圧を生成する。トラン
スのタップ切替えで，直流 270～ 780Vまでの各種電圧
が出力できる。これによりさまざまなセル数の蓄電池に対
応した試験を行うことができる。
蓄電池の充放電特性は，電池残存量が多い場合は電池電
圧が高く，電池残存量が少ない場合は電池電圧が低くなる。
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UPSの試験では，充電動作にて蓄電池が満充電状態に到
達した場合の動作や，蓄電池容量が低下して UPSの動作
限界点に到達した場合の動作を確認する必要がある。実際
の蓄電池を使った場合は，蓄電池容量が大きいため，この
状態を準備するのに何時間も連続で充放電し続ける必要が
ある。一方，大容量パワエレ試験装置は，蓄電池電圧の初
期値を設定するだけで，即座に電池状態を満充電付近や電
池低下状態から試験を開始することができる。

4　具体的試験例

4 . 1 　適用可能な試験項目
本試験装置で実施可能な試験例を表2に示す。 
被試験装置の電圧，容量などの基本情報を設定した上で，

試験モードを選択するだけで，JECや IEC 規格などの電
力変換装置の電気試験が3章で説明したシミュレータ機
能を使って行うことができる。

4 . 2 　二線短絡の再現例
UPSの試験は JEC-2433や IEC 規格を基に行う。現実
には，現地に設置した後に規格には定義されていない外乱
現象が発生することがある。例えば，UPSの全相電圧を
すべて停電する試験が規格には定義されているが，実際に
は全相が落ちるパターンだけでなく，落雷などにより，線
間で短絡するような現象がある。富士電機の UPSには，
故障発生時の電圧や電流波形を保存する機能がある。この

保存した波形から系統モデルシミュレーションにて，どの
線間電圧で短絡が発生し，そのレベルはどの程度か，どの
タイミング（位相）で発生しているのか，負荷量はどの程
度だったかを解析する。この解析結果を基に，本試験装置
の試験モード設定画面にて短絡線間の選択，レベルの選定，
位相の選定の 3 項目を設定することで，実際に起きた短
絡現象を再現することができる（図4）。
本試験装置では，従来の遮断器で抵抗を投入する方式の

ように，抵抗の準備や組換え作業が必要ない。さらに，従
来の方式では，短絡発生時の位相を精度よく再現できな
いのに対し，本試験装置は高精度に同じ位相で再現でき
る。このため，従来では再現および原因解析に 2 週間程
度の時間を要する試験が，本試験装置を使うと UPSを接
続し，タッチパネルにて条件を設定するだけなので，わず
か 1 日で現象を再現した試験ができる。図5に，実際に発
生した短絡事故時の波形と本試験装置で再現した波形の比
較を示す。各相の残電圧レベル，発生位相および短絡時の
電圧の振動事象も再現できた。

5　あとがき

本稿では，大容量パワーエレクトロニクス機器の品質向
上と環境負荷軽減に寄与する試験装置について述べた。本
試験装置は，省エネルギーを図りながら，1MW級の大容
量製品に対して高精度な再現試験と規格適合試験を行うこ
とができる。また，試験期間短縮と品質向上に貢献する装
置である。今後もパワエレ製品の技術発展および品質向上
にまい進していく所存である。

表 2　試験項目の例

対象シミュレータ 試験項目

模擬系統
○  電圧：緩変，急変，瞬低
○  周波数：緩変，急変，追従
○  逆潮流，逆相

模擬負荷 能動負荷，受動負荷，整流負荷，
不平衡負荷，負荷変動，過負荷

模擬蓄電池
○  バッテリ放電，充電
○  バッテリテスト機能
○  バッテリ異常

短絡線間位相

レベル

図 4　タッチパネル設定画面

（b）本試験装置での再現時
U
PS
入
力
電
圧
（
10
0
V
/d
iv
）

（a）現地での落雷時

U
PS
入
力
電
圧
（
10
0
V
/d
iv
）

図 5　二線短絡波形
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1　まえがき

生産設備の安定操業・効率化を目指す上で，設備保全は
必要不可欠である。設備事故は企業イメージの低下・社会
的責任の不履行・経営責任など経営リスクにも直結する。
そのため，安全・安心のために設備オーナーとメーカーは
共に設備保全技術の向上に取り組んでいる。
近年の IoT（Internet of Things）の進展により，これ
まで収集できなかったデータが収集できるようになってき
ている。これらのデータを使ったアナリティクス・AIな
どの新たな分析によるスマートメンテナンスが始まりつつ
ある。
本稿では，プラント・工場の電気設備の管理課題に対し

て設備保全の最適化を支援する「設備管理まるごとサービ
ス」を例に，電力の安定供給に不可欠な電気設備の品質向
上とメンテナンスの高度化を実現する設備保全技術につい
て述べる。

2　電気設備の設備管理課題

公益社団法人 日本プラントメンテナンス協会のメンテ
ナンス実態調査報告

⑴

によれば，設備管理上の重要課題の上
位は次のとおりである。
⑴　故障の再発・未然防止技術
トラブル原因からの再発防止対策，劣化による故障を監

視・診断により未然にトラブルを防止する技術の開発が課
題である。
⑵　人材の育成・確保の方法
プラント建設を経験してきた高度な知識・保全技術を持
つ人材は高年齢化してきている。熟練者のノウハウ継承と，
高度な知識・保全技術を持つ次世代の人材をどのように育

成・確保していくかが課題である。
⑶　高経年設備対応
生産高を優先し長期間設備を稼動させているため，設備

の老朽化が進んでいる。事故がなく設備の稼動を続けるた
めの保全コストの適正化が課題である。
⑷　生産性向上・効率化
製品を製造し販売する本来事業として，製品の生産性向
上・効率化は経営上，高い優先度で取り組むべき課題であ
る。
⑸　保全のマネジメントサイクル
上位方針から設備保全方針を策定し，中長期保全計画・
年度保全計画を作成し，管理していくことが課題である。

3　「設備管理まるごとサービス」の概要

富士電機は，メーカーとして納入した製品のメンテナン
スを顧客から委託を受ける形態でサービスを提供してきた。
しかし，設備オーナーである顧客は，機器のメンテナン
ス・トラブル対応だけでなく，設備管理業務全般に対する
支援サービスを求めている。
設備管理まるごとサービスを提供するためには，長年の
実績で培った顧客からの信頼の上に，次の技術要素・人的
対応などの実現が重要である。
⒜　現場ニーズ（顧客・サービス）をくみ取ったサービ
ス商材

⒝　機器のオンサイト診断と遠隔監視を融合する技術
⒞　顧客業務を分析し，課題の抽出とソリューションの
提案を行う設備保全コンサルティング

⒟　富士電機のサービス技術者の専門技術向上やサービ
ス技術者の多能化
⒠　サービス技術者のモノからコトへの意識改革

設備保全の最適化を支援する「設備管理まるごとサービス」

福島　宗次  FUKUSHIMA, Soji

“Comprehensive Equipment Management Service” Supporting Optimization of Equipment 
Maintenance

生産設備の安定操業・効率化を目指す上で，設備保全は必要不可欠である。設備オーナーは，機器のメンテナンスやト
ラブル対応だけでなく設備管理全般に対する支援サービスを求めている。富士電機は，日常点検から費用管理までの設備
運用・管理の最適化により，設備保全費を低減し，故障未然防止，故障修復時間短縮など，設備の安定稼動を目指す「設
備管理まるごとサービス」を提供している。これにより，管理対象設備と顧客の業務面において，課題の特定，課題の解
決策，継続的な改善など，設備保全の最適化を支援し，安全・安心な設備運用・管理に貢献することができる。

Equipment maintenance is essential for stable operation and effi ciency of production equipment.  Equipment owners are seek-
ing support services that cover not only equipment maintenance and troubleshooting, but also comprehensive management of the 
equipment.  Fuji Electric provides Comprehensive Equipment Management Services, aimed at stabilizing equipment operation by  
preventing malfunction and shortening repair times, as well as reducing equipment maintenance costs by optimizing the operation 
and management of equipment, covering from a daily check to cost management.  Our services contribute to the safe and secure 
operation and management of equipment by delivering support for optimal equipment maintenance, involving identifying issues, 
providing their solutions, and conducting continuous improvement, in terms of customers’ business and equipment management.
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⒡　富士電機の機種ごとの相談窓口であるコンタクトセ
ンターの集約による顧客情報と遠隔監視情報などの一
元的管理と活用

3 . 1 　「設備管理まるごとサービス」の狙い
図1に示すように，設備管理の業務は，保全戦略・計画
の立案から始まり，保全の実行，保全データ管理，設備管
理，さらには保全要員の教育・訓練など多岐にわたる。ま
た，日常点検から費用管理までの日常業務において，設備
運用・管理の最適化により，設備保全費を低減し，故障未
然防止，故障修復時間短縮により設備の安定稼動を目指し
ている。

3 . 2 　「設備管理まるごとサービス」の提供の流れ
富士電機が提供する設備管理まるごとサービスは，管理
対象設備と顧客の業務面において，課題の特定，課題の解
決，継続的改善の流れに従って提供する。表1に設備管理
上の課題と解決策を示す。
⑴　課題の特定
設備保全計画の立案時の課題（顧客側），その保全計画
の実施上の課題，実績管理の課題，保全要員・保守部品・
保全費用管理の課題など，リスク評価を含めた総合設備診
断により顧客と相談しながら課題を特定する。
⑵　課題の解決
特定した課題に応じて，表1に示した①保全計画，②設

備更新，③設備監視，④保全管理方案の解決策を提案する。
⑶　継続的改善
導入した解決策の効果を，収集したデータから評価・分

析し，保全計画を見直す。点検周期の見直しや，管理方法
の改善，機器の更新などを含め，さらなる改善を図る。

4　サービスを実現するシステム

設備管理まるごとサービスのシステム構成を図2に示
す。設備管理まるごとサービスは，フィールドデバイス，
IoTプラットフォーム，O&M（O&M：Operation and 
Maintenance）サービスプラットフォーム

⑵，⑶

，O&Mサー
ビスアプリケーションで構成される。IoTプラットフォー
ムは，フィールドデバイスから送られてくる現場データを
収集するエッジコントローラ，サービスアプリケーション
の実行環境を提供するサーバシステム，それらをつなぐ通
信機能，ならびに収集したデータを分析・解析するアナリ
ティクス・AIで構成されている。

顧客の管理対象設備

狙い：プラント・工場の電気設備の管理課題
に対して設備保全の最適化を支援

① 設備運用・管理の最適化（設備保全費の低減）
② 設備の安定稼働（故障未然防止，故障修復時間短縮）

○日常点検
○定期点検
○突発トラブル対応
○作業管理
○設備業者対応
○ドキュメント管理
○台帳管理
○作業管理
○部品管理
○費用管理

顧客価値

変圧器 モールド変圧器

○防災設備
○電灯

○空調設備
○環境監視設備

無停電電源装置
（UPS） ガス分析計

遮断器 配電盤 駆動制御装置

受配電
設備

電源
設備

生産
設備

付帯設備

監視制御
設備

DCS

保全戦略・
保全計画を
立てる

保全を
実行する

保全データを
管理する

設備を
管理する

保全教育・
訓練を行う

顧
客
の
業
務
軸

図 1　「設備管理まるごとサービス」の狙い

表 1　設備管理上の課題と解決策

課　題 解決案

設備全般
○  設置設備の全体像を見たい
○  設備保全を見直したい
○  設備投資計画を立てたい
○  社会的責任と安全を確保したい

総合設備診断
○  総合設備診断サービス

保全方針
○  設備の重要度に応じたメンテナン
スを実施したい
○  故障の再発・未然防止を図りたい
○  高経年設備を安定稼動させたい

保全計画
○  メンテナンス計画
○  設備のストレス状況，品質状況
に応じたメンテナンスの実施

○  個別機器の設備診断

高経年稼動設備
○  老朽化した機器を更新したい
○  更新時に最新技術を導入したい
○  設備品質を高めたい
○  設備稼動率を上げたい

設備更新
○  機器更新
○  品質向上機器の導入
 ・電源安定化
 ・省エネルギー化など

設備異常
○  停止時間と再稼動時間を縮小した
い
○  良好なメンテナンスにしたい
○  社会的責任と安全を確保したい

設備監視
○  遠隔監視装置の導入
 ・稼動監視
 ・遠隔保守
 ・劣化診断など

保全管理業務
○  保全要員の管理を効率化したい
○  保守部品の管理を効率化したい
○  保全データを有効に活用したい
○  保全要員を確保・育成したい

保全管理方案
○  設備管理支援ツール導入
 ・O&M支援
 ・ウェアラブル遠隔支援など
○  教育・育成支援
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O&Mサービスプラットフォームは，5章に記載する運
転管理，保全管理，分析管理機能を備えている。設備管
理対象となる機器の共通監視ユーザインタフェース（UI）
をテンプレートとしてそろえている。
O&Mサービスアプリケーションは次の四つがある。
⒜　VCB一括遠隔監視
⒝　高圧機器部分放電監視（オンサイト）
⒞　データセンター遠隔監視（開発中含む）
⒟　蓄電池遠隔監視
これにより，設備管理対象機器の稼動情報・アラーム情

報などを中心に，異常兆候を判断する機器固有情報を選
定し，その情報を監視・診断する UIをテンプレートで定
義・設定できる。

5　稼動情報と保全情報の統合と分析

図3に示すようにO&Mサービスプラットフォームは，
ISO 18435（O&M統合モデル）で定義された運転管理業
務，保全管理業務，分析管理業務を支援する機能がある。
対象機種から収集した稼動情報と，人の作業に関わる点検
情報や故障情報などの保全情報を統合し分析する。

5 . 1 　運転管理機能
運転管理機能は，設備管理の場面では対象機器の稼動情

報などを収集・蓄積する。対象機器の情報は，エッジコン
トローラからインターネットを経由してクラウドのサーバ
システムに蓄積し，O&Mサービスアプリケーションで遠
隔監視する。

5 . 2 　保全管理機能
保全管理機能は，設備管理支援システムで入力された点

検情報や故障情報などの保全情報を管理する。具体的には，

設備台帳（設置年，メーカー情報，保守連絡先，消耗品リ
ストなど）を基にした設置場所，点検計画・実績，故障履
歴・対応記録，交換部品の在庫状況，保全実績などの情報
である。

5 . 3 　分析管理機能
分析管理機能は，稼動情報と保全情報を統合する。その

上で，稼動・状態・傾向監視や，認識・診断・予測・最適
化，リスク・影響度・環境負荷などの分析・評価を行う。
この分析・評価の結果を基に，運転計画への反映，保全

計画の修正・見直しなどに反映する。これにより，設備運
用・管理の最適化による設備保全費の低減，設備の安定稼
動による故障未然防止，故障修復時間短縮を行うことがで
きる。

6　導入事例

6 . 1 　稼動率改善
図4にO&Mサービスプラットフォームを用いた稼動情
報と保全情報の統合による稼動率改善事例を示す。
稼動情報の一つである生産実績（図4⒜）を，運転管理
機能から取得する。例えば，生産計画よりも著しく生産実
績が低下した⑴～⑷と，故障発生状況からなる保全情報
（図4⒝）を比較して，故障が発生した設備を特定できる。
図4⒞は，保全管理機能から取得した，保全情報の一つ
である設備Aの点検情報を示している。設備Aの点検情
報と故障発生状況の傾向を分析すると，設備Aの故障発
生前に点検項目 1のデータが小さくなり，点検項目 2の
データが大きくなる傾向があることが分かる。この分析結
果から点検項目 1のデータ，点検項目 2のデータの点検
周期を短くすることを点検計画に反映することで，故障発
生検知精度が上がり，事前に故障の発生を予測できる。ま
た，故障前に計画的に保全作業を実施することで，故障を
未然に防止して設備の稼動率を改善できる。
図4⒟は，設備 Aの故障前後の稼動情報を示しており，

操業最適化エネルギー管理 設備管理

O＆MサービスプラットフォームIoT サービスアプリケーション  

IoT プラット
フォーム

O＆Mサービスアプリケーション

アナリティクス・AI

サーバシステム

エッジコントローラ

データ収集 フィードバック

フィールド
デバイス

図 2　システム構成

＊1：クラウド遠隔監視システム
＊2：AI エンジン・BI（Business Intelligence）ツール
＊3：設備管理支援システム

運転管理 *1 分析管理 *2 保全管理 *3

運転計画

稼動情報 保全情報

アナリティクス・AI

AI

保全計画

運転監視 データ分析
保守点検・異常修復

図 3　O&Mサービスプラットフォームの機能構成図
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これを統計解析することで，新たな稼動データ間の相関関
係を発見することができる。図4⒠に統計解析した設備A
の各稼動情報のデータ相関を示す。この事例では，故障が
発生する前に，データが正常時の相関から大きく離れた値
を示すことが分かる。
したがって，データ相関から判明した設備Aの稼動情
報にしきい値を設定して重点的に監視することで，異常を
事前に検知して設備異常停止を回避し，稼動率を改善する
ことができる

6 . 2 　障害修復時間の短縮
図5は，遠隔監視システムを導入した場合の障害発生か
ら対応完了までの障害修復時間の比較である。障害や異常
兆候などを検知すると，O&Mサービスアプリケーション
は異常通知メールを発信する。富士電機のサービス技術者
は，メールを受け取ると即座にO&Mサービスアプリケー
ションに接続して状況を詳細に把握し，原因を特定して対
応を手配する。これにより，ある事例では，導入前と比較
して異常を検知してから復旧完了までに要する時間を，約
30%短縮できるようになった。

7　あとがき

設備保全の最適化を支援する「設備管理まるごとサービ
ス」について述べた。
富士電機の IoTソリューションは，“Small，Quick 
Start & Spiral-up”をコンセプトに，“フィールドデバイ
スと解析・最適化技術を生かし，お客さまにとっての新た
な価値を創出します”をキャッチフレーズとして進めてい
る。その中で，IoTサービスアプリケーションとしての設
備管理ソリューションは，運転管理と保全管理からその情
報を分析管理することで設備保全の最適化を目指すサービ
スとして取り組んでいる。
アナリティクス・AIの適用は，限定的領域ではあるが
成果を上げている。現在，エッジ側での適用が主流である
が，今後は，稼動情報と保全情報の統合加速や長期間デー
タの活用など幅広い情報を評価・活用するため，クラウド
での適用を進めているところである。
設備保全分野では設備保全コンサルティングのニーズが
高く，そのノウハウを生かし，さまざまな設備保全商材を
提供し継続的にお客さまに寄り添う設備管理まるごとサー
ビスで，設備保全費の低減，故障未然防止・故障修復時間

（a）生産実績 （d）設備A 稼動情報 （e）設備A 稼動情報のデータ相関
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故障情報設　備

稼動情報

保全情報

図 4　稼動率改善事例

遠隔監視サービス導入前

電話
コール受付 完了状況

把握
CE
手配

CE
手配

代替部品
手配

CE
移動

代替部品
送付

復旧
作業

代替部品
手配

CE
移動

代替部品
送付

現地
詳細調査

遠隔監視サービス導入後

メール
受付 完了状況

把握
復旧
作業

リモート
詳細調査
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CE：Customer Engineer

図 5　遠隔監視サービス導入前後の障害修復時間の比較
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短縮により，安全・安心な設備運用・管理に貢献する所存
である。
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1　まえがき

富士電機の電源設備は，主要な設備として，工場やビル，
データセンター（DC：Data Center）における日々の操
業を支えている。
近年では，異常気象による商用電源の変動や事故，さ

らには事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）
に対応するため，発電設備や無停電電源装置（UPS：
Uninterruptible Power System）の導入が増えている。
また，従来は受変電設備，発電設備，UPSを個別に発注
せずに一括発注するケースが増え，ワンストップでの対応
が求められている。
本稿では，近年の市場ニーズに対して提案した，大規模
施設向け電源設備のワンストップソリューションについて
述べる。

2　電源設備に求められること

図1に電源設備における主要な電源機器の構成を示す。
電源設備は構内の受電所にて特別高圧または高圧で受電す
る。電圧を降圧して各建屋や階層へ振り分けた後，さらに
各設備向けに降圧した電圧を配電し，各設備が稼動してい
る。電源設備の機器や装置を適切に選定し，密接に連動さ
せて稼動することが必要である。
富士電機は，表1に示す電源機器を取り巻くメガトレン
ドを捉え，顧客に最適なソリューションを提案している。
この中で重要なのは電力供給を安定的に行うための，冗
長化
〈注 1〉

はもちろんのこと，世界的な経済の加速により，全
産業で隆盛・後退のビジネスサイクルが短くなり，景気動
向に合わせた柔軟でタイムリーな設備拡張性が求められて
いることである。また，予算管理・設計調整・施工調整・

納期管理などの建設マネジメントの省人化と保守点検まで
をワンストップ化し，設備投資から運用までを効率化する
ため一括設備発注が行われるようになっている。

大規模施設向け電源設備のワンストップソリューション

村岸　拓郎  MURAGISHI, Takuro 高橋　　淳  TAKAHASHI, Jun

One-Stop Solution for Power Supplies of Large-Scale Facilities

世界的な経済の加速により，景気動向に合わせた柔軟でタイムリーな設備の拡張性が求められている。富士電機は，半
導体の新工場建設工事において，配電盤などの設備を EPC 案件として一括受注した。柔軟な拡張性・仕様変更への追従性
に対するアイテムとしてモータコントロールセンター「M-Qube」を提案し，採用された。また，組立工場の建設工事に
おいてもコージェネレーション設備を EPCとして電源設備を一括受注した。このコージェネレーション設備は，コンテナ
パッケージを採用してコンパクト化するなど，トータルコストの削減や BCPへの対応も可能にした。

The accelerating worldwide economy has required fl exible and timely facility expansion in accordance with economic trends. 
Fuji Electric received an order of equipment such as switchboards for a newly constructed semiconductor plant as an engineering, 
procurement and construction (EPC) project.  In the project, we proposed the “M-Qube” motor control center, and it was adopted 
owing to the fl exible scalability and adaptability to specifi cation changes.  Furthermore, we also received an order for the power 
supply facilities, including cogeneration facilities as an EPC project, of a newly constructed assembly plant.  We utilized a container 
package to reduce the size of the cogeneration facilities, while also decreasing total costs and supporting BCP.

〈注 1〉  冗長化：機器やシステムの構成要素について，同じ機能や役

割の要素をあらかじめ複数用意しておき，異常が発生した時

に代替できるよう待機させておくことである。

C-GIS/GIS

特高変圧器
発電装置

配電盤 モールド変圧器 UPS，瞬停対策装置

監視装置

発電所

特　高

高　圧

低　圧
…

低　圧
… 各建屋

各階層

G

デジタルリレー

図 1　富士電機の提供する電源機器
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例えば，大型化が進む DCでは，高品質・高信頼性に加
えて，竣工（しゅんこう）当初は装置を全て実装せず，需
要増に応じて増設するようになっている。半導体工場では，
運用中に拡張やメンテナンスが可能なことが求められ，高
品質と保守業者への安全性が重要である。また，組立工場
においては，経済性と BCPの両立が必要である。
また，顧客はとりまとめ技術者の不足などもあり，従来
のように設備ごとに細分化して発注せず，受電設備から低
圧設備までを一括設備発注するケースが増えている。 

3　データセンター（DC）の事例

近年，DCの大規模利用が進み，一棟貸しやフロア区画
ごとに貸し出す業態も増えている。DCは設備投資に対す
る費用対効果を最大限にすることが求められ，設備の拡張
性と可用性が重要である。
DCの使用形態は，主にハウジング（コロケーション），
ホスティング，クラウドの三つに大きく分類される。特に，
ユーザのサーバ管理を受託するハウジングの場合，テナン
トの多寡と機能要求により設備投資計画が大きく左右さ
れ，設置する機器やその工事計画，いわゆる段階施工計画
を DC事業者ときめ細かく詰める必要がある。
富士電機は，某所DCの電源設備として 77 kV 電源設

備，ガスタービン発電設備，UPS，現場監視設備を EPC
〈注 2〉

として一括受注した。設備概要を図2に示す。これまでの
EPCの実績や経験に基づき，要件の整理，設計，機器の
生産計画，関係官庁・役所への届け出，現地工事や調整試

験，各種検査を綿密に計画して実行し，滞りなく完納した。
富士電機は効率が最高レベルの UPSを持っており，標準
化した周辺盤とともにランニングコストが低く，拡張性の
高い電源設備で DCの運用を支えている。

4　半導体工場の事例

富士電機は，ある顧客の半導体の新工場建設工事にお
いて，22/6.6 kV 配電盤，22 kVモールド変圧器，低圧コ
ントロールセンター，中央監視装置，UPSなどの設備を
EPC 案件として一括受注した。この案件において，柔軟
な拡張性・仕様変更への追従性に対するソリューションの
アイテムとして，図3に示す富士 SMBE 社製のモータコ

〈注 2〉  EPC：Engineering， Procurement and Construction の

略で，工場やプラントなどの建設において設計，資機材調達，

製作，建設工事を含む一連の工程を請け負うことである。

表 1　電源設備を取り巻くメガトレンドとニーズ

市場背景 メガトレンド 受配電機器のニーズ

グローバル化
の加速

○東南アジアの経済発展
○貿易摩擦
○eコマースの普及
○M&Aによる事業拡大

○タイムリーな設備投資
○柔軟な設備拡張性

国内労働人口
の減少

○少子高齢化
○労働時間の短縮
○技術者不足

○一括設備発注
○自動点検
○効率化
○メンテナンスフリー
○長寿命製品

生産技術の革
新

○スマートファクトリー
○ロボットの活用
○フレキシブル生産

○柔軟な設備拡張性
○見える化
○自動化

IoTの普及
通信速度の高
速化

○故障予知
○学習機能
○AI
○ビッグデータの活用
○スマートデバイス普及

○自動診断
○寿命診断
○故障解析
○最適化制御

環境性能 ○高効率
○環境負荷低減 ○耐環境性製品

安心・安全性
能の向上

○異常気象
○BCP
○レジリエンス

○冗長化
○コージェネレーション
○非常用発電設備
○瞬低対策

無停電電源装置
サーバ用
3,500 kVA

6 kVサブ
変電設備

非常用
発電設備
5,000 kVA

予備
発電設備
5,000 kVA

予備
発電設備
5,000 kVA

6 kVサブ
変電設備

非常用
発電設備
5,000 kVA

6 kVサブ
変電設備

非常用
発電設備
5,000 kVA

6 kVサブ
変電設備

非常用
発電設備
5,000 kVA

3,500 kVA×8セット 1,000 kVA×4セット

無停電電源装置
サーバ用
3,500 kVA

無停電電源装置
空調用

500 kVA×2

66 kV特高受配電設備
50MVA×4

無停電電源装置
空調用

500 kVA×2

図 2　某所DC電源設備概要
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引出型
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250AF：3モジュール
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図 3　モータコントロールセンター「M-Qube」の構成
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ントロールセンター「M-Qube」を提案し，採用された。
一般に，半導体生産のユーティリティには，空調設備，
給水設備，排水処理設備，圧空設備，排気設備，ガス設備
などがある。これらの設備における電源の容量，電圧，非
常用電源による停電時の給電の有無は，電源種別ごとに異
なっている。さらに，半導体の製造技術の革新は速い上，
世界経済の影響を受けて生産ラインの増設や統廃合が頻繁
に行われる。そのため，設計から竣工までの間に仕様が大
幅に変更となることが多い。従来は，盤の筐体（きょうた
い）に固定式の配線用遮断器（MCCB）を取り付けてい
たため，設計や製作を柔軟に仕様変更に対応することが難
しかった。
そこで，柔軟な拡張性・仕様変更への追従が容易にでき
るM-Qubeをシステムの設備に採用してもらった。この
製品は，国際規格である IEC 61439の Form4b

〈注 3〉

に準拠し
ているため，万が一内部事故が発生した場合でも周囲の作
業者への安全性が向上している。さらに，筐体の接合は溶
接ではなくボルトとナットを採用しているため，メンテナ
ンス性の向上だけでなく，製作納期の短縮と廃棄時の容易
性を実現している。図3に示すとおり，MCCBおよび電
磁接触器（MC）で構成される引出型モジュールとなって
いる。容量によってモジュールの高さは変わるが，幅は一
定である。モジュールを引き出した状態でも IP2X

〈注 4〉

を保つ
ことができ，仕様変更や拡張に対してモジュールの組替え
で安全かつ柔軟に対応することができる。また，列盤での
最大定格電流が 5,000Aとなっており，大容量の電源送
電と，柔軟な回路数・容量変更・拡張性の両立を実現して
いる。

5　組立工場の事例

富士電機は，組立工場の新工場建設工事において，
66 kV 受配電設備，6.6 kV 配電設備，6.6 kVモールド変
圧器，中央監視装置，コージェネレーション設備を EPC
として電源設備を一括して受注した。図4，図5に示す
コージェネレーション設備は，電力とエンジン運転の排熱
から温水や蒸気などの熱を利用して，工場のいっそうの省
エネルギー（省エネ）を実現する。
コージェネレーション設備で発生した温水を，夏季は冷
温水発生機で冷水に変換して，冬季は温水をそのまま外気
空調機へ供給することで，冷暖房として活用していた。ま
た，高温のエンジン排ガスは排熱回収ボイラで蒸気にする
ことで，工場の塗装ラインの乾燥工程に使用していた。こ
のよう排熱を捨てることなく高効率に稼動させ，工場の省
エネに大きく貢献している。

一方，66 kV 受配電設備が商用停電を検出すると，中央
監視装置経由で，工場内の 6.6 kV 配電設備へ信号を送り，
全停時の縮退運転状態へと移行する。その後，BCPに従っ
て，コージェネレーション設備を制御して重要負荷へ送電
する。
復電後は，66 kV 受配電設備の同期検定装置で商用給電

との同期運転も無瞬断で行うことができる。
コージェネレーション設備は，補機も組み込んだコンテ
ナパッケージを採用して，コンパクト化している。機器を
据え付けた状態のコンテナを現地に輸送するため，建築コ
ストおよび現地据付工数を大幅に減らすことができ，トー
タルコストが削減できた。
上述のように，富士電機が一括で電源設備を受注し，ワ

〈注 3〉  Form4b：入力機器，母線，出力機器，出力ケーブル端子の

収納部が個別に区画された構造をいう。

〈注 4〉  IP2X：“防じん等級 2，防水等級なし”を示す。“フィンガー

プロテクション”とも呼ばれ，人の指が入らない程度の保護

等級である。

：給電回路 常用発電装置
○温水を空調利用
○蒸気を生産に利用

商用 66 kV

電力 電力
蒸気

塗装
ライン

温水

熱

重要負荷 一般負荷

同期投入CB

外調機

冷房・暖房

…

Ｇ Ｇ

図 4　コージェネレーションの通常運用（温水・蒸気利用）

Ｇ Ｇ

：給電回路

停電発生

復電時
同期投入

常用発電装置

○BCP 電源
商用 66 kV

電力

重要負荷 一般負荷

同期投入CB

遮断

…

図 5　コージュネレーションの BCP対応時運用（重要電源確保）
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ンストップでエンジニアリングを行った。さらに，コー
ジェネレーション設備を工場の省エネ運用に活用するだけ
でなく，BCP対応として重要な機能も併せて提供した。

6　あとがき

大規模施設向け電源設備のワンストップソリューション
について述べた。
今後は，電源設備分野においても IoT（Internet of 

Things）技術を活用した，設備の効率運用化・保守の省
力化が進むものと予想される。今後とも富士電機はお客さ
まの声に耳を傾け，電源設備システムに新たな価値を付加
し，お客さまの満足度を高めていく所存である。

村岸　拓郎
電気設備のエンジニアリング業務に従事。現在，
富士電機株式会社パワエレシステム エネルギー事
業本部施設・電源システム事業部施設電機技術部
長。技術士（電気電子部門）。

高橋　　淳
電気設備のエンジニアリング業務に従事。現在，
富士電機株式会社パワエレシステム エネルギー事
業本部施設・電源システム事業部施設電機技術部
課長。
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1　まえがき

電力システム改革が進み，地域を越えた広域系統運用が
拡大している。このような中，電力会社間の接続のシーム
レス化，分散型電源が大量に連系された状態での系統安定
度の維持，設備の高経年化，人材不足による保守などの課
題や問題が顕在化してきている。このような背景の中，各
電力事業者は，電力の安定供給および設備更新のさらなる
効率化，コスト低減が求められている。
特に，電力業界の変電所設備は高経年化が進み，多くの

設備が更新時期を迎えている。これらの設備の更新に当
たっては，更新工事の効率化やコスト抑制に加え，更新設
備の高い信頼性や保守・運用の高度化が求められている。
このようなニーズに応えるため，変電所設備の新設や更新
の際に，デジタル化技術を活用したデジタル変電所の実現
が期待されている。デジタル変電所は，現在の変電所設備
の中で数百本も敷設されている制御ケーブルを省線化して，
変電所の設備をスリム化し，施工を効率化することができ
ると考えられている。
本稿では，高度な保守・運用を実現するデジタル変電所

技術について述べる。

2　変電所デジタル化技術の動向

図1にデジタル変電所の情報系の構成例を示す。これま
では，ステーションバスの実用化研究が先行して進められ
てきた。近年では，プロセスバスの実用化研究が盛んにな
りつつある。
海外においては，デジタル変電所を実現するために，国

際標準規格 IEC 61850で定められた監視制御情報の共通
情報モデルおよび通信サービスインタフェースを採用する

傾向にある。国内においても IEC 61850による変電所の
デジタル化が検討されている

⑴～⑶

。
現行の変電所システムでは，制御信号などのアナログ信
号ケーブルが数百本も布設されている。これらのアナログ
信号ケーブルを光ファイバケーブルなどに置き換えたプロ
セスバスにより，変電所内の全情報がデジタルデータ化で

高度な保守・運用を実現するデジタル変電所技術

石上　雄太  ISHIGAMI, Yuta 杉田　浩平  SUGITA, Kohei 野川　方生  NOGAWA, Michio

Technology of Digital Substation for Advanced Maintenance and Operation

電力業界の変電所設備は高経年化が進み，多くの設備が更新時期を迎えている。変電所設備の更新では，更新工事の効
率化やコスト抑制と，更新設備の高い信頼性や保守・運用の高度化が求められている。富士電機は，このようなニーズに
応えるため，デジタル化された変電所を構成する国際標準規格である IEC 61850に準拠した IEDとMUを開発した。複
数の IEDとMUを Ethernet 通信ケーブルで接続し，IEC 61850に対応したデジタル変電所システムの実用化に向けて開
発を進め，オーバーサンプリング手法の採用や，保護性能（3サイクル遮断）の検証を実施している。

The aged substation facilities in Japanese electric power industry has created the growing need to replace many of them.  When 
replacing substation facilities, it is required to improve construction work effi ciency, save costs, increase equipment reliability, and 
enhance maintenance and operation.  To meet these needs, Fuji Electric developed IEDs and MUs in accordance with IEC 61850, an 
international standard that stipulates the confi guration of digitalized substations.  Connecting IEDs and MUs via Ethernet, we have 
been developing an IEC 61850 fully digitalized substation by using oversampling techniques and  examining protection performance 
(3-cycle breaking).

制御卓ステーション
レベル*1 給電

制御所

変電所サーバ

ベイ
レベル*2

Ethernet*4 スイッチ

Ethernet スイッチ

IED
保護
リレー

CBC
DCC
など

MUCBC
DCC
など

MU

IED
保護
リレー

IED
制御
ユニット

Ethernet スイッチ

Ethernet スイッチ

IED
保護
リレー

CBC
DCC
など

MUCBC
DCC
など

MU

IED
保護
リレー

IED
制御
ユニット

Ethernet スイッチ

ステーションバス

プロセス
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プロセスレベル*3

＊1：変電所全体に関わるレベル
＊2：一つの回線，設備に関するレベル
＊3：主回路機器とのインタフェースに関するレベル
＊4：Ethernet：富士ゼロックス株式会社の商標または登録商標

IED ：Intelligent Electronic Device
CBC ：Circuit-Breaker Controller
DCC ：Disconnector Controller
MU ：Merging Unit

図 1　デジタル変電所の情報系構成例
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きる。プロセスバス通信は，IEC 61850で規定された通
信サービスインタフェースによって，各メーカーの機器も
容易に接続できる。
アナログ信号ケーブルは，屋外にあるプロセスレベルの
現場機器と，屋内にあるベイレベルの機器間の長距離を接
続している。プロセスバス化は，このアナログ信号ケーブ
ルの省線化と，省線化による現場機器の小型化・施工の省
力化を実現する。また，プロセスバス化は，施工期間の短
縮，施工時およびメンテナンス時の安全性の向上に効果が
ある。
また，変電所内情報のデジタルデータ化による情報共有

により，監視・自動制御などの機能が高度化し，変電所シ
ステムの安定稼動，故障の未然防止が期待できる。さらに，
複数の変電所内で計測された各種電気量や機器情報を長期
間蓄積し，再利用することにより，変電所機器のアセット
マネジメントの高度化が期待される。

3　富士電機の変電所デジタル化技術

富士電機は，変電所内情報のオールデジタル化，つまり
デジタル変電所を実用化するための研究開発を 2011 年か
ら進めている。次にデジタル変電所を構成する機器の開発
状況について述べる。

3 . 1 　IEC 規格準拠の IED，MU
デジタル変電所を構成する主な機器には，IED

（Intelligent Electronic Device）とMU（Merging Unit）
がある。IEDは，変電所内外で発生する各種故障を検出
し，遮断器へトリップ指令を出力する保護演算装置である。
MUは，変電所内で計測した電圧・電流と遮断器開閉情
報を入力し，デジタルデータに変換して IEDに出力する
入出力変換装置である。IEDとMU間の通信には国際標
準規格である IEC 61850の採用が主流である。
従来の保護リレー装置で計測した変電所内の電圧・電流
と遮断器開閉情報の入力は，アナログデータであるのに対
して，MUから IEDへの入力は，デジタルデータである。
そのため，すべてのMUは共通の時刻を使い時刻同期し
たデジタルデータを出力する必要がある。
上述の内容を踏まえて，富士電機では，新たに IEC 

61850 対応の IEDとMUを開発した。開発した IEDの
外観を図2に示す。本 IEDとMU 間の通信には，IEC 
61850の通信サービスインタフェースを用いた。電圧と
電流の瞬時値データの通信には SV（Sampled Values）
を，遮断器の開閉情報などの通信には状変通知用通信で
ある GOOSE（Generic Object-Oriented Substation 
Events）を使用した。
富士電機は，3.2 節に記載する国際標準規格である IEC 

61588に対応した時刻同期のシステムの実用化に取り組
んでいる。さらに，3.3 節に記載する時刻非同期のシステ
ムの実用化にも取り組んでいる。

3 . 2 　電力システムシミュレータを用いたモデル検証
富士電機は，デジタル変電所を実フィールドに構築する

前段階として，IEC 61850と IEC 61588に対応した電力
系統を模擬した電力システムシミュレータを開発した。デ
ジタル変電所モデルは，この電力システムシミュレータの
中で構築した。デジタル変電所で必要となる機能について，
社内試験を通して確認し，中部電力株式会社に納入した。
この電力システムシミュレータについて次に述べる

⑷

。
⑴　電力システムシミュレータのシステム構成
図3に電力システムシミュレータのシステム構成を示す。
運転支援システムは，電力システムシミュレータの中に

構築したデジタル変電所モデル内の遮断器モデルなどに対
して，制御・状態監視を行う。
電力システムシミュレータは，電力流通設備を模擬した

機器モデルを系統構成に合わせて複数接続し，等価的に縮
約された系統（縮約系統）を構成する。これらの機器モデ
ルは，アナログ型モデルとハイブリッド型モデルから構成
される。アナログ型モデルは，変圧器や送電線などの電力
流通設備を R，L，C 素子を使って等価縮約している。一
方，ハイブリッド型モデルは，同期発電機，太陽光発電シ
ステム，需要家負荷などの特性をデジタル演算し，演算結
果に応じた電流をアナログ量として出力する。
デジタル変電所を電力システムシミュレータの中に構築

するために，情報通信機器は次の 3 要素で構成した。
⒜　系統の電圧と電流の瞬時値をサンプリングする
MU
⒝　遮断器を制御する計測制御用 IED
⒞　保護制御演算を実行する保護制御演算用 IED

⑵　通信概要
通信ネットワークは Ethernet

〈注 1〉

ベースで構築した。運転
支援システムは，運転支援システム用ネットワークを介
してデジタル変電所モデル内の遮断器モデルなどと接続
した。各機器モデルへの制御指令は，変電所を管理する
上位サーバに相当する FEP（Front End Processor）で

〈注 1〉  Ethernet：富士ゼロックス株式会社の商標または登録商標

図 2　IED外観
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IEC 61850プロトコルに従って変換され，機器モデル内
の IEDに送信される。一方，各機器モデル内の IEDが送
信するリアルタイム監視データは，FEPで集約され運転
支援用ネットワークのクライアントにリアルタイムにグラ
フ表示される。
⑶　IEDとMUの種別
IEDとMUの種別を表1に示す。デジタル変電所モデ
ル内のネットワーク（モデル用ネットワーク）には，IED
とMUが計 228 台接続されている。計測制御用の 191 台
の IED（A）をステーションバスに接続した。保護制御演
算用の 3 台の IED（B）を，ステーションバスとプロセス
バスの両方に接続した。加えて，瞬時値計測用の 34 台の
MUをプロセスバスに接続した。各 IEDとMUは，IEC 
61850および IEC 61588 対応の Ethernetスイッチを
使って相互に接続した。
⑷　時刻同期とサンプリング同期
電力システムシミュレータにおいて，デジタル変電所の
シミュレーション結果を高精度に解析・評価するために
は，縮約系統に分散配置された IED（A）と IED（B）が
計測するデータを，サンプリング時刻どおりに遅延するこ
となく統合する，すなわちサンプリング同期を行う必要が
ある。また，保護制御演算用 IED（B）では，高精度に時
刻同期された複数のMUでサンプリングした電圧と電流
の瞬時値を使って，常に保護制御の演算を行う。そのた

め，一般的な電力波形記録計のようにあらかじめ設定した
トリガーにより，ある時間区間のみ計測データを取得する
方式と異なり，IED（B）では，高精度で時刻同期された
計測データが常時必要となる。このため，縮約系統内の
全ての IEDとMUが，一つの基準時刻に同期して常に計
測・制御を行う必要がある。システム全体の基準時刻には，
GMC（Grandmaster Clock）を使用した。
運転支援システム用ネットワークでは，NTP（Network 
Time Protocol）により時刻同期を行った。一方，モデル
用ネットワークでは，高精度な時刻同期に対応するため，
IEC 61588の PTP（Precision Time Protocol）を使って
時刻同期を行った。これにより，モデル用ネットワーク内
の IEDおよびMUは，GMCの基準時刻に対して ±1µs
以内の時刻同期精度を実現した。
これまでに述べた時刻同期技術により，縮約系統内の全

IEDは，20µs 以下の時刻同期精度でデータが取得できた。
これは，電力システムシミュレータとして十分な時刻同期
精度である。
⑸　任意制御リレーモデル
デジタル変電所における保護リレーシステムを模擬する
任意制御リレーモデル（Ryモデル）は，図4に示すよう
に IED（B）とMUを組み合わせて構成した。 
Ry モデルの MU は，計器用変成器（VT：Voltage 
Transformer）と変流器（CT：Current Transformer）
の各入力部から，縮約系統の電圧と電流を 5,760Hzのサ
ンプリング周波数で計測する。また，このMUは，遮断
器モデルの接点から出力される遮断器の開閉情報もリア
ルタイムに取得する。このMUは，これらの系統情報を
IEC 61850の通信サービスである SVと GOOSEを使用
して，プロセスバスに送信する。
IED（B）は，MU からプロセスバス経由で SV と

GOOSEにより受信したデータを使って保護制御演算を行

運転支援システム用
ネットワーク

運転支援
システム

デジタル
変電所
モデル

モデル用ネットワーク
（ステーションバス）

モデル用
ネットワーク
（プロセスバス）

1Gbps

1 Gbps
1 Gbps

1 Gbps

CT

VCT計測値

遮断器開閉情報

100Mbps

FEPSW

遮断器モデルなど
IED（A）×191台

SW SW SW

FEP ：Front End Processor
SW ：ネットワークスイッチ
GMC ：Grandmaster Clock
IED ：Intelligent Electronic Device
MU ：Merging Unit
VT ：計器用変成器
CT ：変流器
VCT ：Voltage Current Transformer

MU×34台

IED（B）×3台

SW

SWGMC

SW

VTCTVTVT

ステーション
レベル

プロセス
レベル

ベイレベル

図 3　電力システムシミュレータのシステム構成

表 1　 IEDとMUの種別

種　別 呼　称 台　数

IED
IED（A）：計測制御用 191台

IED（B）：保護制御演算用 3台

MU MU 34台

合　計 228台



特
集　

電
力
の
安
定
供
給
と
最
適
化
に
貢
献
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

富士電機技報　2019 vol.92 no.3

高度な保守・運用を実現するデジタル変電所技術

173（51）

う。この演算によって生成した遮断指令や投入指令を，ス
テーションバス経由で IED（A）に送信する。また，IED
（B）の保護制御演算は，ユーザが任意の制御ロジックを
作成することができる。
IED（A）は，ステーションバスに接続された IED（B）
から GOOSEによる遮断器の開閉指令を受信し，受信し
た指令に従って遮断器の開閉を制御する。
⑹　プログラマブル機能
IED（B）は，IEDメーカーではなく購入者やユーザに
よりソフトウェアの実装が可能なプログラマブル機能を
備えた IEDとした。ユーザは，電力システムシミュレー
タの運転支援システムにインストールされた市販ソフト
の Simulink

〈注 2〉

を使用して，瞬時値などを入力要素とした
任意の制御ロジックをプログラミングすることができる。
Simulinkの画面上にあらかじめ用意した制御用の各種ブ

ロック（表2）を組み合わせて，目的とする制御ロジック
が構成できるようにした。
本機能により，ユーザはシステム運用結果や系統挙動の
解析評価に加えて，新しい保護リレー制御ロジックの開発
や，新たな系統安定化システムの制御ロジック検証などの
大規模システムの導入効果が検証できる。

3 . 3 　デジタル変電所実用化の取組み
電力システムシミュレータで開発した IED，MUの基

本技術と実績を基にして，富士電機は中部電力株式会社な
どと，時刻同期が不要な技術を用いた新たな手法の研究・
実証を行っている

⑸⑹

。
⑴　デジタル変電所実用化に向けた課題
一般的なデジタル変電所の通信ネットワークは，レイ

ヤー 2 通信スイッチ（L2SW）などの通信機器および各
機器の時刻同期を行うために高精度時刻情報を提供する
GMCなどから構築されている。しかし，GMCが停止す
るとサンプリングの同時性を前提とする差動リレーなどが
不要に動作する恐れがある。また，L2SWの接続作業や
設定作業には一定の知識が必要であるため，運用保守時の
ヒューマンエラーの防止や作業時間短縮などに課題がある。
また，変電所の監視装置と保護・制御装置のデジタル化

に当たり，広く適用されている PCM電流差動リレーのサ
ンプリング時刻同期方法や，超高圧変電所における事故除
去時間の制約の下で検討する必要がある。
⑵　オーバーサンプリング手法の採用
オーバーサンプリング手法は，MUなどの機器のサン
プリング周波数を，現在の変電所システムで用いられるサ
ンプリング周波数 5,760Hz（60Hz 系）より十分に高く
する手法である。
仮に，現在の変電所システムのサンプリング周波数で各

機器が時刻非同期でサンプリングすると，タイミングがず

100 Mbps　L2SW（IEC 61850/IEC 61588 準拠） ステーションバス

1 Gbps L2SW（IEC 61850/IEC 61588 準拠）

GOOSE
遮断器開閉指令

5,760 Hz
サンプリング

電圧，電流計測／遮断器開閉情報

MU5台を
選択受信

MU：34台

運転支援システム
Simulink* で IEDの制御ロジックを
プログラミング

遮断器モデル
IED（A）5台を選択

SV
基板

CPU
基板

IED（B）No.1
IED（B）No.2
IED（B）No.3

DSP
基板

IED ：Intelligent Electronic Device
SV ：Sampled Values
DSP ：Digital Signal Processor
GOOSE：Generic Object- 
  Oriented Substation Events
MU ：Merging Unit
VT ：計器用変成器
CT ：変流器

＊Simulink：The MathWorks, Inc. の商標または登録商標

保護制御
演算

MU

MU

GOOSE
遮断器情報

SV
電圧・電流IED（A）

CT

CT
VT

VT

プロセスバス

図 4　Ry モデルのシステム構成

表 2　保護リレー要素ブロック

保護対象 保護方式 保護リレー要素ブロック

送電線

PCM電流差動リレー
（直接接地） 87P，27S/G，51G

PCM電流差動リレー
（抵抗接地） 87S/G，64，27B

回線選択 50S/SA/G2/G3，67GS，64，27

過電流 51，51G，64

短絡・地絡距離
（直接接地） 44S/G，27Gφ，51G

短絡・地絡距離
（抵抗接地） 44S，51 φ，67G/GA，64

変圧器

Y-Y-Δ用 87，51，87G，67G，51G，64

Y-Δ用 87，51，87G，67G，51G，64

Y-Y用 87，51，87G，51G，64

〈注 2〉  Simulink：The MathWorks， Inc. の商標または登録商標
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れてしまう。そのため，時刻同期を前提としている保護リ
レーの事故を検出する性能が低下してしまうなどの恐れが
ある。この時刻非同期によるサンプリングのタイミングの
ずれは，サンプリング周波数を高くするほど減少する。そ
こで，保護リレーの事故検出精度の許容範囲に収まるよう
にサンプリング周波数を高めると，時刻同期を不要にでき
る。
一方，オーバーサンプリング手法で改善できない時刻差

には，MUなどの各機器内のアナログフィルタ（AF）ご
との遅延特性によるばらつきがある。このばらつきによる
影響を抑制するために，各機器において，図5に示す各機
能の処理分担において IED 受信までの①～②の処理の遅
延時間を一定範囲内にそろえることで，複数のMUから
のサンプリング値を同一時刻情報として扱えるようにした。
⑶　保護性能（3サイクル遮断）の確保
保護リレー装置には，精度・信頼性に加え，事故除去の

即応性が求められる。変電所では，デジタル化後も従来
の保護システムと同様に 3サイクル以内に遮断，すなわ
ち 60Hz 系では 50ms 以内の事故除去時間が要求される。
それを満足するためのデジタル変電所における保護システ
ムの各機能の処理分担を図5に示す。 
3サイクル以内の遮断を実現するためには，図5に示
した①入力処理，②送信処理（上り），③リレー演算処理，
④送信処理（下り），⑤出力処理の各機能の処理にかかる
遅延時間および処理時間のばらつきの圧縮が必要であり，
次の施策を行った。
⒜　リレー演算およびデジタルフィルタ（DF）の最適
化

⒝　アナログフィルタ（AF）簡素化（高速化と特性均
一化）
⒞　即応性および L2SWに比較して信頼性に優れる光
スプリッタ（SP）の採用による伝送遅延・揺らぎの
抑制

現在，これらの施策を行った保護リレーシステムを試作
し，性能を検証中である。また，電力系統設備に対する
オーバーサンプリング手法を適用したデジタル変電所を実
現するために各種開発を進めている。図6に実用化を目指
すデジタル変電所の構成例を示す。

4　あとがき

高度な保守・運用を実現するデジタル変電所技術につい
て述べた。
各取組みとその成果は，デジタル変電所の実用化，およ
び実用化による新たな価値・利益の創造に貢献するものと
考えている。
デジタル変電所で用いられる IED，MUなどの機器お
よび IEC 61850などの通信技術は，分散型電源，スマー
トグリッド，蓄電池，風力発電，水力発電，火力発電，
EVの各領域にも適用が拡大してきており，これら領域に
向けた製品開発にも取り組んでいく予定である。

参考文献
⑴　“IEC 61850-5 Edition 2.0 Communication require-

ments for functions and device models”. 2013.

⑵　“IEC 61850-9-2 Edition 2.0 Specifi c communication 

service mapping （SCSM） ‒ Sampled values over ISO/

①入力処理 ②送信処理（上り）

⑤出力処理 ④送信処理（下り）

③リレー演算処理

PCT
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DI
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O/E E/O 送信
処理SP

送信
処理

送信
処理

受信
処理

DO
接点
出力

Ry
演算

PCT ：入力変換器
AF ：アナログフィルタ
A/D ：アナログデジタル変換器
DI ：デジタル入力
E/O ：電気／光メディアコンバータ
SP ：光スプリッタ
O/E ：光／電気メディアコンバータ
DF ：デジタルフィルタ
Ry ：リレー
DO ：デジタル出力

図 5　各機能の処理分担
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図 6　実用化を目指すデジタル変電所の構成例
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1　まえがき

2009 年の「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」
（FIT）の運用開始以降，太陽光発電などの再生可能エネ
ルギーが配電系統に大量に導入され，配電系統の電圧管
理が複雑化している。そこで，富士電機は配電系統用の
電圧調整機器である無効電力補償装置（SVC：Static Var 
Compensator）を開発した。また，SVCを含む電圧調整
機器を中央のシステムから制御する集中電圧制御システム
も開発した。
また，東日本大震災以降，配電自動化システムは被災

時にも継続的に業務を継続できるように事業継続計画
（BCP：Business Continuity Plan）を策定し，事前対策
を実施することが求められている。その対応のために，仮
想化技術や VNC（Virtual Network Computing）など
の技術，および独自の構成制御ミドルウェアを開発した。
また，国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総
合開発機構（NEDO）とインド・北ハリヤナ配電公社
（UHBVN）のスマートグリッド実証事業においてハリヤ
ナ州パニパットに総合配電管理システムを構築し，インド
の配電会社が抱える電力品質の課題に対するシステムの有
用性を検証した。

2　配電系統用 SVC

従来の配電系統では，主に配電用変電所の負荷時タッ
プ切替変圧器（LRT：Load Ratio Control Transformer）
や線路途中の自動電圧調整器（SVR：Step Voltage 
Regulator）のタップ切替えによって電圧調整が行われて
いる。しかし，これらの機器は制御応答が遅く，また離散

的な電圧調整しかできないため，再生可能エネルギーの出
力が急変した場合などに電圧を適正範囲に維持すること
が困難となる。これを解決するために，電圧を高速かつ
連続的に調整可能な FACTS（Flexible AC Transmission 
System）機器の導入が進みつつある。
富士電機は，東北電力株式会社と共同研究を行い，磁束

制御技術を適用した可変インダクタを用いて新型の他励式
配電系統用 SVCを開発した

⑴

。
この新型の他励式配電系統用 SVCの基本原理を図1に
示す。直流電流によってリアクトルに流れる電流を制御で
きることから高調波フィルタが不要となり，従来に比べて

配電分野における再生可能エネルギー大量導入の対策と
BCPへの対応

松枝　　剣  MATSUEDA, Tsurugi 望月　正希  MOCHIZUKI, Masaki 神通川　亨  JINTSUGAWA, Toru

Countermeasures Against the Introduction of Large Amounts of Renewable Energy in the 
Distribution Field and Support for BCP

「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の導入以降，太陽光発電などの再生可能エネルギーが配電系統に大量に導
入され，配電系統の電圧管理が複雑化している。これに対応するため，電圧調整機器とそれらを集中的に制御する集中電
圧制御システムを開発した。また，東日本大震災以降，強く求められるようになった BCPに対応するため，仮想化技術や
独自開発の構成制御ミドルウェアを適用した広域バックアップ型配電自動化システムを開発した。NEDOプロジェクトに
参加してインドにおいて，これらの技術を使った総合配電管理システムの構築と，実証試験を行った。

Since the enactment of the Feed-in Tariff Scheme for Renewable Energy (FIT), large amounts of renewable energy such as solar 
power generation have been introduced into distribution systems, thereby complicating the voltage management of the distribution 
systems.  To deal with that diffi cult situation, Fuji Electric has developed voltage regulators and centralized voltage control systems 
for centrally controlling the regulators.  We have also developed a wide-area backup type distribution automation system that meets 
the requirements of business continuity plans (BCPs), which have been strongly required since the Great East Japan Earthquake, by 
using virtualization technologies and our proprietary confi guration control middleware.  Furthermore, participating in a New Energy 
and Industrial Technology Development Organization (NEDO) project, we have built a comprehensive distribution management 
system using these technologies and performed demonstration tests for it in India.

直流磁束の調整による交流電力制御

磁気回路に直流磁束が作用

交流磁束

鉄　心

交流回路 直流磁束

制御巻線

交流主巻線

制御
回路

制御電流
（直流）

透磁率変化

実効的なインダクタンスの変化

インダクタンス変化
（可変インダクタ）

図 1　他励式配電系統用 SVCの基本原理
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簡素な構成となっている。磁心に交流巻線と制御巻線を巻
いている。制御巻線に直流電流を流すと磁気飽和が生じ，
実効的な透磁率が減少する。この原理により，磁束密度を
制御し，実効的な透磁率を変化させることでインダクタン
スを制御して系統に流入する無効電力を調整する。主回路
が鉄心や巻線だけで構成できるため，サージなどに対する
耐性が強く信頼性を確保できる。また，無効電力を調整す
る制御電流が直流であるため，制御回路およびソフトウェ
アのアルゴリズムも簡素になる。
この新型の他励式配電系統用 SVCの外観を図2に，仕
様を表1に示す。この SVCによる電圧調整の動作を確認
するため，東北電力株式会社の協力を得て，東北電力株式
会社管内の実配電線においてフィールド試験を行っている。

3　集中電圧制御システム

従来の電圧調整機器は，接続点における計測情報を用い
てそれぞれが制御量を決定している（ローカル制御）。し
かし，再生可能エネルギーの大量導入により配電系統の電
圧管理が複雑化する中で，既存の電圧制御方式では，機器
間の協調ができず，的確な電圧制御が困難となる恐れがあ
る。そのため，中央のシステムにセンサ付開閉器および電
圧調整機器からの計測データを収集し，配電系統全体の電
圧を適正範囲内に維持するように，各電圧調整機器をリア

ルタイムに制御する集中電圧制御システムが検討されてい
る。
富士電機は，NEDOプロジェクトである“分散型エネ

ルギー次世代電力網構築実証事業”において，図3に示す
集中電圧制御システムを開発した。なお，図中で集中電圧
制御システムを一つの独立したシステムとして示している
が，配電自動化システムの一機能として将来は導入される
ものと想定している。集中電圧制御システムには，次の特
徴がある。
⒜　配電系統の各点に設置されたセンサ付開閉器および
電圧調整機器から計測データを定周期で収集する。
⒝　配電系統全体の状態を把握した上で，各電圧調整機
器に対する最適な指令値を演算する。

⒞　各電圧調整機器に対して指令値をリアルタイムに配
信し，これらを制御する。

開発した集中電圧制御システムでは，LRT，SVRと
いった従来の電圧調整機器のほか，新たに SVCや静止型
同期直列補償装置（SSSC ： Static Synchronous Series 
Compensator）などの次世代電圧調整機器を制御対象に
加えた。SVCと SSSCには目標電圧を指令値として配信
することで，機器内部の高速な電圧制御を生かし，高い電
圧維持性能を実現した。
また，最適な指令値の演算に当たっては，配電系統全
体の電圧適正化のほか，次の 2 点も考慮した。1 点目は
LRTや SVRのタップ切替え回数の低減である。これに
より，LRTや SVRの寿命の延伸が期待できる。2 点目は
複数の SVCの出力分担最適化である。これにより，急峻
（きゅうしゅん）な電圧変動に対する SVCの補償性能の維
持，および無効電流による電力ロスの削減を図った。
図4に示す構成で，開発した集中電圧制御システムのリ
アルタイム総合動作試験を行った。電力系統と電圧調整機
器はデジタルシミュレータ上に模擬し，IED（Intelligent 

図 2　他励式配電系統用 SVCの外観

③指令値配信

①計測データ収集

②
最適指令
値演算

大規模
PV

負荷

PV

負荷

PV

SVC

SVR

LRT

センサ付
開閉器

センサ付
開閉器

負荷

PV

負荷

PV

負荷

PV

センサ付
開閉器

センサ付
開閉器

V，I，θ

SSSC

PV（Photovoltaic：太陽電池）
SVC（Static Var Compensator：無効電力補償装置）
LRT（Load Ratio Control Transformer：負荷時タップ切替変圧器）
SVR（Step Voltage Regulator：自動電圧調整器）
SSSC（Static Synchronous Series Compensator：静止型同期直列補償装置）

図 3　集中電圧制御システムの概念図

表 1　他励式配電系統用 SVCの仕様

項　目 仕　様

定格容量 300kVA

可変容量 0～ 300kvar（遅れ）

定格電圧 6,600V

周波数 50/60Hz

冷却方式 自然空冷

質　量 4,000kg以下

外形寸法 W2,500×D1,500×H2,000（mm）

主回路 可変インダクタ
（高調波フィルタレス）
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Electronic Device）を介して，汎用 PC上に実装した集
中電圧制御プログラムと連携させた。なお，高度な配電網
管理を実現するためには，複数ベンダの相互運用性を確保
する必要性があることから，IEDおよび汎用 PCには，電
力向け通信規格である IEC 61850に準拠した通信システ
ムを実装した。
図5に示すように，SVC2 台と SSSC2 台で模擬系統を
構成し，計測と制御の周期を 1 分を通して 24 時間の総合
動作試験を行った。その結果，システムが問題なく動作す
ることを確認した。また，図5に示したように，ローカル
制御では電圧が適正範囲を逸脱してしまうが，集中電圧制
御では電圧が適正範囲内に維持されており，その効果が確
認できた。
さらに，オフラインシミュレーションにより，集中電圧

制御システムの導入効果をさまざまな条件で検証した。長
い配電線に複数の電圧調整機器が設置されている場合など
において導入効果が大きいことが分かった。特に，次世
代機器を含む複数台の電圧調整機器で構成された系統では，
集中電圧制御システムの導入により太陽光発電の導入可能

性が 10～ 20%向上する効果が期待できる。

4　広域災害時の BCP対応

1章で述べたように，BCPの観点から近年，配電自動
化システムは，大規模災害によるサーバ設置箇所や運用拠
点の被災に対しても，配電系統運用業務を継続することが
求められる。そのため，富士電機は BCPに対応した広域
バックアップ型配電自動化システムを開発した。

4 . 1 　システム構成
広域バックアップ型配電自動化システムのシステム構成

指令値

計測値

模擬系統

LAN

リアルタイムデジタルシミュレータ

IED

SVC

IED

SVC

IED

SSSC

IED

SSSC

汎用 PCに集中電圧制御プログラムを実装

IED（Intelligent Electronic Device：インテリジェント電子装置）
SVC（Static Var Compensator：無効電力補償装置）
SSSC（Static Synchronous Series Compensator：静止型同期直列補償装置）

図 4　リアルタイム総合動作試験の構成図

（b）集中電圧制御
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（a）ローカル制御
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6,800

6,700
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圧
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）

最大電圧 最小電圧

電圧管理上限値

電圧管理下限値

電圧管理上限値

電圧管理下限値

図 5　リアルタイム総合動作試験の結果

配電自動化操作卓

配電自動化
操作卓

サーバA営業所

クライアント営業所 1

配電自動化
操作卓

クライアント営業所 2

配電自動化
操作卓

クライアント営業所 n

配電自動化
サーバA系 配電自動化操作卓

数十 km～数百 km

数十 km 電力 IP ネットワーク

サーバ B営業所

配電自動化
サーバ B系

図 6　広域バックアップ型配電自動化システム
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を，図6に示す。本システムは，サーバを設置している営
業所が被災しても運転が継続できるように，数十 km～
数百 km離れた営業所 2か所にサーバを分散して設置し
て二重化した。各営業所には複数台の操作卓用の PCを配
置するプライベートクラウド型のシステム構成としている。
操作卓用の PCはファンレス，ディスクレスのシンクライ
アント

〈注〉

を採用し，各装置やネットワークを二重化すること
により，単体故障，片回線異常でも運用が継続できるよう
になっている。
広域バックアップ型配電自動化システムでは，業務アプ
リケーションを動作させる“業務仮想”と画面を表示す
る“クライアント仮想”を各サーバ内に構築している。ク
ライアント仮想は操作卓の数だけ配置する。図7に，広域
バックアップ型配電自動化システムの仮想環境を示す。
操作卓用の PCは，常用モードのサーバ A 系内にある

それぞれのクライアント仮想に VNCで接続し，画面表示
を行う。VNCとは，サーバ内のクライアント仮想上の画
面をネットワークにより，遠隔の操作卓用の PCに表示す
るためのリモートデスクトップソフトウェアである。仮想
化技術と VNCを採用することにより，アプリケーション
ソフトウェアを含むすべての情報は，サーバ内に保管され
る。各操作卓用の PCでは，サーバ内にある画面を表示し
操作するだけであり，PCには情報が一切保存されないた
め，セキュリティが確保できるとともに保守も容易となる。

4 . 2 　災害対応運用
サーバの点検やサーバを設置している営業所の被災な
どにより，あるサーバ（例えばサーバ A）が運用できなく

なった場合に，運用の停止を最小限にとどめる必要がある。
そこで富士電機は，異常を検出後サーバの運転モードを 1
秒以内で切り替える独自の構成制御ミドルウェアを開発し
た。
また，サーバ A 系，B 系両方のクライアント仮想は常

に画面表示が可能な状態にしておき，サーバ A系が停止
した際には，操作卓用の PCはサーバ B系のクライアント
仮想に自動で接続を切り替える。図8に，災害などでサー
バ Aが停止した際の動作について記載する。 
また，図9に示すようにクライアント営業所が被災した
場合，他のクライアント営業所が被災営業所のクライアン
ト仮想へアクセスすることで，被災営業所の監視制御が可
能である。

〈注〉  シンクライアント：ユーザが使用する端末に情報をほとんど持

たず，サーバ側で処理を行う仕組みのこと
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図 7　BCP対応配電自動化システムの仮想環境
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図 9　クライアント営業所停止時の代行運用
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5　総合配電管理システム実証（NEDOインド実証）

インドでは，経済成長に伴う電力需要の増大に対し，イ
ンフラ整備の遅れから慢性的に電力が不足している。その
ため，インドの多くの配電会社では，事故停電時間の短縮，
負荷ピークの低減，配電ロスの低減などの電力品質に関す
る課題を抱えている。
基礎調査および実証前調査の結果，UHBVNのパニ
パット地区では，特にこれらの課題解決に対するニーズ
が高いことが判明した。そこで，NEDOの実証事業とし
て，2015 年 10 月～ 2019 年 3 月の間，パニパットにて
スマートグリッド関連技術を用いた総合配電管理システム
を構築し，課題解決に対する実証および評価を行った。

5 . 1 　実証システム構成
本実証では，パニパットの三つの変電所と 4 本の
フィーダを対象に，図10に示す配電系統を構築し，配電
機器およびスマートメータ関連機器を設置した。さらに，
SCADA（Supervisory Control And Data Acquisition）
を中心とする総合配電管理システムを構築し，課題解決に
おける有効性を検証した。システムの各構成要素は，大き
く次のように分類される。
⑴　上位系システム（SCADAなど）
配電機器の監視制御を行う SCADAや，SCADAか
らの停電情報を基に停電管理を行う OMS（Outage 
Management System），ならびにスマートメータデー
タを顧客単位に管理して UHBVNの既設の料金徴収シ
ステムと連携するMDMS（Meter Data Management 
System）を構築した。これらの上位系システムのサー
バを UHBVNのデータセンターに設置し，操作卓 4台を，
新設したオペレーションセンターに設置した。
⑵　配電機器
3か所の変電所に真空遮断器（VCB：Vacuum Circuit-

Breaker）を 4 台，4フィーダに負荷開閉器（LBS： Load 
Break Switch）を 22 台設置した。また，各VCBと LBS
にはそれぞれ，通信機器RTU（Remote Terminal Unit）
と FTU（Feeder Terminal Unit）を設置し，SCADAか
ら各VCBと LBSへの監視制御ができるようにした。
⑶　スマートメータ関連機器
単相および三相のスマートメータ 11,000 台と，

メータからのデータ収集や制御を行う DCU（Data 
Concentrator Unit）67 台を設置した。DCUで収集し
たメータデータは，HES（Head End System）を介し，
MDMSに伝送される。

5 . 2 　実証システムの有効性検証
パニパットに構築した総合配電管理システムを使って
UHBVNが抱える事故停電時間の短縮，負荷ピークの低
減，配電ロスの低減という三つの課題の解決における有効
性を検証した。
⑴　停電時間短縮効果の検証
実証を行ったパニパットにおいて，SCADAシステム導

入前後の SAIDI（System Average Interruption Duration 
Index）および SAIFI（System Average Interruption 
Frequency Index）を比較することにより，停電時間・
回数の改善効果を検証した。SCADAシステム運用開始
前の 2017 年と運用開始後の 2018 年を比較したところ，
SAIDIでは 66%，SAIFIでは 26% 改善していることが
確認できた。また，実証期間にて収集した事故停電事例に
おいて，SCADAシステムによる迅速な事故点の特定や他
フィーダからの融通により，実証対象フィーダにおける停
電時間を平均で約 62%短縮できることが確認できた。こ
れらの結果より，SCADAシステムによる実証対象フィー
ダの電力供給信頼性の向上が確認できた。ただし，この改
善効果には，インドにおける近年の電力品質自体の改善も
一部含まれている。また，本システムは，実証事業終了後
に NEDOからインド電力省経由で UHBVNに譲渡され

会計システム

MDMS

無線通信 /GPRS（2G/3G）

OMS
サーバ類

スマートメータ

富士電機
インド機器メーカー
北ハリヤナ州配電公社

パニパット
オペレーションセンター

SCADA
HES

SM SM SM SM SM SM

LBS LBS

変電所

VCB

VCB（Vacuum Circuit-Breaker：真空遮断器）
LBS（Load Break Switch：負荷開閉器）
SM（Smart Meter：スマートメータ）
GPRS（General Packet Radio Service：

携帯電話網を使った通信方式）

図 10 　実証システム構成の概略図
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た。今後は，精度の高い比較分析が継続される予定である。
⑵　負荷ピーク低減効果の検証
スマートメータから収集した電力量データを用いて，実

証システムによる負荷ピーク低減の有効性を検証した。ま
ず，需要家を電力使用量別にグループ分けし，各グループ
に対して，疑似的なデマンドレスポンスを行った。具体的
には，スマートメータの電力制限機能を用いて，グループ
ごとに輪番で電力使用量を制限し，需要削減効果をシミュ
レーションにより検証した。その結果，スマートメータの
電力制限機能を用いることで，全体需要のピークを削減で
きることを確認した。
⑶　配電ロス低減効果の検証
実証フィーダ配下の DT（Distribution Transformer）

と，DT配下のスマートメータの合計電力量を比較し，該
当フィーダにおける配電ロスの測定と分析を行った。その
結果，実証地域における 1 日当たりの平均配電ロス率は
約 38.0%となり，かなり大きいことが確認できた。また，
配電ロスの 1 日当たりの時間変化を分析したところ，需
要家の電力使用量の時間変化とほぼ同じ推移となっている
ことが確認できた。この結果から，配電ロスの主な原因は，
盗電などによる人為的ロスが大きな割合を占めていると考
えられる。通信インフラを整備した上で，区間単位の DT
とスマートメータの電力量を比較することにより，配電ロ
スの大きな区間を特定し，その区間について集中的に現地
調査を行うことで盗電箇所を把握できると考えられる。

6　あとがき

富士電機は，今回述べた配電自動化システムや SVCに
より，再生可能エネルギーの大量導入による配電系統の不
安定化問題への対策，被災時の系統運用業務の継続に貢献

している。今後も，より複雑となる系統運用に対応し，安
心して配電系統の運用ができるように，システムおよび機
器の開発を続けていく所存である。
この成果の一部は，国立研究開発法人 新エネルギー・

産業技術総合研究開発機構（NEDO）のプロジェクトで
ある“分散型エネルギー次世代電力網構築実証事業”の結
果から得られたものである。関係各位に謝意を表する。
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1　まえがき

富士電機は，2016 年 4月の電力小売全面自由化に合わ
せて新電力に向けて需給管理システムの提供を開始した。
この需給管理システムは，新しい運用ルールである計画値
同時同量に対応している。さらに，一般送配電事業者か
ら需要実績を取得する機能，予測と実績の乖離（かいり）
（インバランス）の増大を抑制する需要予測機能，電力広
域的運営推進機関への計画提出機能および一般社団法人 
日本卸電力取引所を介しての電力取引機能など，需給管理
運用の高精度化，効率化を支援するさまざまな工夫を組み
込んでいる。
また，国は東日本大震災以来，電力系統を安定化する手

段として，需要家側のエネルギーリソースを活用する仕組
みの構築を進めている。富士電機はその一つであるバー
チャルパワープラント（VPP：Virtual Power Plant）の
実証にも取り組んでおり，VPP 実証事業に継続的に参画
している。本稿では，需給管理システムと VPPソリュー
ションについて述べる。

2　富士電機の需給管理システム

需給管理システムの提供形態と特徴を表1に示す。新電

力の事業規模は，小規模から大規模までさまざまである。
そこで，中小規模の新電力には，新電力が管理する需要家
数に応じた月額従量課金制のクラウドサービスとして手ご
ろな価格で需給管理システムを提供している。大規模な新
電力は固有の機能を要求することが多く，発電計画最適化
技術などをアドオンしたオンプレミス

〈注 1〉

で提供している。

2 . 1 　富士電機の需給管理システムの特徴
⑴　業務フローに沿った需給管理システム
需給管理システムは，図1に示すように需要予測から計
画提出までの業務ステップごとに運用者が結果を確認し，
日ごとの計画を作成・提出するという業務支援を行うこと
ができる。
実需給日の前々日には FIT 発電計画を作成する。前日

になると翌日計画を作成する。当日には，当日監視を行い，
インバランスの増大が見込まれれば変更計画を作成する。
本システムの主な機能を表2に示す。電気の需要と調達
を合致させる需給計画を将来の実需給日ごとに立案できる
よう，計画管理機能を設けた。さらに，運用者が過去の計
画を振り返れるよう，実績だけでなく計画とコストのデー
タをシステム内に蓄積し，参照できるようにしている。
⑵　ワンストップサービスを実現する外部機関連係
日々の需給管理運用は電力広域的運営推進機
関（OCCTO：Organization for Cross- regional 
Coordination of Transmission Operators）， 一 般 送
配電事業者，日本卸電力取引所（JEPX：Japan Electric 
Power Exchange）など三つの外部機関とデータ連係が必

需給管理システムとVPPソリューション

岡林　弘樹  OKABAYASHI, Hiroki 寺田　岳生  TERADA, Takeo 藤尾　昂弘  FUJIO, Takahiro

Power Demand-Supply Management System and VPP Solution

2016 年 4月の電力小売全面自由化により，電気事業へ参入する新電力が増加している。このような電気事業者向けに富
士電機は，業務フローに沿って運用が可能で，外部機関とデータを連係し，複数の個社（新電力）をまとめて代表契約者
が計画値同時同量を行うバランシンググループ運用に対応して，高精度な予測機能などを組み込んだ，効率化運用を支援
する需給管理システムを提供している。また，VPPの実証事業にも参加しており，需給管理システムと大型蓄電池システ
ムが提供するサービスや，これら二つのシステムを組み合わせた新電力向けの VPPソリューションが提供できる。

The number of power producers and suppliers that enter the power business has been increasing since the full deregulation of 
retail electricity in April 2016.  For these power utilities, Fuji Electric provides a power supply and demand management system that 
allows users to operate according to the process flow diagram and to achieve high-precision and efficient operation using a high-
precision prediction and other support functions.  This system supports a balancing group operation, in which the delegate of contrac-
tors coordinates power companies (power producers and suppliers) by sharing data with external agencies to perform planned-value 
balancing.  We have also been participating in virtual power plant (VPP) demonstration projects and can offer VPP solutions for power 
producers and suppliers, including the services using our demand-supply management systems and large storage battery systems.

〈注 1〉  オンプレミス：サーバやソフトウェアなどの情報システムを

使用者（通常は企業）が管理する設備内に設置・導入し，運

用すること

表 1　需給管理システムの提供形態と特徴

提供形態 特　徴

クラウドサービス
○  クラウド上の需給管理システムにアクセスし，需
給運用を行う
○  需要家数に応じた月額従量課金制である

オンプレミス
○  需給管理システムを納入し，新電力は自社の資産
としてシステム運用を行う
○  個別事由によるアドオンに対応可能である
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要である。表3に示す連係先とのアプリケーションインタ
フェースを開発し，標準機能として需給管理システムに実
装した。本機能と表2に示す業務機能によって，需給管理
のワンストップサービス運用を実現している。
⑶　バランシンググループへの対応
複数の個社（新電力）をまとめて代表契約者（新電力）

が計画値同時同量を行うバランシンググループ（BG：
Balancing Group）運用

〈注 2〉

に対応している。図2に示すよ
うに，需要 BG，個社，需要家・電源の三階層のマスタ構
造としている。おのおののマスタデータは上階層にひも付

いている。この構造を利用して，運用者は個社単位に独立
して計画が作成できる。その上で，個社単位の計画を積み

電力広域的
運営推進機関
（OCCTO）

日本卸電力
取引所
（JEPX）

外部機関インタフェース

一般送配電
事業者

（a）計画値同時同量業務フロー （b）需給管理システム機能構成図

需要予測

市場取引

需要実績取得

FIT 発電計画
（実需給前々日）

FIT①
ステータス 1
計画作成

FIT①
ステータス 1
計画提出

FIT①
ステータス 2
計画取得

FIT①
発電計画
反映

翌日計画
（実需給前日）

当日監視
（実需給当日）

インバランス
監視

需要予測補正

需要予測

発電計画作成

需給計画作成

スポット
市場取引

需給計画調整

計画帳票
作成提出

発電計画修正

需給計画調整

一時間前
市場入札

需給計画調整

変更計画
作成・提出

気象会社

他システム

気象情報取得

需要予測

市場取引

需給計画
需給計画発電計画

最適化

需要調達計画発電販売計画
計画帳票作成

需給管理データ

マスタ 実　績 計　画 コスト
○需要家
○発電所

○需要実績
○発電実績

○需要
○調達･販売

○調達コスト
○入札結果

インバランス
監視

Ｂ
Ｇ
管
理

計
画
管
理

計画帳票

約定結果

入札

需要実績

気象予報
気象実績

需要家
データ

発電実績など

図 1　業務フローと需給管理システム機能構成図

表 2　需給管理システム機能一覧
○：各業務の使用機能

機　能 内　容
業務フローとの

対応

FIT 翌日 当日

需要実績取得 一般送配電事業者から30分ごとの電
力需要実績値を取得する ̶ ◯ ◯

気象情報取得 気象会社から気象予報・実績データ
を取得する ̶ ◯ ◯

需要予測 予測グループ単位に30分ごとの電力
量の需要予測を行う ̶ ◯ ◯

インバランス
監視

需要実績値と予測値の乖離を算出す
る ̶ ̶ ◯

市場取引 スポット市場・一時間前市場の入札
実行・約定結果の取得管理を行う ̶ ◯ ◯

発電計画 発電所ごとに30分単位の発電量の発
電計画を立案する ◯ ◯ ◯

需給計画 需要予測（計画）に対して，自社電
源含む調達電源を割り当てる ̶ ◯ ◯

計画帳票作成
需給計画の結果に基づいた計画帳票
（需要調達計画，発電販売計画）を
作成する

◯ ◯ ◯

計画管理 需要計画，発電計画，需給計画を日
ごと・30分ごとに管理する ◯ ◯ ◯

BG管理 個社ごとの需要計画，発電計画，需
給計画を管理する ◯ ◯ ◯

表 3　外部機関との連係データと通信方式

連係先 連係データ 連係先との通信方式

OCCTO 計画帳票データ 発電計画等受領業務EDI共通規格
（OCCTO）

一般送配電
事業者 電力需要実績値

小売電気事業者・一般送配電事業者間
EDI共通規格
（OCCTO）

JEPX 入札・約定情報 市場参加者API
（JEPX）

全体計画

個社A
計画

計画作成

個社 B
計画

計画作成計画作成

BG（バランシンググループ）運用を
実現する階層別マスタ構造

積上げ計画
作成イメージ

代表契約者
（個社A）

○積上げ
　計画作成

個社 B担当者
需要実績・計画参照

需要 BG
需要 BG 第一階層

個社

需要家

電源

個社 B個社A

需要家需要家

需 需需 需 需需

電　源電　源

発 発発 発 発発

第二階層

第三階層

図 2　階層別マスタ構造が実現する BG運用

〈注 2〉  バランシンググループ（BG：Balancing Group）運用：自

社を含む複数の個社（新電力）を束ねて，代表契約者（自社

新電力）が計画値同時同量を行うこと
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上げて需要 BG全体の計画とする。さらに，需要 BG全体
の計画を運用者が修正することも可能である。
なお，BG管理の権限設定機能を使うと，当該個社の計

画・需要実績をその個社の担当者に限定して公開できる。

2 . 2 　需要予測技術
電力需要曲線が類似した業態の需要家群を予測グループ
として設定し，そのグループごとに需要を予測する。図3
に示すように予測グループごとの予測結果を集計し，一般
送配電事業者のエリアごとに需要予測値を作成する。さら
に，エリア全体の予測値を運用者の知見やノウハウで修正
ができる余地を残し，運用者の意図を予測結果に反映でき
るようにしている。
需要予測は二つの方法を選択できる。一つは，需給管理

システムの画面で過去の需要実績値と気象実績，予測対象
日の気象予報を参照して，運用者自身が予測値を作成する
方法である。もう一つは，システム予測機能によって自動
的に予測値を算出する方法である。システム予測機能は当
日，翌日，翌々日の需要予測を出力する。なお，当日予測
機能は 30 分ごとに取得する最新の需要実績値と，最新の
気象予報の取得により逐次補正している。
システム予測機能として四つのシステム予測手法を標準

実装している。同操業日予測，同曜日予測，気象類似日予
測という暦や気象条件に基づく三つの簡易的予測手法と，
自動要因分析機能を持つ JIT（Just-In-Time）予測

⑴

手法
からなる。これら四つの手法から，予測グループごとの需
要特性に適した予測手法を運用者が自身の知見に基づいて
選択することで，エリア全体として高精度な予測ができる。
ここでは富士電機の最新需要予測技術である“JIT 予測”

について説明する。
JIT 予測は，次の三つのステップにより，過去の条件類
似日の需要実績値を基に需要予測値を算出する（図4）。
⒜　相関要因分析
需要実績値と相関の強い要因を日々自動的に分析する。

⒝　類似日抽出
⒜で分析した相関の高い要因を使用し，予測対象日至

近の類似日を抽出する。
⒞　気温補正
⒝で抽出した類似日の気温実績値と予測対象日の気温

予報値の差異から需要予測値を補正する。
この JIT 予測により需要変動と要因の相関が把握しづら
い需要家群に対して，高速で予測結果が得られる。

2 . 3 　発電計画最適化技術
さまざまな発電機や限定された地域に電力を供給する
電気事業者は，燃料コストや CO2 排出量を削減するため
の発電計画を検討する。富士電機の発電計画最適化技術

⑵

は，
線形計画法を用いて高速に当日，翌日および週間の計画を
作成する。需要予測や太陽光発電・風力発電などの再生可
能エネルギー出力予測に加え，発電機の運転使用条件であ
る連続運転制約や連続停止制約などを考慮し，発電機・蓄
電池の起動停止計画ならびに制御量を最適化した結果を出
力する。

3　VPPソリューション

3 . 1 　VPP ソリューションの全体像
VPPとは分散設置された需要家設備（リソース）を，
ICT（Information and Communication Technology）
を活用してあたかも一つの発電所のように制御する技術で
ある。富士電機は大型蓄電池が今後最も重要な VPPのエ
ネルギーリソースと位置付け，上位となるリソースアグ
リゲータ（RA）システムとリソース側システムを開発し，
プラットフォームとして提供することを狙っている。この
技術を使って，系統運用者などに表4に示す 5 種類のサー
ビスを提供するビジネスを検討している。

3 . 2 　需要家側大型蓄電池活用への取組み
富士電機は，2016 年度に開始された経済産業省“需要

家側エネルギーリソースを活用したバーチャルパワープラ
ント構築実証事業”において，関西電力が統括する“関西
VPPプロジェクト”に参加し，機能開発と実証を続けて

＊JIT：Just-In-Time

特高予測グループ① エリア電圧階級
（特高）

電圧階級
（高圧）

電圧階級ごとに集計 エリアごとに集計

電圧階級
（低圧）

同操業日

特高予測グループ②
同曜日

高圧予測グループ①

高圧予測グループ②

気象類似日

低圧予測グループ①（A県）

低圧予測グループ②（B県）

JIT*

図 3　エリア電力需要予測値の作成

過去 1か月データ

実績
データベース

相関要因
分析 需要要因

JIT
予測機能

類似日抽出

気温補正

需
要湿

度気
温 時間

需
要

時間

類似日需要

需要予測値
需
要

時間

予測対象日データ

暦情報

気象予報

時間
湿度

気温

図 4　JIT（Just-In-Time）予測の構造
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いる。
⑴　大型蓄電池RAシステムの構成
システム構成を図5，各構成機器の役割を表5に示

す。富士電機は，大型蓄電池 RAサーバ，OpenADR ‒ 
MODBUS

〈注 3〉

変換ゲートウェイ（GW），VPP 対応蓄電池シ
ステムおよび VPP対応コントローラを開発している。

⒜　大型蓄電池RAサーバ
RAサーバは，上位アグリゲーションコーディネータ

（ACサーバ）から受信するデマンドレスポンス（DR）
を複数需要家に設置された大型蓄電池へ最適配分する処
理と，各リソースを一つに束ねて ACサーバに見せる実
績集計とを行う。蓄電池は充電と放電の双方向に瞬時
に制御できる利便性がある反面，蓄電池容量と充電状態
に応じて充放電時間が制限される。そのため DRの配分
は各リソースの状態を監視して時間帯ごとの DRへの協
力可能容量を推定することが重要である。これを正確に
行うために RAサーバでは各需要家の時間帯ごとの消費
電力量を予測し，DRの基準値を決め，蓄電池の SOC
（State Of Charge）推移を計画し，協力可能容量を推
定している。ここで使用する需要予測は，富士電機がス
マートコミュニティ実証や需給管理システムなどフィー
ルドで改良した JIT 予測

⑶

を使用している。
さらに，制御精度を向上するために，需要家設置の太

陽光発電予測機能
⑷

を実装した。通常，需要家の需要は受
電電力量で管理される。需要家が設置した太陽光発電は
需要側に含まれるため，需要予測の誤差を増大させる原
因になる。本システムでは，需要家が設置した太陽光発
電の発電電力量を予測し，需要予測精度および制御精度
を向上させている。
⒝　OpenADR-MODBUS変換ゲートウェイ
RAサーバとリソースの間は経済産業省のガイドラ
インに準拠して OpenADRプロトコルで接続している。
しかし，OpenADRでは暗号化および電子証明による
相互認証などが必要である。そのため，リソース側に制
御コントローラしかない場合，OpenADRを直接受け
ることが難しい。そこで，容易に RAサーバと接続でき
るようにOpenADRをMODBUS/TCPに変換する GW
を開発した。本ゲートウェイにより，蓄電池リソースを
VPPに参加させるハードルを大幅に下げ，VPPに参加
するリソース群の増加が望めるようになった。
⒞　VPP対応蓄電池システム
VPPに対応するために，平常時はピークカットなど
の目的に沿って運転し，充放電可能量などを管理する。
DR発動時は各種制約を考慮しながら，予測機能などに
より高度な充放電制御を行い，電力系統との連系点を
DR値に合わせる精度の高い監視制御を行う。これらは，
一般的には EMS（エネルギーマネジメントシステム：
Energy Management System）とコントローラが必要

表 4　VPP を活用したサービス

サービス
項　目

ピークカット
省エネルギー

再生可能エネルギー
出力抑制回避 デマンドレスポンス 計画値同時同量 電力系統調整力

目　的 電力コスト低減 再生可能エネルギー
抑制回避の調整力

BG供給力ひっ迫時の
調整力

BGインバランス抑制の
調整力

電力系統需給ひっ迫時の
調整力

サービス提供先 需要家 再生可能エネルギー事業者 小売電気事業者 小売電気事業者 系統運用者

制御内容 需要増・減 需要増 需要減 需要増・減 需要増・減

制御周期 30分 30分 30分 30分 1～ 30分

：富士電機開発担当

＊1  AC：Aggregation Coordinator
＊2  RA：Resource Aggregator

産業用蓄電池
システム

EMS

基本構成

産業用蓄電池
システム

リソースが
OpenADRを
受けられない場合

産業用蓄電池
システム

ゲートウェイ VPP対応
コントローラ

インターネット

リソースが
VPP動作
できない場合

MODBUS/
TCP

VPP 対応
蓄電池システム
富士電機

蓄電池システム

OpenADR

大型蓄電池
RA*2 サーバ

AC*1
サーバ

OpenADR

家庭用
蓄電池
RA サーバ

電気
自動車
RAサーバ

MODBUS
など

図 5　大型蓄電池 RAシステムのシステム構成

表 5　大型蓄電池 RAシステムの機能分担表

構成機器 役　割

アグリゲーション
コーディネータ（AC）

○  サービス提供者との接続とDRの受信（需
給調整）

○  DR発動とRAへのDR配分
○  全RAの実績集計

大型蓄電池
RAサーバ

○  需要予測，太陽光発電予測
○  DR協力可能容量計算
○  各リソースへのDR配分
○  配下リソースの実績集計

ゲートウェイ（GW） ○  OpenADR-MODBUS/TCP変換

VPP対応
蓄電池システム

○  ピークカットなどローカル制御
○  DRに沿った充放電制御
○  運転計画策定・通知
○  RAサーバ連係機能

VPP対応コントローラ ○  VPP対応蓄電池システムと同等な機能
○  従来の蓄電池システムとのインタフェース

〈注 3〉  MODBUS：Schneider Automation，Inc. の商標または登

録商標
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である。富士電機は EMS機能を持ったコントローラを
開発し，RAサーバと機能分担して通信することでこれ
らの機能を実現した。これを標準パッケージ化し，VPP
対応蓄電池システムとして商品化した。
⒟　VPP対応コントローラ
VPPで要求される高度な機能を持たない蓄電池シス
テムに対しては，富士電機の VPP 対応蓄電池システム
と同等の機能を実現できる VPP 対応ロジックおよび従
来の蓄電池システムとのインタフェースなどを実装した
コントローラを開発した。

⑵　VPPの課題と対応
需要変動が大きいリソースが多い，あるいは需要予測精

度が悪化した場合，電力を目標値内に制御することが難し
くなる。これに対し，予測精度向上とともにリソース群全
体でフィードバック制御を行えるように改善を進める。
また，各リソースの需給調整への貢献度の評価指標を，
今後開設される需給調整市場などを参考にして VPP 実証
事業の中で検討していく。

3 . 3 　  需給管理システムと組み合わせた新電力向けVPP ソ
リューション

新電力向け VPPソリューションを図6に示す。このソ
リューションは，新電力の小売部門がインバランス費用を
極小化するために，需要家エネルギーマネジメントサービ
スを通じて蓄電池を活用して自社の需要家の需要抑制を行
うものである。なお，需要家側は貢献度に応じて貢献費用
を享受する。需要予測より需要実績が大きくなる不足イン
バランスの増大が見込まれる際，大型蓄電池RAシステム
は需給管理システムからの需要抑制依頼を受信し，需要家

側に設置された蓄電池を制御してインバランスを抑制する。
なお，平常時は需要家向けサービスであるピークカットや
省エネルギーサービスとして使用し，マルチサービスを実
現することにより蓄電池導入効果の向上を図る。

4　あとがき

需給管理システムとVPPソリューションについて述べた。
電力システム改革は，ベースロード市場，需給調整市場，
容量市場などの新しい電力市場の開設を計画している。ま
た， 環境負荷の軽減を要求する「エネルギー供給事業者に
よる非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の
有効な利用の促進に関する法律」（エネルギー供給構造高
度化法）も電気事業者の事業方針に影響を与えており，外
部環境は絶え間なく変化していく。
この変化に対して，電気事業者の利益を最大化するサー

ビスの検討と創出を継続していく所存である。

参考文献
⑴　新谷祐樹ほか. “Just-In-Timeモデリングを用いた翌日需

要曲線予測手法の検討”. 平成28年電気学会全国大会論文集. 

2016, p.6-121.
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富士電機技報. 2013, vol.86, no.3, p.202-206.

⑶　石橋直人ほか. “データマインニング手法を適用した需要予

測手法の提案”. 平成26年電気学会電子・情報・システム部

門大会講演論文集. 2014, TC3-3, p.109-114.
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図 6　需給管理システムと組み合わせた新電力向けVPPソリューション
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船舶スクラバ向けレーザ方式ガス分析計
Laser Gas Analyzers for EGCS

船舶からの排ガスに含まれる硫黄酸化物（SOX）など
による人体や環境への影響を低減するため，海洋汚染防
止条約により燃料油中の硫黄分濃度が国際的に規制され
ている

⑴

。2020 年 1月からこの規制が強化される。高硫黄
燃料油の使用は，排ガス浄化システム（EGCS： Exhaust 
Gas Cleaning Systems）を搭載し，適切な運用をした場
合に限られている。EGCSの要件を定めた国際海事機関
のガイドライン

⑵

において，排ガス浄化性能の指標として
二酸化硫黄（SO2）と二酸化炭素（CO2）のガス濃度比を
定め，この指標が規制値以下であることを連続監視する
ことを義務付けている。
富士電機は，EGCSにおいて SOXを低減するスクラバ
に不可欠な排ガス監視装置として，小型でメンテナンス
頻度が少ない船舶スクラバ向けレーザ方式ガス分析計を
開発した。

1　概　要

図1に EGCSの全体構成および本製品の外観を，表1に
主な仕様を示す。本製品は，次の三つのユニットとそれ
らを接続する配線，配管から構成されている。
⒜　煙突から排ガスを吸引し，ダストや水分を除去す
る採取部

⒝　採取部から流入する測定ガス中の SO2と CO2のガ
ス濃度をレーザで測定する検出部
⒞　採取部と検出部への電源供給，通信ならびに外部
インタフェースとの通信を行う中継ボックス

2　特　徴

2 . 1 　小型・軽量
設置や交換を容易に行うために，船舶の機関室や煙突
部の扉から持ち込むことができる寸法，質量とした。また，
狭小な場所にも設置可能である。

2 . 2 　年 1回の校正
レーザ方式を採用したので，長期的な測定の安定性を

実現でき，校正は年 1回でよい。そのため校正用の高圧
ガスの常時設置は不要となった。

2 . 3 　月 1回のメンテナンス
フィルタの手前でガスとそれ以外の成分を分離するこ

田原　雅哉 *  TABARU, Masaya 東　　亮一   HIGASHI, Ryoichi 赤尾　幸造   AKAO, Kozo

 *    富士電機株式会社パワエレシステムインダストリー事業本部オー
トメーション事業部 FAシステム技術第三部

    富士電機株式会社パワエレシステムインダストリー事業本部開発
統括部計測機器開発部

（b）検出部 （c）中継ボックス

（a）採取部

EGCS の全体構成

船舶スクラバ向けレーザ方式ガス分析計

SOX
スクラバ

排ガス
モニタ

制御盤

エンジン

エコノマイザ

排水処理
装置

水質計

タンク
熱交換器

ポンプ

図 1　  EGCS の全体構成および船舶スクラバ向けレーザ方式ガス
分析計

新
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船舶スクラバ向けレーザ方式ガス分析計

2019-S02-2

を実現している。

3 . 4 　SO2 ガスの損失を防ぐ温度管理と除湿
EGCSガイドライン

⑵

では，結露によって排ガスサンプ
ル中の SO2ガスの損失（溶解損失）を防ぐよう定められ
ている。排ガス浄化装置は水を用いて洗浄するため，装
置を通過した排ガスは湿っており，結露しやすい状態で
ある。そこで本製品では，採取部全体を排ガス温度より
高い温度に保温し，結露を防止している。また，膜式の
ドライヤを採用し，水分をガス状態のまま除湿している。
そのため，採取部内でガスを乾燥した状態にでき，検出
部へのガスの輸送は加熱導管を必要としない。

4　適用事例

船上試験として，ばら積み船にレーザ方式ガス分析計
を含む EGCSを搭載し，本製品の試験を実施中である。
船舶の情報

⑶

および設置の様子を図2に示す。本試験では，
長期の動作安定性の評価，濃度指示値の精度評価を行っ
ている。
なお，船上試験は，今治造船株式会社および一般財団
法人 日本海事協会との共同研究体制の下，日本海事協会
の“業界要望による共同研究”のスキームにより研究支
援を受けて実施された。富士電機は，今治造船株式会社
から業務委託され，本研究開発において，EGCS 設備一
式の設計，製作および試験遂行を実施した。レーザ方式
ガス分析計はこの設備一式に含まれるものである。関係
各位に謝意を表する。

とによりフィルタを汚れにくくし，1か月に 1 回の低頻
度のフィルタ交換周期を実現した。また，その他の部分
の日常のメンテナンスは不要である。

3　背景となる技術

3 . 1 　安定した測定を実現するレーザ方式
従来のフィラメント方式の光源を使った非分散赤外線

ガス分析計では，光学系の汚れによる信号の低下とガス
による吸収の区別が難しいため，週に 1 回程度の頻繁な
校正が必要であった。一方，この製品では，波長可変半
導体レーザを用いているので，測定ガスによる吸収があ
る波長とない波長を測定することにより，光学系の汚れ
を補正しながらガスの吸収が検出できる。このため，年 1
回の校正による長期的に安定な測定が可能である。

3 . 2 　SO2 ガスを検出する新型レーザ素子と受光素子
SO2ガスを ppmレベルで検出するためには，高い検出

感度が必要である。本製品では，SO2ガスの吸収強度が
最も大きい波長 7µm帯で発光可能な量子カスケードレー
ザを新たに採用している。また，波長 7µm帯の受光素子
には環境に配慮した高感度光起電力素子を適用している。

3 . 3 　SO2 ガスとCO2 ガスを同時に検出する光学系
SO2と CO2のガス濃度比を正確に測定するためには，

同一のガスサンプルに対して同時に分析することが必要
である。一方，各ガスの吸収波長が異なるため，それぞ
れのガス専用のレーザ素子や受光素子が必要となる。そ
こで，検出部には 2 個のレーザ素子と 2 個の受光素子を
内蔵しつつ，レーザの光軸を重ねる光学系により，これ

表 1　船舶スクラバ向けレーザ方式ガス分析計の仕様

項　目 仕　様

測定原理 波長非分散式レーザ式

測定方式 サンプリング方式

測定成分およ
び測定範囲

SO2：0～ 300ppm
CO2：0～ 10vol%

外　形
採取部：W400×D323.4×H300（mm）
検出部：W330×D255×H880（mm）
中継ボックス：W500×D166×H400（mm）

質　量
検出部：約30kg
採取部：約18kg
中継ボックス：約20kg

性　能

正確さ：  読み値の±2%または0.3%FSのいずれか大き
い方の値以下

精度：10回繰り返し応答の2.5倍標準偏差±1%FS以下
ノイズ：2%FSp-p未満
ゼロドリフト：±2.0%FS未満/6か月
スパンドリフト：±2.0%FS未満/6か月
応答時間（90%FS応答）：180秒以下
暖機時間：120分以内
校正周期：1年に1回

適合指針 IMO Resolution MEPC 259（68）， 2015 guidelines 
for exhaust gas cleaning systems

取得船級 ClassNK（取得済），DNV・GL（予定）

船　名 ：NADESHIKO
造船所 ：今治造船株式会社
船　種 ：ばら積み船
載貨重量 ：84,000 M.T. D/W
エンジン出力 ：9MW 
燃料油中の最大硫黄分濃度：3.5%

（a）船舶の情報 （b）船舶に設置された
レーザ分析計
（検出部）

図 2　船舶の情報および設置の様子
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第 7世代「Xシリーズ」IGBT モジュール 1,700V系列
1,700-V Line-Ups of 7th-Generation “X Series” IGBT Modules

近年，地球温暖化対策の観点から，CO2 排出量の削減
が求められている。エネルギー変換効率の改善や，風力
発電や太陽光発電などといった再生可能エネルギーの利
用が拡大している。これに伴い，電力変換装置 1台当た
りの出力電流が拡大する傾向にあり，キーデバイスであ
る大容量 IGBT（Insulated Gate Bipolar Transistor）モ
ジュールの需要が拡大している。同時に，上述の装置は
社会インフラの一部を構成するため高信頼性であること
も求められている。
このような電力変換装置における出力電流の拡大，低
消費電力化および高信頼性化の要求に応えるため，富
士電機では第 7世代「Xシリーズ」IGBTモジュールの
1,700V 製品を開発した。

1　特　徴

表1に，Xシリーズ IGBTモジュール 1,700V 系列のラ
インアップを示す。従来製品である「Vシリーズ」と比
較して，特徴は次のとおりである。
⑴　出力電流の拡大
⑵　連続動作時接合温度Tvjopの拡大

2　電気的特性

Xシリーズ 1,700V IGBTモジュールでは，Xシリー
ズのチップ技術を適用することで，従来製品（Vシリー
ズ）に対して発生損失を大幅に低減した。次に Dual XT
（M254）パッケージを使い，電流定格 450A，電圧定格
1,700Vのモジュールを比較した結果を示す。
図1に IGBTの飽和電圧とターンオフエネルギーの
トレードオフ特性を，図 2に FWD（Free Wheeling 
Diode）の順方向電圧と逆回復エネルギーのトレードオ
フ特性をそれぞれ示す。いずれも Xシリーズ IGBTでは，
最新の微細化技術および薄ウェーハ化技術を適用するこ
とにより，Vシリーズ IGBTと比較して，飽和電圧を約
0.4V 低減，ターンオフエネルギーを約 12%低減し，大
幅に改善した。Xシリーズ FWDでは，最新の薄ウェーハ
化技術を適用することで，順方向電圧を約 0.2V 低減した。
また，ライフタイム制御の最適化により，滑らかな逆回
復波形を実現するとともに逆回復エネルギーを約 17%低
減した。
図3に消費電力の計算結果を示す。Xシリーズは，Vシ
リーズと比較して，キャリア周波数 1kHzの条件で消費
電力を約 13%低減した。

永井　大嗣 *  NAGAI, Daishi 増田　晋一 *  MASUDA, Shinichi 吉田　健一 *  YOSHIDA, Kenichi

*    富士電機株式会社電子デバイス事業本部産業事業部産業モジュー
ル部

従来ラインアップ

定格電流
（A）

パッケージ

Std. 2 in1

＊PrimePACK™：Infineon Technologies AG の商標または登録商標

15 25 35 50 75 100 150 200/
225

400/
450

1,000/
1,200300

34 mm

PrimePACK™2

62 mm

Dual XT

80 mm

PrimePACK™3

600 650 1,400 1,800 2,000

Dual XT

PrimePACK™＊

第 7世代拡大ラインアップ

表 1　Xシリーズ IGBTモジュール 1,700V系列のラインアップ
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3　パッケージ技術

Xシリーズでは，さらなる出力電流を向上するた
め，連続動作時接合温度Tvjopを従来製品の 150 ℃から
175℃に拡大した。Tvjopを拡大するためには，温度変化
に対する耐量であるΔTvjパワーサイクル耐量の向上や，
高温での長期信頼性に影響する絶縁用シリコーンゲルの
耐熱性の改善が必要である。Xシリーズでは，はんだ材
の新規開発と半導体チップ上の新配線接合技術の適用に
より，Tvjmax=175℃，ΔTvj=50℃の条件で従来製品に比
べて約 2倍の耐量向上を実現した。また，高耐熱性の新
規シリコーンゲルの採用により，175℃環境下でのゲル
硬化を抑制し，長期的な絶縁性能を確保した。
さらに，半導体チップのジュール熱を効率よく放熱す

るため，熱伝導率の高い AlNを用いた高放熱絶縁基板を
適用した。図4に過渡熱抵抗特性を示す。Al2O3 絶縁基板
を使った従来製品と比較して，同一チップサイズにおい
て接合部とケース間の熱抵抗を約 45%低減した。
図5に，Dual XTパッケージの Xシリーズの最大定
格 600Aモジュールと Vシリーズの最大定格 450Aモ

Xシリーズ：2MBI450XNA170-50 
従来製品：2MBI450VN-170-50
VCC =900 V, I C=450 A, VGE=±15 V, Tvj=150 ℃, 
dv/dt =10 kV/µs

X シリーズ
従来製品
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推定値
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飽和電圧 ：約 0.4 V低減
ターンオフエネルギー ：約 12%低減

図 1　トレードオフ特性（IGBT）

Xシリーズ：2MBI450XNA170-50 
従来製品：2MBI450VN-170-50
VCC =900 V, I C=450 A, VGE=±15 V, Tvj=150 ℃, 
dv/dt =10 kV/µs
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逆方向電圧 ：約 0.2 V低減
逆回復エネルギー ：約 17%低減

図 2　トレードオフ特性（FWD）

Xシリーズ：2MBI450XNA170-50 
従来製品：2MBI450VN-170-50
Vcc=900 V, I c=225 A, VGE=±15 V, Tvj=150 ℃, 
Modulation rate =1, cosφ=0.9, fO=50 Hz, dv/dt=10 kV/µs
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図 3　消費電力

同一チップサイズでの比較

45%低減
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図 4　過渡熱抵抗特性

従来製品
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X シリーズ：2MBI600XNE170-50 
従来製品：2MBI450VN-170-50
VCC =900 V, VGE=±15 V, Modulation rate =1, cosφ=0.9, 
f C=3 kHz, fO=50 Hz, Ta=50 ℃

図 5　インバータ出力電流と IGBT接合部温度
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ジュールにおける，インバータ出力電流と IGBT 接合部
温度の計算結果を示す。前述のような最新の Xシリーズ
チップ技術およびパッケージ技術を適用することによっ
て，従来製品と比較して Xシリーズ 1,700V 系列製品で
は，出力電流を約 30%向上した。本製品は，電力変換装
置の小型化，低消費電力化および高信頼性化の要求に応
えることができる。

発売時期
2019 年 6月から順次

お問い合わせ先
富士電機株式会社
電子デバイス事業本部事業企画部
電話（0263）27-2943

（2019年 6月 28日Web公開）
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EVリユース蓄電池システム
Storage Battery Systems That Reuse EV Batteries

昨今の電気自動車（EV）の普及に伴い，EVで使い終
わった中古電池を安全に有効活用する体制が整ってきて
いる。
一方，需要家に設置する蓄電池システムは，従来，ピー
クカットによる契約電力低減に伴うエネルギー費用の削
減が目的であった。2016 年度から 2020 年度までの予定
で実施されている経済産業省のバーチャルパワープラン
ト（VPP）実証事業の成果が制度化すれば，ピークカッ
ト以外の収入が得られるようになり，投資回収効果が高
くなる。
本システムは，EVリユース蓄電池を採用し，ピーク
カット，VPP 対応機能，さらに事業継続計画（BCP）に
対応可能な需要家向け蓄電池システムである。外観を図1
に示す。

1　システム構成

本システムは，富士電機のパワーコンディショナ
（PCS），制御装置とフォーアールエナジー株式会社が提
供するリユース蓄電池を，従来の 2 倍の積載効率で格納
した 20フィートコンテナと組み合わせたものである。シ
ステム構成と主要構成機器の仕様を図2に示す。
従来は顧客の要求ごとに蓄電池システムを提案してい
た。住友商事株式会社，株式会社日本ベネックスと 3 社

共同で標準パッケージを開発し，コストダウンを図った。
必要に応じて顧客の要求に合わせたカスタマイズも可能
である。

2　省スペース設計

蓄電池パックは，自動車用部品の安全技術を生か
し，EVに実装した状態のまま利用することとした。コ
ンテナへの高積載技術を駆使し，安全性と実装密度に優
れた蓄電池コンテナを共同で開発している。図3に示す
ように，従来は 20フィートコンテナに 12パック，約
200kWhの実装であったのに対し，新型は 24パック，
約 400kWhを実装している。

山野　博之 *  YAMANO, Hiroyuki 宮村　尚孝 *  MIYAMURA, Naotaka 松井　裕志   MATSUI, Hiroshi

 *    富士電機株式会社パワエレシステムエネルギー事業本部エネル
ギーマネジメント事業部電力流通総合技術部

    富士電機株式会社営業本部エネルギーソリューション統括部営
業第一部

図 1　EVリユース蓄電池システム

保護リレー
3φ3W　6,600 V

商用系統

保護リレー

一般負荷

一般負荷 重要負荷

UPS

制御
電源用

真空電磁接触器
昇圧用

PCS

蓄電池コンテナ

UPS 制御
装置

ご提供範囲

予備フィーダ
活用を想定

主要構成機器

蓄電池コンテナ 20フィート，400 kWh

蓄電池 PCS 400 kW

昇圧変圧器 油入り，400 kVA　6.6 kV/170 V

真空電磁接触器盤 7.2 kV，600 A

制御装置 ピークカット・VPP対応機能

仕　様

図 2　システム構成と主要構成機器の仕様
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に切り替えて立上げ，電源供給する。
⑶　VPP対応機能
図5に VPP 基本構成図を示す。このように VPPは，
需要家のリソース（ESSなどの設備）を束ねてあたかも
一つの発電所のように制御することで，電力系統の調整
力として活用する技術である。この技術により，上位シ
ステムからの信号で，蓄電池の充放電を行う。VPPに
よって将来的には対価を得ることが期待できる。
富士電機が参加している関西電力グループの VPP 実証
事業に対応できる機能を本システムは標準で組み込んで
いる。そのため，本システムを購入する需要家は，この
VPP 実証事業への参加および補助金申請が可能となり初
期費用低減が期待できる。
⑷　再生可能エネルギーの有効利用
図6に示すように自家消費の太陽光発電は，土日の需
要が低い時間帯に余剰となる場合がある。これを蓄電池
に充電し，需要が高い時間帯で放電することで再生可能
エネルギーを有効活用することができる。

3　機　能

システムの機能の概要を次に示す。
⑴　ピークカット・ピークシフト
蓄電制御システムを活用してピークカットとピークシ

フトを行い，契約電力を下げて基本料金，電気代を低減
する。顧客の電力の使用状況にもよるが，一定の経費削
減効果が期待できる。図4にピークカットの事例を示す。
⑵　BCP
安定した事業運営や継続に必要なバックアップ電源と

して活用できる。具体的には，商用電源が停電したとき，
商用電源の連系開閉器を解放し，蓄電池 PCSを自立運転

リユース蓄電池：12パック収納
定格蓄電池容量：288 kWh
実効蓄電池容量：約 200 kWh

従来型蓄電池コンテナ

リユース蓄電池：24パック収納
定格蓄電池容量：576 kWh
実効蓄電池容量：約 400 kWh

新型蓄電池コンテナ

図 3　蓄電池コンテナ実装設計
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図 4　ピークカットの事例

上位システム

需要家 ESS

ACサーバ

RAサーバ

EMS

PCS

蓄電池

PLC

AC（アグリゲーション・コーディネーション）サーバ：
ユーザ（サービス利用者）IF，RAサーバへの振り分け，統合管理

RA（リソース・アグリゲーション）サーバ：
ACサーバ IF，各リソース（ESS）への振り分け，統合管理

EMS（エネルギーマネジメントシステム）：
本システムの制御装置に当たる部分
需要家（一般民需）VPP制御のための I/F，受電点における電力需要
のベースライン計算，需要予測など ESS の制御に関わるコントローラ
（ピークカット・ピークシフト，BCP自立運転制御，充放電可能量計
算など）

PCS（パワーコンディショナ）：
富士電機製品　400 kW，500 kW，600 kW，750 kW 交直変換器

蓄電池：
各種蓄電池に対応可能（LiB，NAS，RF，Pb，その他）

図 5　VPP 基本構成図
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発売時期
2018 年 6月

お問い合わせ先
富士電機株式会社
営業本部エネルギーソリューション統括部営業第四部
電話（03）5435-7028

4　ヒューマンマシンインタフェース

蓄電池システムの運用・保守に必要となる各種画面を
制御装置前面に表示し，操作可能なタッチパネルを設け
ている。これにより，視認性と操作性が大幅に向上する
とともに，取扱説明書に頼らない直観的な操作を可能に
した。電力系統状態監視，高圧開閉器の遠隔開閉指令が
できる系統監視画面の事例を図7に，30 分デマンドごと
の実負荷および蓄電池の充放電監視ができるデマンド監
視画面の事例を図8に示す。

（2019年 8月 22日Web公開）
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図 6　再生可能エネルギーの有効利用の事例

図 7　系統監視画面の例
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図 8　デマンド監視画面の例
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小容量UPS「GXシリーズ」用ネットワークカード
「Web/SNMPカードⅡ」
“Web/SNMP Card II” Network Cards for “GX Series” Small Capacity UPSs

近年，突発的な落雷や豪雨による電源異常（停電や瞬
低）が増加してきている

⑴，⑵

。こうした電源異常に備えるた
めに，無停電電源装置（UPS：Uninterruptible Power 
System）の導入が必要不可欠である。UPSは，停電が発
生すると UPSに接続されているバッテリを供給源に切り
替えて，負荷機器に安定した電力を供給する。
UPSは産業分野では半導体製造装置やデジタルプリ

ンタなどの電源保護として利用され，IT 分野ではデー
タセンターなどのサーバ機器やネットワーク機器などの
電算機器を電源保護として利用される。特に IT 分野で
は，電源が遮断される前にデータを退避したり，基本ソ
フト（OS：Operating System）を適切な処理で安全に
停止する OSシャットダウン処理を行ったりすることが
必要である。UPSに UPS管理システムを連携させること
で，バッテリの電力が残っている間に OSシャットダウ
ン処理を自動で実行させることができ，無人化されたサー
バルームなどの IT 機器を電源異常から守ることができる
（図1）。
UPS 管理システムには，サーバや PCなどのコンピュー

タにインストールして動作させるアプリケーションソフ
トウェアと，UPSに直接実装してネットワーク経由で管
理が可能なネットワークカードによるものがある。前者
では UPS 管理用として専用のコンピュータが必要になる
のに対し，後者では UPSに組み込むので専用コンピュー
タは不要となる。データセンターなどの IT 分野では限ら
れたスペースに多くのサーバを配置するため，後者の省
スペースタイプのニーズが高い。また，昨今の IT 分野で
は，ネットワークの暗号化や仮想化技術を取り込んだ技
術への対応が重要視されるようになってきている。
本稿では，これらの機能に対応した小容量UPS「GX
シリーズ」用ネットワークカード「Web/SNMPカード
Ⅱ」について述べる。

1　特　徴

今回開発したWeb/SNMPカードⅡを図2に，Web/
SNMPカードⅡと既存品（Web/SNMPカード）の機能
比較を表1に示す。

森藤 裕治郎 *  MORITO, Yujiro 初見　　博   HATSUMI, Hiroshi 畠中　伸治   HATAKENAKA, Shinji

 *    富士電機株式会社パワエレシステムエネルギー事業本部開発統括
部電源機器開発部

    富士電機株式会社営業本部ファクトリーオートメーション統括部
営業第四部

    富士電機株式会社パワエレシステムインダストリー事業本部オー

トメーション事業部業務第一部

停　電

バッテリの容量 0％

コンピュータの急停止
（データ消失のリスク）

停止タイミングは任意

バックアップ運転中

停　電

コンピュータの
停止処理中

シャットダウン機能

安全に
停止

UPS の出力

コンピュータ
（PC）

産業機器

商用電源

UPS 管理ソフト

UPS 管理システムありUPS 管理システムなし

電
源
の
状
態
チ
ャ
ー
ト

図 1　UPS 管理システムの役割

新
製
品
紹
介

富士電機技報　2019 vol.92 no.3

197（75）



小容量UPS 「GXシリーズ」 用ネットワークカード 「Web/SNMPカードⅡ」

2019-S05-2

を可能としたプロセッサ（ARM：Advanced RISC 
Machines）を搭載し，暗号化通信（TLS1.2：Transport 
Layer Security）で標準化されているハッシュアルゴリ
ズム SHA-256（Secure Hash Algorithm）を実装して
おり，高度な暗号化によってセキュリティを実装するこ
とで，安全なネットワーク通信に対応している（図3）。

1 . 2 　Internet Protocol Version6（IPv6）
2001 年 1 月施行の「高度情報通信ネットワーク社会

形成基本法」による“e-Japan 重点計画”に明記された
ことで，わが国においても IPv6の利用は拡大している。
OSやスマートフォンなどのネットワーク接続機器には
IPv6が実装されていてユーザが意識することなく使える
環境が整備されてきた。
産業分野では，IPv6はこれまでニーズとしては少な

かったため実装は遅れていた。しかし，IT 分野のネット
ワークインフラにおいて IPv6は一般的となっているため，
従来の IPv4と IPv6が混在した環境が産業分野で増加し
ている。
本開発品では，IPv4と IPv6が混在した環境にも対応

できるように，IPv4と IPv6の両方を搭載したデュアル

 
1 . 1 　セキュリティ
従来，データセンターなどで管理用に使用される閉域
ネットワークは，インターネットのような広域ネットワー
クほどのセキュリティは必要なかった。しかし，近年では，
ワイヤレス通信や USB（Universal Serial Bus）通信な
どの一時的な利用を目的とした接続や，仮想ネットワー
ク（VPN：Virtual Private Network）などの物理的に接
続された状態でソフトウェアによって回線を分離する仕
組みが普及してきている。そのため，従来のように独立
して構成することは困難になってきているため，閉域ネッ
トワークにおいてもセキュリティを確保することが課題
になっている。
暗号化による通信データの盗聴防止や改ざん防止，接
続元のデジタル証明書などを使ったなりすまし防止など
のセキュリティの実装には，暗号化処理で高速演算が必
要である。
本開発品では，既存品ではできなかった高速演算

表 1　新旧機能比較表

項　目 開発品 既存品

呼　称 Web/SNMPカードⅡ Web/SNMPカード

ハードウェア仕様 Cortex-A9/M4 
マルチコアCPU V850 シングルCPU

Ethernet＊通信 10M/100M/1,000M
（ギガビット対応） 10M/100M

IPアドレス IPv4，IPv6，IP自動設定 IPv4

Web接続 HTTP，HTTPS HTTP

セキュリティ接続 SSH2.0（制約なし） SSH（制約あり）

SNMP v1，v2c，v3
（暗号化対応） v1，v2c

メール
通知

認　証 PLAIN，LOGIN，MD5 なし

暗号化 SMTPS なし

ロ　グ
イベント 1,000件 800件

計　測 30日間 2日間

瞬停通知 メール&ログ なし

マルチ言語 リアルタイム切替（日英） 言語ファイルで切換

＊  Ethernet：富士ゼロックス株式会社の商標または登録商標

図 2　「Web/SNMPカードⅡ」

コンピュータ
（ブラウザ）

UPS+Web/
SNMPカードⅡ

暗号化接続要求

暗号化データ通信

（ClientHello）

鍵交換
（ChangeClipherSpec）

対応アルゴリズム応答
（ServerHello）

＋
サーバ証明書

（プライベート）

開発品

なりすまし防止

改ざん防止

データ盗聴防止

図 3　TLS 接続のしくみ
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図 4　IPv4 と IPv6 のデュアルスタックの構成
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化システム（HCI： Hyper-Converged Infrastructure）
にも対応できる（図5）。

参考文献
⑴　国土交通省.“最近の自然災害と防災・減災の取り組みにつ

いて”. 2018. http://www.zenkokubousai.or.jp/download/

reiwa_nittei01.pdf,（参照 2019-06-13）.

⑵　電気事業連合会. IEEJ. 2018-10-15. https://eneken.

ieej.or.jp/data/8119.pdf，（参照 2019-06-13）.

発売時期
2019 年 9月

お問い合わせ先
富士電機株式会社
パワエレシステム インダストリー事業本部オートメー
ション事業部業務第一部
電話（03）5435-7091

スタック（図4）を備えている。IPv6ではアドレス長が
128bitに拡張されているため，手動でアドレスを設定
することが困難である。そこで，ホスト名で置き換える
システム（DNS：Domain Name System）や自動でア
ドレスを設定するシステム（DHCPv6：Dynamic Host 
Confi guration Protocol version 6）も備えている。

1 . 3 　仮想化システムへの対応
コンピュータの高度化が進むにつれて，1 台の高性能な

サーバ上で，複数の仮想的なサーバを運用する仮想化シ
ステムが普及している。仮想化システムは，仮想サーバ
を管理する物理サーバ（ハイパーバイザ）とストレージ
で分散構成され，故障などの異常が発生してもクラスタ
構成のような冗長化により高可用性（HA：High Avail-
ability）を持っている。こうしたシステムに UPSを導入
した場合，電源異常時の動作やシステム停止のタイミン
グを判断することが難しい。
本開発品が実装しているハイパーバイザと直接通信が

行える機能（SSH2.0：Secure Shell）によって，最大 8
台までのハイパーバイザをシャットダウンさせることが
できる。これにより，これまで難しかった大規模な仮想

（2019年 9月 26日Web公開）
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第 7世代「Xシリーズ」1,200V/2,400A 
RC-IGBT モジュール
7th-Genenation “X series” 1,200 V/2,400 A RC-IGBT modules

人口増加や経済成長により，エネルギー需要は世界的
に拡大の一途をたどっている。CO2 排出抑制による地球
温暖化対策や，安全・安心で持続可能な社会を実現する
ために，電気エネルギーを効率的に変換するパワーエレ
クトロニクス技術への期待が高まっている。中でも，産業，
民生，自動車，再生可能エネルギーといった幅広い分野
で用いられる電力変換装置のキーデバイスとして，パワー
半導体である IGBT（Insulated Gate Bipolar Transis-
tor）モジュールの需要が拡大している。
電力変換装置の小型化や低コスト化，高性能化に伴い，
IGBTモジュールのパワー出力拡大や高信頼性化が求めら
れている。富士電機は，チップおよびパッケージの技術
革新により，高いパワー出力および信頼性を実現した第 7
世代「Xシリーズ」IGBTモジュールを製品化した。
図1に示す IGBTと FWD（Free Wheeling Diode）の
機能を 1チップ化した RC-IGBT（Reverse-Conducting 

IGBT：逆導通 IGBT）を開発した。この RC-IGBT 技術
と前述の Xシリーズ技術を組み合わせることで，IGBT
モジュール内に搭載する定格電流当たりの半導体チップ
の総面積を低減した。これにより，同一サイズの製品に
おいて定格電流の拡大を実現し，従来技術では困難であっ
たさらなる高パワー出力を達成できる新製品を開発した。
本稿では，開発した第 7世代「Xシリーズ」RC-IGBT

モジュール“PrimePACK™
〈注〉

3+”1,200V/2,400Aについ
て述べる。

1　特　徴

表1に，開発品と従来品の外観およびラインアップを示
す。RC-IGBTやパッケージの技術革新によって，耐圧
1,200Vの製品において従来 1,800Aが最大であった定
格電流を 2,400Aまで拡大した。

2　適用技術

2 . 1 　チップ技術
図2に，Xシリーズ RC-IGBTの断面構造および等価
回路を示す。従来品では IGBTと逆並列で接続していた
FWDの 2チップを必要としたが，RC-IGBTは IGBTと
FWDの機能を 1チップ化しているため，1チップで従来
品と同じように順方向と逆方向の両方に通電することが
できる。

高崎　愛子 *  TAKASAKI, Aiko 掛布　光泰 *  KAKEFU, Mitsuhiro 山野　彰生 *  YAMANO, Akio

*    富士電機株式会社電子デバイス事業本部産業事業部産業モジュー
ル部

〈注〉  PrimePACK™：Infi neon Technologies AGの商標または登

録商標

RC-IGBTIGBT

＋

FWD

図 1　RC-IGBT のチップ概略図

表 1　製品の外観およびラインアップ

定格電流（A）

1,400 1,800 2,400

1,200V
Vシリーズ V-IGBT + V-FWD

Xシリーズ X-IGBT + X-FWD X-RC-IGBT

製品外観

＊  PrimePACK™：Infi neon Technologies AG の商標または登録商標

250

89 89

250

（単位：mm）

PrimePACK™＊3＋

（単位：mm）

PrimePACK™＊3
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3　端子温度低減によるパワー出力拡大

高いパワー出力の実現のためには，半導体チップの特
性改善だけでなく，パッケージの通電能力の拡大も必要
である。これは大きな出力電流を流すと，端子温度が過
剰に上昇する懸念があるためである。
開発品では，この端子温度の上昇を抑えるため，表1の

製品外観の白枠箇所に示すように，出力端子の数を従来
品の 1 端子から 2 端子に増やしている。
図3に，従来品と開発品の端子温度を評価した結果を
示す。開発品では出力端子数が増えたことで，通電時の
電流を分流させることができる。これにより，従来品と
比較して端子温度が 50℃低くなった。
この高い通電能力によって，従来品に比べて端子を流
れる電流による発熱を大幅に下げたことで，より高い出
力に対応することでできる。

4　“1,200V/2,400A”IGBTモジュールの特性

前述のとおり RC-IGBTでは，従来方式である IGBT
と FWDの組合せに対して，半導体チップ総面積は減少
する。ただし，従来方式の IGBTチップと FWDチップ
と個別に比較すると，チップ面積は RC-IGBTの方が大
きい。そのため，RC-IGBTは IGBTや FWDに比べて
チップ接合部-ケース間の熱抵抗が低減し，高い放熱能力
を持つという長所がある。
図4に，インバータ動作時の消費電力計算結果を示す。
開発品は従来品に対してほぼ同等のインバータ消費電

また，Xシリーズの表面構造をさらに微細化するチッ
プ技術と薄ウエーハ化技術を適用することで，同一スイッ
チングエネルギーEoffの場合，Xシリーズ IGBTモジュー
ルは従来の「Vシリーズ」と比較してコレクタ・エミッ
タ飽和電圧VCE（sat）を約 0.6V 低減した。一般的に，薄ウ
エーハ化技術の適用は，耐圧低下やターンオフ時の電流・
電圧発振が懸念される。この課題に対し，Xシリーズの
チップ技術である裏面に設けたフィールドストップ（FS）
層の最適化によって，耐圧低下や発振を抑制した。

2 . 2 　パッケージ技術
Xシリーズ IGBTモジュールではさらなるパワー出力

拡大のために，従来の Vシリーズと比較して，動作時
のチップ接合温度Tvjopを 150℃から 175℃に拡大した。
しかしながら，この動作保証温度の拡大に伴って熱によ
る材料の強度が落ちるだけでなく，熱応力も拡大するた
め，チップ上のアルミニウムワイヤ接合部やはんだ接合
部の劣化が加速し，製品寿命が低下する懸念がある。また，
一般的にシリコーンゲルは高温環境下において，ゲルが
裂けて絶縁性能が低下する懸念がある。Xシリーズでは，
ワイヤボンディングの最適化，はんだ材料およびシリコー
ンゲル材料を開発し，これらの課題を解決した。
さらに，高放熱AlN絶縁基板を採用することで，チッ

プ接合部-ケース間の熱抵抗を低減し，放熱性を向上させ
ている。
Xシリーズではこれらの技術革新により，パワー出力

の拡大と高信頼性の両立を実現した。

（a）RC-IGBTチップの概略構造

（b）RC-IGBT の等価回路

p+コレクタ

フィールド
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図 2　  第 7 世代「X シリーズ」RC-IGBT の断面構造および等価
回路
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力を示している。この同等の消費電力と RC-IGBTの特
徴である高い放熱能力により，開発品は従来品に比べて
Tvjmaxが 31℃も低下する。
次に，図5にインバータ出力電流と IGBT 最大接合温

度Tvjmaxの計算結果を示す。開発品を採用した電力変換
装置の出力電流を，従来品に比べて 23%拡大できる。

（2019年 9月 26日Web公開）

計算条件
変調モード：3 arms, fO＝50 Hz, VDC＝600 V, 
I C (rms)＝1,200 A, 力率0.9, 制御率1.0, 
VGE＝+15 V/－15 V, RG＝on0.22 Ω/off0.22 Ω
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図 4　インバータ動作時の消費電力計算結果
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略語（本号で使った主な略語）

ACB Air Circuit-Breaker 気中遮断器
AI Artificial Intelligence 人工知能  
BCP Business Continuity Plan 事業継続計画
BG Balancing Group バランシンググループ
BI Business Intelligence 
CBC Circuit-Breaker Controller 
CT Current Transformer 変流器
DC Data Center データセンター
DCC Disconnector Controller 
DCU Data Concentrator Unit 
DS Disconnect Switch 断路器
DSP Digital Signal Processor 
DT Distribution Transformer 
EGCS Exhaust Gas Cleaning Systems 排ガス浄化システム
EMS Energy Management System エネルギーマネジメントシステム
EPC Engineering Procurement and Construction 
EV Electric Vehicle 電気自動車
FACTS Flexible AC Transmission System 
FEP Front End Processor 
FIT Failure In Time 
FTU Feeder Terminal Unit 
FWD Free Wheeling Diode 
GCB Gas Circuit-Breaker ガス遮断器
GIS Gas-Insulated Switchgear ガス絶縁開閉装置
GMC Grandmaster Clock 
GOOSE Generic Object-Oriented Substation Events 
GPRS General Packet Radio Service 携帯電話網を使った通信方式
HES Head End System 
HMI Human Machine Interface 
ICT Information and Communication Technology 
IED Intelligent Electronic Device 
IGBT Insulated Gate Bipolar Transistor
IoT Internet of Things 
JEPX Japan Electric Power Exchange 日本卸電力取引所
JIT Just-In-Time 
LBS Load Break Switch 高圧負荷開閉器
LIB Lithium Ion Battery リチウムイオン電池
LRT Load Ratio Control Transformer 負荷時タップ切替変圧器
MC Electromagnetic Contactor 電磁接触器
MCCB Molded-Case Circuit-Breaker 配線用遮断器
MDMS Meter Data Management System 
MTBF Mean Time Between Failure 平均故障間隔
MTTR Mean Time To Recovery 平均復旧時間
MU Merging Unit 
NTP Network Time Protocol 
O&M Operation and Maintenace 
OCCTO Organization for Cross-regional Coordination of Transmission Operators 電力広域的運営推進機関
OMS Outage Management System 
PCS Power Conditioning System パワーコンディショナ
PLC Programmable Logic Controller プログラマブルコントローラ
PPS Power Producer and Supplier 特定規模電気事業者
PTP Precision Time Protocol 
PUE Power Usage Effectiveness 電力使用効率
PV Photovoltaic 太陽電池
PWM Pulse Width Modulation 
RB-IGBT Reverse-Blocking IGBT 逆阻止 IGBT
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商標（本号に記載した主な商標または登録商標）

Ethernet 富士ゼロックス株式会社の商標または登録商標
MODBUS Schneider Automation, Inc. の商標または登録商標
PrimePACK ™ Infi neon Technologies AG の商標または登録商標
Simulink The MathWorks, Inc. の商標または登録商標

その他の会社名，製品名は，それぞれの会社の商標または登録商標である。

RC-IGBT Reverse-Conducting IGBT 逆導通 IGBT
RTU Remote Terminal Unit 
SAIDI System Average Interruption Duration Index 
SAIFI System Average Interruption Frequency Index 
SCADA Supervisory Control And Data Acquisition 
SLF Short Line Fault 近距離線路故障
SM Smart Meter スマートメータ
SOC State Of Charge 
SSSC Static Synchronous Series Compensator 静止型同期直列補償装置
STS Static Transfer Switch 
SV Sampled Values 
SVC Static Var Compensator 
SVR Step Voltage Regulator 自動電圧調整器
UPS Uninterruptible Power System 無停電電源装置
USB Universal Serial Bus 
VCB Vacuum Circuit-Breaker 真空遮断器
VCT Voltage Current Transformer 
VNC Virtual Network Computing 
VPN Virtual Private Network  
VPP Virtual Power Plant バーチャルパワープラント
VT Voltage Transformer 計器用変成器
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主要事業内容

パワエレシステム エネルギー
確かな技術で電力インフラを支え，エネルギーの安定供給，最適化，
安定化に貢献します。

エネルギーマネジメント
エネルギーマネジメントシステム（EMS），電力流通，スマートメー
タ，変電

施設・電源システム
データセンター，無停電電源装置（UPS），配電盤

器具
受配電・制御機器

パワエレシステム インダストリー
パワーエレクトロニクス応用製品に計測機器，IoT を組み合わせ，
工場の自動化や見える化により生産性の向上と省エネを実現します。

オートメーション
インバータ，モータ，FAコンポーネント，計測機器，FAシステム，
物流システム，駆動制御システム，計測制御システム，工業電熱

社会ソリューション
鉄道車両電機品，EVシステム，放射線管理システム，船舶用排ガ
ス浄化システム

情報ソリューション
情報制御システム

電子デバイス
高い品質，変換効率を実現，小型化・省エネ化に貢献します。

半導体
産業分野（第 7世代 IGBTモジュール，All-SiC モジュール，
小容量 IPM，パワーMOSFET）
自動車分野（車載用直接水冷型パワーモジュール，圧力センサ）

ディスク媒体

発電プラント
高度なプラントエンジニアリング力で，設計・製作から現地据付・
試運転・アフターサービスまで一貫して提供します。

再生可能・新エネルギー
地熱発電，水力発電，太陽光発電，風力発電，燃料電池

発電プラント
火力発電，原子力関連設備

食品流通
自動化・省エネを食の安全・安心とともに提供します。

自販機
飲料・食品自動販売機

店舗流通 
店舗設備機器，金銭機器，エネルギー管理システム
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①植物油変圧器（パームヤシ脂肪酸エステル使用），②
145kV　縮小型ガス絶縁開閉装置（GIS），③モジュール型
UPS「UPS7400WX-T3U」

特集　  電力の安定供給と最適化に貢献する
エネルギーソリューション

富士電機は，エネルギー需給環境の変化および社会インフラや産業シ
ステムの高度化に貢献するために，確かな技術で電力インフラを支え，
電力の安定供給，最適化に取り組んでいます。また，エネルギー・環境
技術の革新を追及し，付加価値の高い，環境にやさしい，国内外で使わ
れる製品・システムづくりにも取り組んでいます。
本特集では，電力の安定供給と最適化に貢献する変圧器，配電盤，無
停電電源装置（UPS）などの強いコンポーネントを支える最新技術を
はじめ，電源設備のワンストップソリューションやエネルギーマネジメ
ントシステム（EMS）などのエネルギーシステムソリューションを紹
介します。



富
士
電
機
技
報

電
力
の
安
定
供
給
と
最
適
化
に
貢
献
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

2019   Vol.92   N
o.3

富士電機技報　第 92巻　第 3号（通巻第 903 号）　2019 年 9月 30日発行

雑誌コード 07797-9　　定価　本体 700円＋税

富士電機技報　第 92巻　第 3号（通巻第 903 号）　2019 年 9月 30日発行　ISSN 2187-1817

特集　  電力の安定供給と最適化に貢献する
エネルギーソリューション

2019
Vol.92  No. 3

本誌は，環境に配慮した FSC®認証紙および
植物油インキを使用しています。また，ユニ
バーサルデザイン（UD）の考えに基づいた
見やすいデザインの文字を採用しています。



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Gray Gamma 2.2)
  /CalRGBProfile (Adobe RGB \0501998\051)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.7
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.1000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo false
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo false
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 100
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 100
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 1.30
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 150
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 150
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 1.30
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 300
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 300
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects true
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /JPN <FFFE3B7562970A4E67306E3068883A7901307E305F306F30FB96505BE130FC30EB308430A430F330BF30FC30CD30C330C8304C7D317567300190E14F59308B305F3081306E302000410064006F0062006500200050004400460020008765F8666E305C4F10626B3069905730663044307E305930023053306E302D8A9A5B67305C4F106255308C305F3020005000440046002000D530A130A430EB306F3001304100630072006F0062006100740020004A30883073302000410064006F00620065002000520065006100640065007200200038002E0030002000E54E4D9667308B954F30533068304C3067304D307E3059300230>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (sRGB IEC61966-2.1)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /ClipComplexRegions false
        /ConvertStrokesToOutlines true
        /ConvertTextToOutlines false
        /GradientResolution 150
        /LineArtTextResolution 300
        /PresetName <FFFE5B004E4FE389CF50A65E5D00>
        /PresetSelector /LowResolution
        /RasterVectorBalance 0.750000
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing false
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [600 600]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


